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序     文 

 

日本国政府は、ウズベキスタン共和国政府の要請に基づき、同国において「ウズベキスタン日本人

材開発センター」プロジェクトを実施することを決定し、独立行政法人国際協力機構 （平成 15 年

7 月 30 日までは国際協力事業団。以下「ＪＩＣＡ」という。）が独立行政法人国際交流基金（平成 15

年 9月 30日までは国際交流基金）の協力を得て、平成 12年 12月 1日から平成 17年 11月 30日まで、

本技術協力を行なっている。 

ＪＩＣＡは、独立行政法人国際交流基金と合同で平成 17 年 7 月 21 日から 8月 5日まで、終了時評

価調査団をウズベキスタン共和国に派遣した。同調査団は、プロジェクトの活動実績並びにその成果

と効果について同国と合同で総合的な評価を行なうと共に、フェーズ 2の実施可能性も視野に入れ、

今後のプロジェクトの活動の方向性について協議した。 

評価結果および今後の方向性に関する協議の結果をミニッツに取りまとめ、ＪＩＣＡ、ウズベキス

タン共和国双方の合意のもとに署名交換が行われた。 

本報告書が、本プロジェクトのみならず、他国における日本センター事業をより効果的かつ効率的

に実施していくための参考として活用されることを願うものである。 

終りに、この調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げる。 

 

平成 17 年 8月 

 

 

独立行政法人国際協力機構 

社会開発部長 岡崎 有二 
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評価調査結果要約表 
１. 案件の概要 

国名：ウズベキスタン共和国 案件名：ウズベキスタン日本人材開発センタープロジェクト 

分野：人的資源開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：社会開発部第一グループ 

日本センターチーム 

協力金額（評価時点）：501,000 千円 

先方関係機関：対外経済関係・投資・貿易省 

日本側協力機関：独立行政法人国際交流基金 
協力

期間 

(R/D): 2000/12/01～2005/11/30 

(延長):  

(E/N)（無償） 他の関連機関： 

１-１ 協力の背景と概要 

ソビエト連邦の崩壊に伴い、1991 年 9 月ウズベキスタン共和国（以下「『ウ』国」という。）は独立

した。以降、旧ソ連時代の計画経済から市場経済への転換を軸に、政府主導の段階的な経済改革を実

施してきている。他の旧ソ連諸国と比較して独立後の経済の落ち込みは小規模であったが、改革の進

捗は遅々としたものであった。このような状況の中、「ウ」国では経済や経営といった実体経済を支え

る民間の人材や、制度面からこれを支える行政官の育成等、実務者の不足が目立っておりこの分野の

人材の育成が急務となっていた。 

このような状況の中、我が国では市場経済化移行国に対する人材育成支援の一環として「日本人材

開発センター」を設立することが構想され、1999 年 10 月に「ウ」国政府は日本政府へタシケントに

ウズベキスタン日本人材開発センター（以下「UJC」という。）の設置に関する要請書を提出し、1999

年 11 月、UJC プロジェクト事前調査団は「ウ」国政府と基本的枠組みについて合意した。 

日本の「顔の見える協力」としてスタートした日本センター事業は、UJC においてもセンター開所以

降、ビジネスコース事業、日本語教育事業及び両国の相互理解促進事業を展開し、着実に実績を積み

上げており、2005 年 11 月 30 日にプロジェクトの終了を迎えるが、「ウ」国側から UJC 第 2 フェーズ

の実施について強い要請があり、長期的な日本の支援が求められている。 

 

１-２ 協力内容 

（１）上位目標 

1)「ウ」国における市場経済化が促進される。 

2)「ウ」国と日本の間の相互理解と友好関係が一層強化される。 

（２）プロジェクト目標 

1)「ウ」国日本センターが同国の市場経済化に必要な人材を育成する上で重要な役割を担う。 

2)情報サービス、その他「ウ」国日本センターで行われる各種プログラムを通じ、両国民の相互理

解が促進される。 

（３）成果 

1)「ウ」国日本センターが適切に運営管理される。 

2)実践的なビジネスコースが継続的に実施される。 

3)日本語コースが継続的に実施される。 

4)「ウ」国日本センターが日本に関する情報を積極的に発信するとともに、多様なレベルでの交流

が活発化する。 

（４）投入（2005 年 7月現在） 

1) 日本側： 

長期専門家派遣 (9 名)、短期専門家及びコンサルタント派遣（41名）延べ合計 50名、 

機材据付技師（2名）、機材供与累計 1.85 億円（うち携行機材 8.2 百万円） 

現地業務費（2005 年 6月までの累計）累計 1,146 千米ドル 

研修員受入（日本）19 名（カウンターパート、センター現地職員、現地講師及びビジネスコー

ス成績優秀者） 

2) 相手国側： 

 「ウ」国側共同センター所長及び会計士 1名（対外経済関係・投資・貿易省） 

センター用地、施設の提供 
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２. 評価調査団の概要 
調査者 団長・総括：    立原佳和  JICA 社会開発部第一グループ日本センターチーム長 

日本語評価：    小林佳代子 千葉大学国際教育開発センター講師 

日本語コース評価： 濱部 れい 国際交流基金 

評価分析：     松本彰   (株)タック・インターナショナルコンサルティング部長

ビジネスコース計画：籠橋秀樹  (株)UFJ総合研究所 国際部主任研究員 

評価企画：     鈴木桃子  JICA 社会開発部第一グループ、日本センターチーム 

通訳：       小島敬子  日本国際協力センター 研修監理部 研修監理員 

調査期間  2005 年 7月 20 日～2005 年 8月 3日 評価種類：終了時評価 

３. 評価結果の概要 

３-１ 実績の確認 

プロジェクトには 5年間で 8名の長期専門家並びに41名の短期専門家が派遣され、現地ニーズに応

じたビジネスコースや日本語コースの設計を行ったうえで、カウンターパートへのコース運営にかか

る指導を行うとともに、現地講師を確保・育成し、UJC 事業実施体制の基礎を整備した。ビジネスコ

ースでは、若手ビジネス人材、企業の中間管理職や自営業者、企業の幹部クラスおよび中小企業振興

の政策決定に携わる国の中央並びに地方行政官を対象に計 25回にわたり、MBA 型集中教育コース、問

題解決型コース、日本的経営コースが提供され、延べ1,426 名が受講した。当初の計画通り、ビジネ

スコース受講者のレベルや人数に応じて、継続的に同ビジネスコースが提供された。2005年に実施し

たビジネスコースの MBA 型集中教育コース受講者の評価によると、25点満点中 23.75 点と回答してい

る。また、日本語コースでは、年少者から社会人までの幅広い年齢層を対象に、質の高い日本語教育

を計 17回にわたり実施し、この 5年間で計 599 名が受講した。日本語スピーチコンテスト等の日本語

コース関連のイベントは計 21回行われ 5,028 名の参加者を数える。さらに、UJC 日本語コースは「ウ」

国における日本語教育の拠点として、日本語教師間のネットワークの構築ならびに日本語講座のモデ

ル講座的な役割を担う等、日本語学習者の増加にも多大な役割を担っている。また日本語コース受講

者を対象として実施したアンケートの結果では、94％の受講生が「ウ」国日本センターの授業に満足

していると答えている。加えて、「ウ」国の民族楽器による演奏会等も定期的に開催するなど、双方向

での両国の理解促進事業を展開しており、この 5年間で 335 回実施されてきた相互理解促進事業への

参加者は、1 万人を超える。参加者に対する質問票やインタビュー結果からは、日本に対する理解の

深化が示されており、また再度参加したいとの声も大きく、事業に対する満足度は高い。なお、いず

れのコース運営についても、日本人専門家による技術移転を受けた UJC スタッフ（カウンターパート）

が主として担当しており、運営面での現地化が進められた。また、図書室、コンピュータールーム、

学習室といった UJC 施設も、幅広い利用者層に頻繁に活用されており、UJC への来館者は年々増加傾

向にある（2005 年 6月現在で 12.1 万人にのぼる）。コンピュータコースでは、聴覚障害者を対象とし

た科目を含め、この 5 年間で計 21 のコースを実施し、IT スキル向上ならびに聴覚障害者向けの職業

訓練の面で貴重な役割を果たしている。 

本プロジェクトは、当初計画どおり UJCがウズベキスタン国の市場経済化に必要な人材を育成する上

で重要な役割を果たすという目標を達成し、またもう一つのプロジェクト目標である両国民の相互理解

の促進についても、日本に関する情報サービスおよび UJC で行われる各種研修を通じ大部分が達成され

たが、ウズベキスタンに関する各種情報の日本に向けての発信については、双方向での情報発信の取り

組みを始めたところであり、さらなる拡充・強化の余地がある。 

 

３-２ 評価結果の要約 

（１）妥当性： 

プロジェクト目標の第一は、「市場経済化移行に資する人材の育成」であり、この目標は、政策面、

マーケット面から「ウ」国のニーズに合致したものであった。 

まず政策面では、「ウ」国の大統領令で国家年次計画が明示されているように、市場経済化促進や中

小企業の育成が政策目標として挙げられており、プロジェクトの目的と合致している。また 1998 年

11 月の政策協議を始めとする経済協力に関する二国間政策協議で、日本及び「ウ」国双方とも経済開

発に役立つ「人材育成」が援助重点分野の１つであるとして合意している。さらに人的資源の育成は、

我が国の ODA 政策に沿ったものであり、かつ日本政府の外交基本方針と一致している。 

マーケット面においても、ビジネスコースについて「ウ」国では類似コースを他機関で学ぶ機会が

限られているため、MBA タイプの研修のニーズが高いことが本調査でも確認された。 
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なお、日本語コースについては、実際にどの程度の日本語学習ニーズが在るのかについては、今後

の「ウ」国日本語教育に関する総合的調査の結果が待たれるが、2000 年時点で1,160 名であった日本

語学習者数は、2004年に 1,853 名に増加（約 1.6倍）していること、また UJC の日本語コースでは「ウ」

国唯一の上級コースを提供しており、いずれの日本語コースも常時定員を超える申込者数があるとい

う状況から判断して適切なターゲットグループの規模をもっていると考えられる。 

また、プロジェクト目標の第二として、相互理解促進事業を通じた「両国民の相互理解の促進」を

挙げているが、これは両国とも相互促進の重要性を認識した上でのことであり、また我が国と中央ア

ジア諸国との外交政策の観点にも整合したものである。 

以上のことから、本プロジェクトは「ウ」国において実施の妥当性が高いといえる。 

 

（２）有効性： 

「ウ」国日本センターは、「ビジネスコース」、「日本語コース」、「相互理解促進事業」の３つの事業

の実施を通して、人的資源開発の面でその有効性は高いと評価できる。 

当初策定された計画やニーズ調査の結果に基づいたターゲットグループに対して、プロジェクトは適

切なサービスを提供することが出来たと評価できる。また、各コース・事業への応募者、参加者の数は

着実に増加傾向にあり（以下のセンター入館者数を参照）、同センターが高い評価を得ており、その評

判が確定しつつあることが関係機関へのインタビューやコース受講者に対するグループディスカッシ

ョンの結果から判明している。さらには、同センターの活動に参加した「ウ」国民が日本に対する関心

を高めたことや、日本的経営に関する知識やビジネス実務能力ならびに日本語能力の向上に役立ってい

ることも確認されている。特に「ウ」国で国際クラスのビジネス教育を提供できる数少ない研修事業と

しての評価も高く、コース修了者による起業事例や、修了後の就職ならびに専門性の高い仕事を行うう

えで優位性につながる事例も出始めていることから、プロジェクト目標１（人材育成における重要な役

割）の有効性は高いと評価できる一方で、日本側のウズベキスタンに対する理解の深度については今後

の成果であることから、プロジェクト目標２（両国民の相互理解促進）については、順調な有効性を確

保していると考えるものの、更なる拡充・強化の余地がある。 

 

センター入館者数（月毎の集計結果）
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（３）効率性： 

本プロジェクトへの日本側からの投入は、JICA-Net テレビ会議システムの投入はなされなかったもの

の、その他の投入については、インタビュー、アンケート結果、視察等による今回の評価調査の結果、

プロジェクト期間内に概ね予定通り実施された。UJC には 4 名の常勤の長期専門家ならびに年間約 10
名の短期専門家が投入され（主にビジネスコース講師人材）、ビジネスコース、日本語コース、相互理

解促進事業ならびにセンターの運営管理は効率的に計画され実施が図られている。また OJT および本

邦研修が予定通り実施された結果として、「ウ」国側から投入されたカウンターパートを含むウズベキ

スタン人スタッフの運営管理能力や専門知識が向上し、センター運営上の効率性も高まった。特にビジ

ネスコースにおいては、現地講師の割合は 5 割にのぼり、現地講師が組織する「講師会」と協力のうえ、

邦人講師および現地講師間でコース内容、コースのビジョンについて意見交換をするなどして、コース

の円滑な実施促進が図られている。なお、UJC 事業の多様化に伴い、UJC 運営管理部門のカウンターパ

ートにマネージメントクラスを育成していくことが求められており、フェーズ 2 の投入を検討する際に

は、特に UJC 管理部門のカウンターパートを対象とした研修の実施について検討する必要がある。 
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（４）インパクト： 

「ウ」国日本センターは、多くの「ウ」国民が日本に対する関心を高めること、また実践的なビジネ

ススキルや日本語能力を持った人材を育てることに一定の役割を果たしてきている。「ウ」国経済の発

展に対して、本プロジェクトのインパクトが発現するには、その上位目標自体の大きさからも相当の

時間が必要である。しかしながら、個々人のレベルでは以下に記すように幾つかのインパクトが認め

られる。 

（ビジネスコース） 

第 1に、世界標準のビジネス教育がどういうもので、自分のキャリアをどう開発すべきかについて、

「ウ」国日本センターは若いビジネス人材や起業家の目を開かせる効果があった。多くの受講者及

び講師は、同センターのビジネスコースを、「ウ」国で国際クラスのビジネス教育を受けられる数少な

い機会として評価している。 

第 2に、多くのコース修了者はコースで知識を習得したことが就職や専門性の高い仕事を行う上で

優位性につながったと感じている。加えて、修了者の何人かは習得した知識を使って新しいビジネス

を始めるなど、投融資を受けるためのビジネスプランを策定している。 

第 3に、過去の受講者等からビジネスコースの評判を聞いて、新たな参加者が来ているケースが多

くみられ、コースの質の高さがビジネスコースを学ぶ層の拡大につながっている。 

第 4 に、受講者と講師のネットワーキングに役立っている。他国の日本センターのビジネスコースに

比して長期にわたる 5 ヶ月間のコースを共に教え学ぶことにより、受講者同士、受講者と講師との間で

の一体感が醸成され、このことが研修終了後に就職の機会をもたらし、互いの仕事に生かせる情報交換

につながっている。 

（日本語コース） 

「ウ」国における日本語学習者は、過去 4年間で、1.6 倍に増加している（2000 年の学習者数 1,160

名に対し、2004 年では 1,853 名）。こうした「ウ」国における日本語学習者の増加傾向の中で、「ウ」

国日本センターは、同国の日本語教育の発展に重要な役割を果たしてきたといえる。その一つの貢献

として、教師間のネットワークの構築、教師用の教材の作成を行ってきたことが挙げられる。 

また、日本語学習者数の増加にはさまざまな要因があるが、「ウ」国日本センターの日本語コースは、

同国内の日本語講座のモデル講座的な役割を果たしており、目標とされる上級コースを持つ唯一の機関

でもあることから、学習者増加のために大きな役割を果たしていると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（相互理解促進事業） 

相互理解促進事業には延べ 1万人以上が参加しているが、どの参加者からも「日本について、もっ

と知りたい」との声が非常に強い。プロジェクトは、単に「ウ」国の人々に対して日本の伝統文化を

紹介することにとどまらず、UJC フォーラム始め、多角的に日本に関する情報発信をしており、今日

の日本の姿を知ってもらうことに貢献している。「ウ」国における同センターの認知度は上がってきて

おり、来訪者の日本に対する理解や関心は浸透しつつある。 
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（５）自立発展性： 

「ウ」国日本センターの自立発展性については、組織面、技術面、財政面の３つの側面に分けて見

ることができる。 

（組織面） 

 カウンターパートの対外経済関係･貿易･投資省とJICA との協同で、UJC を NPO 法人として設立し、

事実上 JICA 側に運営の主導権件を与えている。UJC は公的機関として政府に認定されており、多大な

政治的サポートを得ており、UJC プロジェクトの政治的認知度は高い。また、他国での日本センター

に多く見られるような特定の大学を C/P とする場合に比べて、不特定多数の大学を対象とする TOT 戦

略もとりやすい。なお、対外経済関係･貿易･投資省による直接指名にてウズベキスタン側所長とアカ

ウンタントの 2名がカウンターパートとして配置されている。また各研修コース講師の現地化も進ん

でいる（日本人講師：現地講師＝１：１）が、現地講師経費は日本側の支出によるものであるため、

フェーズ 2ではセンター収入による現地講師経費の支出が求められている（詳細は、財務面に記載）。

UJC では、特定の大学によらない NPO 法人のメリットをいかして、大学のみならず「ウ」国における

ビジネス研修、日本語研修およびコンピュータ研修という人材育成を目的とした各コースを定期的に

実施・運営しており、その組織的な基礎は確立されているといえる。 

（技術面） 

技術面での自立発展性に関しては講師レベルとスタッフレベルの２つのレベルがあり、相対的に見

て講師レベルの自立発展性については、ビジネスコース、日本語コースともに順調に高まりつつある

といえる。ビジネス及び日本語コースの「ウ」国現地人講師（ビジネスコースに関しては数が限られ

ている）は、日本人専門家/講師から知識や技術・技能を習得し、自分の講義に活かしている。特に日

本語講師については、日本語の教授法技術も高まりつつあるなど、自立発展性は高い。 

現地スタッフについては、センターでの OJT 研修、本邦での C/P 研修を通して技術移転が進んだ結

果、日本語コース担当者についてはコース運営・実施に係る能力や知識を蓄積しつつある。 

ビジネスコースについても現地スタッフ 3 名のうち、1 名が本邦研修を受けているが、センター運

営上のより多くの責任を現地スタッフに委譲して行くにあたっては、さらに各スタッフの業務遂行能

力を向上させていく必要がある。 
（財務面） 

財務面での自立発展性に関しては、「ウ」国日本センターの現在の収入は 2005 年度見込みでも 600

万円程度であり、センター運営に係る経費総額に対するセンター収入の比率は平均して約 9%と低く、

運営管理コストをカバーするためには甚だ不十分である。なお、その収入源の内訳はコース受講料が

85%以上を占め、センター会員費やインターネット使用料は僅かである。 

日本人専門家と「ウ」国政府の人件費負担による財務担当マネージャーのコストを差し引いた同セ

ンター運営支出に対する費用回収率（コスト・リカバリー）は 6～12％で変動していることが財務デ

ータの分析から確認される（平均 9%）。費用回収率の低さは、同センターのようなプロジェクトに本

来備わっている特徴と言えなくもない。その中でもビジネスコースの事例で見ると、主に a)公共サー

ビスを提供するというセンターの役割に考慮した低廉な料金、b)（講師に占める）日本人専門家率の

高さ、の 2つの要因が費用回収率の低さに影響を与えている。実際、受講者は同センターが国際レベ

ルの教育を提供している割にその料金が非常に低廉なものであると感じている。 

センター全体のコスト削減のためには、講師とマネージャーの現地化は一つの解決策になり得る。し

かし、こうした現地化は、同センターでの各コースの質と評判を落とさないよう、慎重に考慮されるべ

きである。ビジネスコースの場合、上記の「技術面での自立発展性」の項で見たように、現地人講師は

一定レベルの能力の高さを所有しているものの、受講者からは現地講師化をこれ以上進めるのではな

く、現在の日本人と現地人講師の１：１の比率を支持している。これには「日本の経験及び日本の最新

ビジネス事情について、日本人講師から自らの体験等に基づいて具体的に聞きたい」との理由が大きい。

外国に留学できないほとんどの若いビジネス人材や起業家にとって、同センターのビジネスコースは、

「日本型経営」を中心としたビジネスの国際標準的な知識を身につける貴重な機会であることなどか

ら、少なくとも短期的には、現地講師化等によるコスト回収率向上については慎重に検討されるべきで

ある。 

 

結論として、日本人専門家の適切な指導・監督のもと、近い将来、「ウ」国日本センターの現地スタ

ッフが技術的に運営上の能力を向上していくことは可能であろう。一方、財政的な自立発展性は長期

的な課題である。コースの質及びセンターの評判を落とすことなく、授業料の増大、コース講師やマ

ネージャーの現地化による収益性向上、ひいては財政的な自立発展性を図れるかどうかは将来の組織

運営とともに長期的なビジョンのもとに慎重に議論されるべき戦略的な問題である。 

 



 xii

３-３ 目標達成の促進要因 

プロジェクト活動のうち、共通している成功要因は次の通りである。 

（１） 実務経験/高い資質を持った優秀な講師陣の確保 

（２） ビジネス感覚/経験豊富なマネージャー（専門家を含む）の配置 

 さらに、ビジネスコースにおける成功要因を抽出すると次の通りである。 

（３） 「ウ」国においては、質の高い MBA 教育が十分に存在しない中、同センターではかなりの低

料金で「ミニ MBA」タイプのカリキュラムを提供していること 

（４） 起業や、マネージャーを目指すこと、あるいは知識を習得するといった明確な意思を持った

受講者を厳正に選定するというコース運営の基本的指針やその透明性の高さ、さらには修了

証書を手渡す前に受講者の評価を厳正に行ったことなどが、受講者の信頼を得たこと 

（５） ニーズに応じたコースを実施するため、受講者からのフィードバックを通じて継続的にコー

ス内容を調整したこと 

 

３-４ 目標達成の阻害要因 

（１）本プロジェクト開始時の日本側方針 

 本プロジェクトは、開所当初から UJC 運営について日本側の永続的な投入を想定している側面もあ

り、かつ UJC がウズベキスタンに存在すること自体が両国の友好の推進にとって意義があるという観

点から、プロジェクトを運営すること自体を目的化した傾向があった。また、達成度を測る定量的な

指標が未設定のままプロジェクト運営がなされたため、目指す成果に対して適切なモニタリングが行

われてきたとは言いがたく、結果として PDM に沿ったプロジェクト運営が徹底されておらず、UJC ス

タッフやカウンターパートの能力向上を重視しないという点につながっており、このことが、本プロ

ジェクト成果の一部の達成を阻害した。 

 

３-５ 結論 

調査の結果、本プロジェクトは「ウ」国の政策やニーズに合致し、また各活動は効果的、効率的に

実施されてきている事が確認された。ビジネスコース、日本語コースともに殆どの受講者が活動に満

足しており、受講者の知識や技能の向上に貢献している。このことは、同国において、市場経済化移

行のために必要な人材の育成をプロジェクトが後押ししてきたことを示すものである。ビジネスコー

スの受講者が職場でリーダーになっていること、あるいは新しいビジネスを始めているといったイン

パクトを示す事例も見受けられた。また日本語並びに相互理解促進事業を通じて、「ウ」国・日本両

国民の間の相互理解が促進されてきている。 

さらに、同センターの存在によって、多くの「ウ」国民の日本に対する関心が高まり、また実践的

なビジネス技能や日本語能力を持った人材が育つことに役立っている。 

「ウ」国経済の発展に対して、プロジェクトのインパクトが発現するのには、相当の時間が必要で

あるものの、個々人のレベルでは、知識や能力向上に役立つなどのインパクトが認められる。こうし

たことから、本プロジェクトは満足のいく結果をもたらしたといえる。 

 同センターの自立発展性については、技術面ではどのコースを取っても高いといえるが、将来の自

立性を確固たるものとするには、引き続き日本人専門家の指導を受けつつ、戦略的研修計画に基づい

て、センター現地スタッフの能力向上を計ることが不可欠である。センターの運営については、より

多くの運営上の責任を現地スタッフに委譲していくにあたって、さらに各職員がプロとしての業務遂

行能力を向上させていく必要がある。 

一方、財政的な自立発展性は長期的な課題である。コースの質及びセンターの評判を落とすことな

く、授業料の増加、コース講師やマネージャーの現地化による収益性向上、ひいては財政的な自立発

展性を図れるかどうかは、将来の組織運営とともに長期的なビジョンのもとに、慎重に議論されるべ

き戦略的な問題である。 

以上のようなことから、本プロジェクトは PDM に記載されているアウトプットについてほぼ達成さ

れているとの結論に達したが、プロジェクト目標を達成するためには、UJC の自立発展性（自己収入

の向上）を向上させるためのさらなる活動が必要と判断される。ウズベキスタン政府からもフェーズ

2として 5年間の継続支援の要望が提出されており、これを積極的に検討することとした。 

 

３-６ 提言（本プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（１）三本柱の活動間の相互連携 

「ビジネスコース」、「日本語コース」、「相互理解促進事業」の 3つの活動については、相乗効果

を高めるために、それぞれの活動間の連携を強めることとする。 
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（２）計画及びモニタリング 

プロジェクトをより成果重視で運営するために、詳細な年間活動計画を策定し、かつ進捗状況を

定期的にモニタリングしながら、継続的改善を図るものとする。 

（３）ビジネスコース設計及び運営の更なる改善 

 ビジネスコースのうち、特に中小企業の経営者・勤務者の人材育成や起業家の養成を対象とし

たミニ MBA タイプ（Aコース）は、「ウ」国内において高い評価を得てきている。しかしながら、

「ウ」国の中小企業が直面している多様な課題・問題、ならびに幅広いターゲット層に対応する

ためには、コース設計及び運営に更なる改善が求められる。このため、受講者アンケート等の手

段を講じつつ、コースのモニタリングを行うこと、その結果をコース設計及び運営に確実にフィ

ードバックすることを通じて、継続的改善を図ることとする。なお、「障害者のためのビジネスコ

ース」、「女性企業家支援」、「観光促進」といった分野、トピックについては、既にそれらへの対

応の必要性が認められている通り、ビジネスコースにおける対応を検討することとする。 

（４）関連機関（将来のパートナー候補先）との連携強化 

 ビジネスコースのインパクトを高めるために、「ウ」国商工会議所や関連の社会・経済団体と協

力して、日本の経験や日本の経営システムを広く紹介することが必要である。また、それらの組

織が実施する「ウ」国の中小企業の経営改善のためのプログラムに対して、技術的支援や助言を

行うこととする。  

 また、相互理解促進事業では、「ウ」国に対する日本についての情報提供がフェーズ 1では主で

あったが、「ウ」国、日本の両国間の相互理解を促進するためには、それぞれの国の情報を双方向

に発信していくことが不可欠である。両国間の関係を深めていくためには、これに加え、日本国

内で「ウ」国に関連する活動を行っている団体やグループとも連携を強めていくこととする。 

（５）日本語教育拠点としての役割強化 

 これまで日本語コースでは、初級レベルから上級レベルまで様々なニーズに対応するコースを

実施してきている。しかしながら高まってきている需要に対してコース数が充足していないため、

コースの数を増やすことが必要である。また、職業に用いるのに十分な日本語能力を持った「ウ」

国民が非常に少ないのが現状である。ついては、日本語能力を生かして収入を得ようとしている

「ウ」国民のために、本格的な翻訳者・通訳者育成のクラスを実施することも検討する。 

 UJC は、同国内における日本語教育の拠点としての役割を担ってきているが、更にその機能を

強化することが期待される。このため、第二フェーズにおいては、①日本語教材のウズベク語化、

②日本語教師の育成の促進、③日本語教師に対する技術的支援、④日本語教師間のネットワーク

の強化に取り組むこととする。また、「ウ」国民にとっては日本人に接する機会、日本語を使う

機会が非常に少ないことから、日本語学習の動機を維持することが困難である。このため、学習

者が日本語クラスに参加すること自体が目的となるクラス、例えば「アニメ・ドラマを通して学

ぶ日本語」、「日本文学を読む」などといったクラスを設けることとする。 

（６）相互理解促進事業の地方展開 

 「ウ」国日本センターは同国民に広く開かれていることを目指しているが、地方においては日本

の情報等に対するアクセスが限られていることから、相互理解促進の活動をタシケント以外の地方

でも展開していくこととする。また、同センターが提供する情報の内容の充実、多様化を図りなが

ら、同センターの情報発信機能を強化することする。 

（７）日本への留学情報の発信強化 

 日本への留学情報を同センターで一元的に提供することとする。さらに、留学生が日本に出発す

る前に、必要に応じて事前オリエンテーションや日本語研修を同センターで行うこととする。 

 

３-７ 教訓（本プロジェクトから導きだされた他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施・運営管

理に参考となる事柄） 

（１）実際に即した目標と具体的な指標の設定 

 本プロジェクトの PDM には、上位目標ならびにプロジェクト目標は定性的にのみ示され、プロ

ジェクト活動の成果がどれだけ目標達成に貢献したかを評価することが困難であった。フェーズ

2（または類似の人材育成、職業訓練などのプロジェクト）においては、各活動の定量的な指標設

定を行い、達成状況を図る定量的な情報収集を行うことが重要である。 
 

 

 

 

  





 

第1章 終了時評価の概要 
 
1-1 調査団派遣の経緯と目的 

我が国は、ウズベキスタン共和国（以下「『ウ』国」という。）の市場経済化を支援するため、実

務人材育成ニーズへの対応と日本の「顔の見える協力」の実現を目的とした日本人材開発セン

ター（通称「日本センター」）を立ち上げるべく、1998 年 12 月にプロジェクト形成調査、1999 年

11 月に事前調査を実施し、2000 年 10 月の実施協議にて、ウズベキスタン対外経済関係・投

資・貿易省を C/P にウズベキスタン日本人材開発センター（以下「UJC」という。）プロジェクトを

開始した。 
2001 年 8 月の開所以降、ビジネスコース事業、日本語教育事業及び相互理解促進事業を

展開し、着実に実績を積み上げてきており、2005 年 11 月 30 日にプロジェクトの終了を迎える。 
一方で、日本の「顔の見える協力」としてスタートした日本センター事業は、長期的な日本の

支援が求められており、UJC においても｢ウ｣国側から第 2 フェーズの実施にかかる強い要請が

ある（要請書は 2005 年 6 月 30 日に接到）。 
このため、本調査では、評価5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観

点から「ウ」国側関係者と共にプロジェクトの合同評価を行うと共に、第 2 フェーズに生かすため

に教訓、提言を抽出する。また評価結果について日ウ両国の合意を形成することを目的として

いる。 
 
1-2 調査団の構成と調査期間 
1-2-1 調査団の構成 
1 総括 立原 佳和 独立行政法人国際協力機構 社会開発部 

第一グループ日本センターチーム長 
2 評価分析 松本 彰 株式会社 タック・インターナショナル  コンサ

ルティング部 部長 
3 ビジネスコース評価 籠橋 秀樹 株式会社 UFJ 総合研究所 国際部  

主任研究員 
4 日本語コース評価 小林 佳代子 千葉大学国際教育開発センター講師 
5 日本語コース評価企画 濱部 れい 独立行政法人国際交流基金 日本語事業部 

派遣助成課 
6 評価企画 鈴木 桃子 独立行政法人国際協力機構 社会開発部 

第一グループ日本センターチーム 
7 通訳 小島 敬子 日本国際協力センター 研修監理部 研修監

理員 
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1-2-2 調査期間 
平成 17 年 7 月 21 日（木）～平成 17 年 8 月 4 日（木） 

 
1-3 プロジェクトの概要 

「ウ」国は 1991 年の独立以降、大統領の強力な指導のもと政府主導の段階的な経済改革を

実施してきている。他の旧ソ連諸国と比較して、独立後の経済の落ち込みは小規模であったが、

改革の進捗は遅々としたものである。このため、非効率的な旧態依然の産業構造が継続しており、

直接投資の額も国民一人当たりで見ると、CIS 諸国で最低の水準である。 
一方我が国では、実務人材の育成に積極的に取り組むとともに、日本の「顔が見える」協力の

実現を目指してアジアの市場経済化移行国を対象として日本センター事業を実施してきた。日

本センターでは、１）市場経済化に資する人材育成、２）当該国と日本の相互理解及び友好関係

を促進することを目指している。 
1999 年 10 月、「ウ」国政府が UJC プロジェクトの実施にかかる要請書を日本政府に提出した

のをきっかけに、同年 11 月、事前調査を実施し、「ウ」国政府と基本的な協力の枠組みについて

ミニッツにて合意した。翌年 12 月に R/D を「ウ」国対外経済計画・投資・貿易省（当時は「対外経

済関係庁」）と JICA で締結し、5 年間のプロジェクトを開始した。 
最初の 1 年間は主に UJC の施設改修及び活動開始の準備を行った。2001 年 8 月 22 日の

開所式以降、若手ビジネスマンを対象としたビジネスコース事業、さまざまな学習者のレベルに

応じた日本語教育事業、一般市民を対象とした相互理解促進事業を実施してきている。 
 2004 年 3 月には中間評価調査団が JICA より派遣され、「ウ」国側と合同評価を行った。中間

評価では、今後の活動コースへの提言として、１）UJC 活動の地方展開、２）IT コースの実施が

上げられた。また、「ウ」国側からはプロジェクト終了後さらに５年間のプロジェクト期間の延長の要

望が出された。 
 中間評価での「ウ」国側の要望を踏まえて、UJC はブハラ等でビジネスセミナーを試験的に実

施し、また、IT コースに関しては、聴覚障害者向けのコンピューターコースを開始している。 
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第2章 終了時評価の方法 
 
2-1  評価方法 

本終了時評価調査は、PDM手法に基づき、プロジェクトの当初計画、協力開始時から評価調

査時点までの双方の投入・活動実績、プロジェクト実施の効果、運営管理体制等を踏まえた上で、

評価５項目（有効性、妥当性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から多面的に評価を実

施した。 
併せて、協力期間終了後における対応方針についても検討し、両国政府関係当局に提言し、

ミニッツにとりまとめた。なお、本件調査団のメンバーは「1-2-1 調査団の構成」の通りである。 
なお、本評価については、プロジェクト全体の評価に加え、ビジネスコースについて別章を設

けて５項目評価結果を記載した。これは本プロジェクトにおいてビジネスコースに係る投入が大

半を占めておりプロジェクト全体の成果に関わる部分も大きいためである。 
 
2-2  評価手順 
1) 資料レビュー、評価グリッドの作成 

事前に既存の各資料等から情報を得て、現地での調査項目及び情報収集方法を検討し、評

価デザインとして評価グリッド（和文・英文）を作成した（評価グリッドは別添 4 の通り）。 
 
2) 質問票の作成・回収 

現地調査に先立ち、評価分析並びに、日本語コース、ビジネスコース各団員が評価グリッドを

基に、日本人専門家（4 名:日本人共同センター所長を含む）、日本語講師、日本語学習者、

さらに UJC に相互理解事業促進のために派遣されている協力隊員（青少年活動）に対して、

質問票を作成し、現地に送付した上で回答を回収・分析した。また、本質問票を補う形で、カ

ウンターパート（「ウ」国側会計士）、センター現地スタッフ、日本人専門家等に対して、個別に

現地でヒアリングを行った。 
 
3) プロジェクト関係者との面談、インタビュー 

本プロジェクトの達成度や成果を捉える上で、プロジェクト関係者に対して、グループインタビ

ューあるいは個別インタビューを実施した。対象としては、ビジネスコース/日本語コースの現受

講者、元受講者並びにコース講師、さらに相互理解事業では、講師並びに事業参加者に対し

てインタビューを実施した。さらに、センター現地スタッフを始め、本プロジェクトのカウンターパ

ート機関である対外経済関係・投資・貿易省1の局長（UJC「ウ」国側共同所長）にもインタビュ

ーを実施した。 
 
 

                                                   
1 「ウ」国の援助窓口機関でもある。 
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4) 現地調査 
専門家との協議を始め、UJC 関係者、さらには他ドナーや類似の研修を実施している機関を

訪問し情報を収集した。例えば、ビジネスコースでは元受講者の所属する企業あるいは自らが経

営する企業（タシケントだけでなく、ブハラも視察対象）、女性起業家協会、商工会議所、さらに

JETRO や日系企業を訪問し、調査を行った。また、日本語コースでは東洋学大学、サマルカン

ド・インフォメーション・センターを訪問し、各機関での日本語教育状況あるいはプロジェクトに関

する意見を聴取した。さらに相互理解事業や他ドナーの事業方法（特にセンター運営の観点か

ら）について、タシケントで活動しているフランス文化センターや韓国 IT コンピューターセンター

を訪問し、調査を行った。 
 
5) プロジェクト関係者への報告 

上記の調査・評価結果を評価 5 項目に沿って評価調査報告書（英文）に取り纏め、プロジェク

ト関係者である対外経済関係・投資・貿易省、JICA 事務所、プロジェクト専門家とそれぞれ評価

結果につき協議し、最終的に、2005 年 8 月 2 日にミニッツへの署名を行った。 
 
2-3  評価５項目 

評価の視点、内容は以下の通り。 
(1) 有効性

(Effectiveness) 
プロジェクトの「成果」が、どの程度達成されているか、及びそれが「プロジェ

クト目標」の達成にどの程度結びついているかを分析・評価する。 
(2) 妥当性

(Relevance) 
プロジェクトの目指している効果が、受益者のニーズに合致しているか、問

題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政策との整合性はある

か、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金である ODA で実

施する必要があるかなどといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問

う視点。 
(3) 効率性

(Efficiency) 
主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されて

いるかを問う視点。「投入」の、手段、方法、期間、費用の適切度を分析・評

価する。 
(4) イ ン パ ク ト

(Impact) 
プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果

をみる視点。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 
(5) 自立発展性

(Sustainability) 
プロジェクトによりもたらされた成果が協力終了後も持続・拡大され得るかど

うかを把握し、実施・関係機関の自立度を政策・組織面始め、財務面、技術

面その他の観点から分析・評価する。 

4



 

第3章 調査結果 
 
3-1 投入実績（詳細は別添 3 ミニッツの ANNEX3.1～3.3 を参照） 

プロジェクトに関する投入（2005 年 7 月現在）は、以下の通りである。 
１）日本側： 

長期専門家派遣 (9 名)、短期専門家及びコンサルタント派遣（41 名）延べ合計 50 名、

機材 
据付技師（2 名） 
機材供与累計 1.85 億円（うち携行機材 8.2 百万円） 
現地業務費（2005 年 6 月までの累計）累計 1,146 千米ドル 
研修員受入（日本）19 名（カウンターパート、センター現地職員、現地講師及びビジネス

コース成績優秀者） 
２）「ウ」国側： 

カウンターパート：「ウ」国側 UJC 共同所長及び会計士 1 名（対外経済関係・投資・貿易

省） 
センター用地、施設の提供 

 
3-2 投入の成果・事業実績 

本プロジェクトの成果は PDM に記載されている通り４つあり、以下、各成果について説明する。

なお、PDM は、プロジェクト期間中、中間評価時に一度、「プロジェクト目標」及び「上位目標」に

ついての変更が検討されているものの、正式な手続きによる変更は行われていない。よって、今

回の終了時時点でも、あくまで評価手法に従い、調査分析を行い、その結果を記載するとともに、

現時点で明らかになったその他の成果、あるいはそれを判断する指標等については追加的な説

明も含めて記載することとする。 
 
(1) 成果 1（センターが適切に運営管理される） 

成果 1 の指標は現行 PDM では、①UJC 現地スタッフの人数とその能力、②UJC の歳入・

歳出のバランスであったが、現時点での成果を当指標に従って見てみると、次の通りである。 
 

① センター現地スタッフの人数とその能力（別添 3 ミニッツの ANNEX3.4 を参照） 
日本人専門家、現地講師始め、UJC に必要な人員が配置され、各コース事業について

は、計画に基づき、効率的な実施がなされている。また現地スタッフも適切な配置がなさ

れ、能力向上が図られてきた結果、UJC の運営は円滑に進められてきている。 
さらに UJC ではニーズに応える形でセンターの外（地方を含む）でも活動を行ってきて

おり、より一般に開かれたものとなっている。 
② センターの歳入・歳出のバランス 

UJC の収支は以下の通りである。 
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図表 3-1：UJC 収支（歳出・歳入）                            （単位：US ドル） 

 2001 2002 2003 2004 2005 Total 
歳入 11,340 21,626 34,229 25,463 18,179 110,837 
歳出 203,236 236,777 291,047 346,049 151,690 1,228,799 
歳入/歳出

割合 5.58% 9.13% 11.76% 7.36% 11.98% 
過去 5 ヵ年

平均 9.02%
※「歳入」は主に、受講者からの受講料、センター会員費、インターネット使用料等である。 

 
(2)成果 2（市場経済化に資する実践的な知識や技能を同ビジネスコースが継続的に提供する） 

ビジネスコースが 2001 年に開始されて以来、過去 4 年間、期待された成果が挙げられてきた。

成果を図る上での指標は①コースのタイプ、②コース数、③コース内容、④受講者動向の 4
つである（詳細は、別添 3 ミニッツの ANNEX3.5 を参照）。現時点での成果を当指標に従っ

て見てみると、次の通りである。 
 
① コースのタイプ 

UJC では、ビジネスコース受講者のレベルや人数に応じて、４種類のコースが設定され

た。a）ミニ MBA タイプのプログラム（20 週間、PMP コースと呼ばれる。昼間コースは

“A-1”、夜間コースは“A-2”コースと名称）。 b)問題解決コース（1～3 週間、B コースと名

称）、c)日本の経営セミナーコース（1～2 日間、C コースと名称され、トップマネージメント

がターゲット）、 d)地方におけるパイロットセミナー（”Remote”あるいは R コースと名称。

R コースのうち 1 回は、地方の銀行からの要望によって、個別人材研修として開催され

た） 
② コース数 

PMP(A-1 及び A-2 とも)は 6 ラウンド（6 回）、B コースは 6 回、C コースは 10 回、R コ

ースは 3 回実施してきている。 
③ コース内容 

PMP や B コースでは合計 17 科目に及ぶ MBA タイプのカリキュラムが組まれるなど、

UJC のビジネスコースは、市場経済化の過程で要求される実践的な知識や技能を提供

している。C コースは現代の日本の経営に関する科目を提供している。なお、コースの科

目や内容は、コース毎の評価、受講者による講師評価、ニーズ調査結果等によって調整

されている。 
④ 受講者動向 

PMP コース全体で 274 人の修了者、また B,C 及び R コース出席者は 1,152 名（累計

数）にものぼっており、総計で 1,426 人の裨益者がいる（別添 3 ミニッツの ANNEX3.5
参照）。地理的には、首都で UJC のあるタシケントに実施が集中しているが、プロジェクト

後半にはブハラ、ナボイ、アンティジャンなどへの地方展開も試験的に行った。 
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UJC 現地スタッフや現地人講師は、総務や講義面の能力を向上させながら、各々の職責を

より効果的に担うようになってきており、将来、より重要な運営管理的、技術的な役割を担うため

に必要な能力の下地ができてきていると言える。 
 
(3)成果 3（一般国民始め様々な人のニーズに応えて継続的に日本語コースが実施される） 

成果 3 の指標は PDM では、①コース開講回数と受講者数、②受講者による満足度、③日本

語能力の向上及び受講者の習熟度の３つである。現時点での成果を当指標に従って見てみ

ると、次の通りである。 
 

① コース開講回数と受講者数 
UJC の日本語コースは「ウ」国において、年少者から社会人までの幅広い年齢層に、初級

から上級まで系統的な学習機会を提供するほか、教師研修、企業研修、通訳コース、帰

国子女向けコース等多様なニーズに対応するコースを実施する唯一の機関であり、「ウ」

国の日本語教育の拠点としての役割を担っている。 
日本語コースは、2001 年 10 月にコースを開講以来、2005 年 1 月コースまで、599 名の

受講者を受け入れてきた（詳細は別添 3 ミニッツの ANNEX3.6 を参照。） 
日本語コースの一般講座の応募は以下の通り、定員の 5 倍強となっている。 

 
図表 3-2：UJC 日本語コース応募状況 

一般コース応募状況 
募集時期 応募者数 受講決定者数 倍 率 
2001 Oct 292 62 4.71 
2002 Sep 250 33 7.58 
2003 Sep 168 48 3.50 
2004 Sep 168 37 4.54 

Total 926 206 5.08 
 
② 受講者による満足度 

日本語コース運営にあたっては、単に日本語を教えるだけでなく、授業の中に伝統文化、

現代文化などに関わる日本事情の積極的な紹介を行い、学習者の意欲の維持を図っ

てきた。 
受講者を対象として実施したアンケート（対象 80 名、回収率 100％、2005 年 7 月 4 日

～12 日実施）の結果では、94％の受講者が、UJC の授業に満足していると答えた。満

足していないと回答した者も授業の内容に不満があるわけではなく、学習時間が短いこ

とや、もっとたくさんのことを勉強したいとの回答であった。 
また受講者 8 名及び帰国子女クラスの保護者 3 名に対するインタビューでは、いずれの

コースの受講者も概ね満足しているということであった。授業で会話の練習を増やして欲
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しいとの要望も聞かれた。 
③ 日本語能力・日本語教授技能の向上及び受講者の習熟度 

アンケートの結果、99％の人が「日本語コースは役立っている」と回答したが、その理由に

「日本語能力が伸びた」ことを挙げたものが 74％(複数回答)あり、日本語能力の向上を実

感している者が大半である。インタビューでは、上級１や通訳コースの受講生から、授業

は非常に役に立ち、口頭表現能力や聴解力の向上が実感できたとの話があった。また、

帰国子女コースの受講者の保護者によると、帰国後数年が経ち、日本語を忘れてしまっ

ていたが、本コースを受講してからまた日本語が使えるようになったとのことである。 
また、UJC が、「日本語能力試験」（国際交流基金及び（財）日本国際教育支援協会が全

世界対象に実施）の基準に基づいて実施している「日本語能力認定試験」の受験者が毎

年増加しており、特に 2 級、3 級の受験者が順調に伸びていることから、日本語学習者が

増加するとともに、日本語能力も向上していることが伺われる（以下の表参照）。1 級受験

者の伸びが少ないことについては、このレベルでの学習者の絶対数が少ないこと、このレ

ベルでは留学する機会も多く、「ウ」国でしか認知されない上記試験の受験を控えることな

どが考えられる。 
 
図表 3-3：UJC 日本語能力認定試験 受験者数 

 1 級 2 級 3 級 4 級 合計 
2002 年 27 59 69 91 246 
2003 年 32 80 145 76 333 
2004 年 24 103 162 116 405 

 
 
(4)成果４（経済、社会、文化といった多方面の日本に関する様々な書籍・出版物や視聴覚教材

がセンターによって提供されるとともに、センターが二国間の相互理解のために十分に活用さ

れる） 
成果 4 の指標は PDM では、行事の開催数と参加者人数であったが、現時点での実績・成果

は次の通りである。 
日本に関する書籍やビデオの提供と共に、過去 5 年間で 335 回もの行事が UJC 主催で開催

されている。また、その行事・催しに参加した人は 1 万人を超えてきている。 
一方、UJC を訪れる人の数も以下の表にあるように、UJC 開館以降、年々増加傾向を辿り、

2005 年 6 月現在で 12.1 万人にものぼっている（詳細は別添 3 ミニッツの ANNEX3.7 を参

照）。 
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図表 3-4：UJC の相互理解促進事業の実施状況 
 2001 2002 2003 2004 2005 Total 
行事・催し物の開催回数 22 41 64 145 63 335 
参加者数 528 1,469 2,604 4,563 1,811 10,975 
UJC フォーラム開催回数  4 5 10  19 

注）2005 年は 1～６月の累計のみ。また、UJC フォーラムは、2002 年 4 月の 
第 1 回開催から、2004 年終わりまでで、19 回の開催。 
 
 

図表 3-5：センター入館者数（累計）  
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第 4 章 評価結果 
 
4-1 評価 5 項目の評価結果 
4-1-1 妥当性 

プロジェクト目標の１つ目は、「市場経済化移行に資する人材の育成」であるが、この目標は、

政策面、マーケット面からも「ウ」国のニーズに合致したものである。 
まず政策面では、「ウ」国の大統領令で国家年次計画2が明示されているように、市場経済化

促進や中小企業の育成が政策目標として挙げられており、プロジェクトの目的と合致している。ま

た、1998 年 11 月の政策協議を始め、経済協力に関する二国間政策協議で、日本及び「ウ」国

双方とも、経済開発に役立つ「人材育成」が援助重点分野の１つとして合意されている3。さらに

人的資源開発は、我が国の ODA 政策に沿ったものであり、かつ日本政府の外交基本方針と一

致している。4 
マーケット面においても、ビジネスコースについては、類似コースを行っている他機関で学ぶ

機会が限られている同国では、MBA タイプの研修のニーズが高いことが本調査で確認された。 
以上のことから、UJC で実施されたビジネスコース事業は、本プロジェクトの上位目標である

「1 「ウ」国における市場経済化促進」に資するものであり、また同国のニーズや国家政策と整合

するものといえる。 
また、プロジェクトの初期段階でニーズ調査を行い、実態を把握した上で、ビジネス/日本語コ

ースを設計し、実施していることから、支援の方法やアプローチは適切であり、受益者のニーズ

に合致したものといえる。 
 一方、プロジェクト目標の 2 つ目として、UJC の活動を通じた「両国民の相互理解の

促進」を掲げており、これは両国とも相互理解促進の重要性を認識した上でのことであり、

また我が国と中央アジア諸国との外交政策の観点にも整合したものである。さらに、（旧）

ODA 大綱、シルクロード地域外交アクションプラン、（旧）ODA 中期政策における中央アジ

ア・コーカサス地域該当部分のそれぞれの基本理念及び重点課題とも整合している。以上

のことから UJC で実施された日本語コース並びに相互理解促進事業は、本プロジェクトの

上位目標である「2. 二国間の相互理解の強化」に資するものであり、総合的に判断する

と本プロジェクトの妥当性は高いといえる。 

 

                                                   
2「ウ」国には、1991 年に発表された「カリモフ大統領の 5 原則」があるが、この原則は理念を述べるにとどまっており、

具体的かつ総合的な国家開発計画は存在しない。一方、同国の国家開発の方向性を示す文書としては、閣僚会議決定の産業・

企業関連政策、さらに 2000 年 6 月に公表された大統領令 2612 号「ウズベキスタンの自由化、政治・経済・情報に関する

改革、及び国家安全保障に係る方策」、またセクター別では、「人材育成国家プログラム（1997 年）」などがある。 
3 1996 年 10 月に第 1 回政策協議が実施、1998 年 11 月には第 2 回が実施、また 2000 年 11 月には経済協力総合調査（枝村

ミッション）が実施されている。 
4 平成 11 年度に JICA は中央アジア国別援助研究会が設置され、中央アジア３カ国（ウズベキスタン、カザフスタン、キル

ギス）に対する今後の援助の方向性について検討が行われている。さらに JICA は「ウ」国に対して、国別事業実施計画を

毎年策定しているが、その中で、「経済・産業振興のための人材育成・制度構築支援」が重点分野の１つとして挙げられ、

なかでも「実務人材の育成」を開発課題に挙げ、特に当プロジェクトは「行政官及びビジネス実務人材育成」として位置づ

けられている。 
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（その他） 
UJC は「ウ」国において NPO として設立されているが、同センターの設立目的として、日本の

経済発展の経験を生かした同国の人材育成及び両国の文化・人的交流の強化・発展の促進を

挙げている。NPO として設立された事によって、UJC での事業の柔軟性、また、さまざまなニー

ズに迅速に対応できるという利点を持っている。 
 

4-1-2 有効性 
UJC は、「ビジネスコース」、「日本語コース」、「相互理解促進事業」の３つの事業の実施によ

って、人的資源開発の点で重要な役割を担っている。 
当初策定された計画やニーズ調査の結果に基づいたターゲットグループに対して、本プロジ

ェクトは適切なサービスを提供することが出来たと評価できる。また、各コース・事業への応募者、

受講・参加者の数は着実に増加傾向にあること（以下のセンター入館者数を参照）、UJC が高

い評価を得ており、その評判が定着しつつあることが関係機関へのインタビューやコース受講者

に対するグループ討議結果から判明している。さらには、UJC の活動に参加した「ウ」国民が日

本に対する関心を高めたことや、知識や能力向上に役立っていることが確認されており、本プロ

ジェクトは高い効果をもたらしたといえる。 
 
図表 4-1：センター入館者数（月毎の集計結果） 
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（ビジネスコース） 
若手ビジネス人材、中堅幹部をターゲットとしたビジネスコースは、知識や技能の向上に役立

っている。PMP コース5（第 4 回及び第 5 回）受講者の評価によると、コース、講師、コース教材の

評価として、25 点満点中、23.75 点との評価を行っており、有効性が非常に高いと判断できる。 

                                                   
5 PMP=Professional Management Program(昼間コースを A1、夜間コースを A2 と呼んでいる) 
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（日本語コース） 
質の高いコース実施によって、コース受講者の語学能力は着実に向上してきている。さらに、

受講者を対象として実施したアンケート6の結果では、94％の受講生が UJC の授業に満足して

いると答えている。また同アンケートの結果、回答者の 99％が「日本語コースが役に立っている」

と回答し、その理由に「日本語能力が伸びた」ことを挙げた者が 74％(複数回答)に上っている。

UJC の日本語コースはさらに、「ウ」国における日本語教育の拠点として、その発展に多大な役

割を担っている。 
さらに、「ウズベキスタン日本語教師会」（会員数 68 名。2005 年 2 月現在）を支援することによ

って、日本語教育機関間の連携を図っている他、「ウズベキスタン日本語弁論大会」、「ウズベク

語・日本語対照研究勉強会」、「カリキュラム開発研究会」などの活動を通じて、「ウ」国全体の日

本語教師のレベルアップ、ネットワークの強化にも貢献している。 
 

（相互理解促進事業） 
UJC は、同国の一般国民に対して、様々な行事や催し物、フォーラム等を通して日本理解の

機会を提供しており、特定のターゲット層に対してもきめ細かい事業を実施している。例えば、児

童、身体障害者、青少年といった各層にもそれぞれのニーズに応じた事業を実施してきている。

参加者に対する質問票やインタビュー結果からも、再度参加したいとの声が大きいなど、事業に

対する満足度は高い。 
なお、行事毎に終了後、質問票が参加者に配布され、UJC の認知度始め、行事実施に係る

評価、今後の UJC への具体的な希望、提案を聞き、事業へのフィードバックを行っている。 
また、UJC では、毎朝のミーティングで日々の事業や行事の確認を行うと共に、事業改善や

円滑実施に向けて常に意見交換が行われている。 
 
【目標達成の促進要因】 

本プロジェクト活動のうち、共通している成功要因は次の通りである。 
a) 実務経験/高い資質を持った優秀な講師陣を確保できたこと 
b) ビジネス感覚/経験豊富なコースマネージャー（専門家を含む）の配置 

さらに、ビジネスコースにおける成功要因を抽出すると次の通りである。 
c) 「ウ」国においては質の高い MBA 教育が十分に存在しない中、UJC ではかなりの低料金で

「ミニ MBA」タイプのカリキュラムを提供していること 
d) 起業や、マネージャーを目指すこと、あるいは知識を習得するといった明確な意思を持った

受講者を厳正に選定するというコース運営の基本的指針やその透明性の高さ、さらには修

了証書を手渡す前に受講者の評価を厳正に行ったことなどが、受講者の信頼を得たこと 
e) ニーズに応じたコースを実施するため、受講者からのフィードバックを通じて継続的にコース

内容を調整したこと 

                                                   
6 対象 80 名、回収率 100％、2005 年 7 月 4 日～12 日実施。 
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一方、相互理解促進事業における成功要因を抽出すると次の通りである。 
f) 協力隊員(JOCV)及び在留邦人・企業から協力、支援を得られたこと。特に青少年活動の協

力隊隊員が UJC に配属された事によって、事業が円滑に、かつ広がりを持った実施へとつ

ながったこと 
g) UJC が、ウズベキスタン航空の機内誌への掲載始め、TV 取材、新聞など様々なマスメディ

アに取り上げられ、認知度が高まったこと 
 
【目標達成の阻害要因】 

プロジェクト目標達成を阻害する要因は、今回の調査では特に見当たらなかった。しかしなが

ら、ビジネスコースについては、次の２つのことが制約要因として考えられる。 
a) 雇用機会の限定並びに限られたビジネス環境は、受講者にとって、UJC のコースで得られ

た知識や技術をフルに活かしきれない、あるいは起業家としてのキャリアを発揮できない要

因になっている。 
b) PMP コース修了後、会計や財政以外の科目については、知識や技能をさらに伸ばすため

の研修の機会が限られている事から、専門家や起業家としてのキャリアアップを行うに当た

っての制約要因となっている。 
 
4-1-3 効率性 

インタビュー、アンケート調査、視察等による今回の評価調査の結果、全般的に見て、日本側

の投入は量、質ともにほぼ適切であった。ただし、日本人専門家については派遣が遅れた例が

一度あった。 
日本人専門家の適切な投入によって、ビジネスコース、日本語コース、相互理解促進事業は

効率的に計画され、実施されてきている。また、「ウ」国現地人講師については、「講師会」といっ

た組織化が行われており、講師間でコース内容、コースのビジョンについて意見交換をするなど

して、コースの円滑な実施促進が図られていた。 
UJC のスタッフについては、その配置が適切に行われており、また OJT や本邦研修によって、

徐々に運営能力や専門知識の向上が図られてきている。 
また UJC 施設の各部屋は有効に活用されており、特に、ビデオ、図書の充実などから、図書・

ビデオ・インターネットコーナーの利用が年々高まりつつある。また、施設内のどの部屋も占有率

（利用度）は高い。とりわけ、2004 年 8 月に増床したことにより、ニーズに合致したコース（ビジネ

ス・日本語）並びにイベントが実施できるようになっている。また、資機材については、相当程度

充実してきており、上手く活用されている。 
 
4-1-4 インパクト 

UJCは、多くの「ウ」国国民に対して日本への関心を高めることと、実践的なビジネススキルや

日本語能力を持った人材を育てることに一定の役割を果たしてきている。「ウ」国経済の発展に

対して、本プロジェクトのインパクトが発現するには、その上位目標自体の大きさからも相当の時
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間が必要である。しかしながら、個々人のレベルでは、以下に記すように、幾つかのインパクトが

認められる。 
 
（ビジネスコース） 

第 1 に、世界標準のビジネス教育がどういうもので、自分のキャリアをどう開発すべきかについ

て、UJC は若いビジネス人材や起業家の目を開かせる効果があった。多くの受講者及び講師は、

UJC のビジネスコースを、「ウ」国で国際クラスのビジネス教育を受けられる数少ない機会として

評価している。 
第 2 に、多くのコース修了者は、同コースで知識を習得したことが就職や専門性の高い仕事を

行う上で優位性につながったと感じている。加えて、修了者の何人かは、習得した知識を使って

新しいビジネスを始めたり、投融資を受けるためのプロジェクトを策定したりしている。 
第 3 に、過去の受講者等からビジネスコースの評判を聞いて新たな参加者が来ているケース

が多くみられ、コースの質の高さがビジネスコースを学ぶ層の拡大につながっている。 
第 4に、受講者と講師のネットワーキングに役立っている。他国の日本センターのビジネスコー

スに比して長期にわたる 5 ヶ月間のコースを共に教え学ぶことにより、受講者同士、受講者と講

師との間での一体感が醸成され、このことが研修終了後の就職の機会をもたらし、互いの仕事に

生かせる情報交換につながっている。 
 
（日本語コース） 

「ウ」国における日本語学習者は、過去 4 年間で 1.6 倍に増加している（2000 年の学習者数

1,160 名に対し、2004 年では 1,853 名）。こうした同国における日本語学習者の増加傾向の中

で、UJC は同国の日本語教育の発展に重要な役割を果たしてきたといえる。その一つの貢献と

して教師間のネットワークの構築、教師用の教材の作成を行ってきたことが挙げられる。 
また、日本語学習者数の増加にはさまざまな要因があるが、UJC の日本語コースは、国内の

日本語講座のモデル講座的な役割を果たしており、目標とされる上級コースを持つ唯一の機関

でもあることから、学習者増加のために大きな役割を果たしていると考えられる。 
 
図表 4-2：日本語学習者の推移 
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（相互理解促進事業） 
相互理解促進事業には延べ 1 万人以上が参加しているが、どの参加者からも「日本について、

もっと知りたい」との声が非常に強い。本事業は、単に「ウ」国の人々に対して日本の伝統文化を

紹介するにとどまらず、UJC フォーラム始め、多角的に日本に関する情報発信をしていることか

ら、今日の日本の姿を知ってもらうことに貢献している。「ウ」国における UJC の認知度は高まっ

てきており、来訪者の日本に対する理解や関心は高まりつつある。 
 
4-1-5 自立発展性 

本プロジェクトの自立発展性については、組織面、技術面、財政面の３つの側面に分けて見る

ことができる。 
（組織面での自立発展性） 

 UJC は NPO 法人格を取得し、公的機関として政府に認定されており、対外経済関係･貿易･

投資省による直接指名にてウズベキスタン側所長とアカウンタントの 2 名がカウンターパートと

して配置されている。また JICA による経費負担ではあるが、各研修コース講師の現地化も進

んでいる（日本人講師：現地講師＝１：１）。UJC では、ビジネスコース、日本語コースおよびコ

ンピュータコースが人材育成を目的とした研修コースとして定期的に実施・運営されており、組

織的な基礎は確立されているといえる。 

 

（技術面での自立発展性） 
技術面での自立発展性に関しては２つのレベルがあり、１つは講師レベル、もう１つはスタッフ

レベルがあり、相対的に見て、講師レベルの自立発展性については、ビジネスコース、日本語コ

ースともに順調に高まりつつあるといえる。ビジネス及び日本語コースの「ウ」国現地人講師（ビジ

ネスコースに関しては数が限られている）は、日本人専門家/講師から知識や技術・技能を習得し、

自分の講義に活かしている。特に日本語講師については、日本語の教授法技術も高まりつつあ

るなど自立発展性は高い。 
現地スタッフについては、UJC での OJT 研修、さらには本邦での集中研修を通して技術移転

が進んだ結果、日本語コース担当者についてはコース運営・実施に係る能力や知識を蓄積しつ

つある。一方、ビジネスコースについても、現地スタッフ 3 名のうち、1 名が本邦研修を受けている。

しかしながら、センター運営上のより多くの責任を現地スタッフに委譲して行くにあたっては、さら

に各スタッフが業務遂行能力を向上させていく必要がある。 
 

（財務面での自立発展性） 
財務面での自立発展性に関しては、センターの現在の収入レベルは運営管理コストをカバー

するためには甚だ不十分である。なお、その収入源の殆どはコース料金であるが、センター会員

費やインターネット使用料も含まれる。 
日本人専門家と「ウ」国政府の人件費負担による財務担当マネージャーのコストを差し引いた

同センター運営支出に対して、費用回収率（コスト・リカバリー）は 6～12％で変動していることが
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財務データの分析から確認される（平均 9%）。費用回収率の低さは、UJC のようなプロジェクト

に本来備わっている特徴と言えなくもない。その中でもビジネスコースの事例で見ると、主に、a)
公共サービスを提供するというセンターの役割に考慮した低廉な料金、b)（講師に占める）日本

人専門家率の高さ、の 2 つの要因が費用回収率の低さに影響を与えている。実際、受講者は

UJC が国際レベルの教育を提供している割にはその料金が非常に低廉なものであると感じてい

る。 
UJC 全体のコスト削減のためには、講師とマネージャーの現地化は一つの解決策になり得る。

しかし、こうした現地化は各コースの質と評判を落とさないよう、慎重に考慮されるべきである。ビ

ジネスコースの場合、上記の技術面での自立発展性の項で見たように、現地講師は一定レベル

の能力の高さを所有しているものの、受講者からは、講師の現地化をこれ以上進めるのではなく、

現在の日本人と現地人講師の１：１の比率を支持している。これには「日本の経験及び日本の最

新ビジネス事情について、日本人講師から自らの体験等に基づいて具体的に聞きたい」との理

由が大きい。外国に留学できない殆どの若いビジネス人材や起業家にとって、UJCのビジネスコ

ースは、「日本型経営」を中心としたビジネスの国際標準的な知識を身につける貴重な機会であ

ることなどから、少なくとも短期的には、講師の現地化等による費用回収率向上については慎重

に検討されるべきである。 
結論として、日本人専門家の適切な指導・監督のもと、近い将来、UJC 現地スタッフが技術的

に運営上の能力を向上していくことは可能であろう。一方、財政的な自立発展性は長期的な課

題である。コースの質及びセンターの評判を落とすことなく、授業料の増大、コース講師やマネー

ジャーの現地化による収益性向上、ひいては財政的な自立発展性を図れるかどうかは、将来の

組織運営とともに長期的なビジョンのもとに、慎重に議論されるべき戦略的な問題である。 
 
4-2 結論 

本プロジェクトは「ウ」国の政策とニーズに合致している。また、調査結果からは、ビジネスコー

ス、日本語コースともに受講者の知識及び技能の向上に貢献していること、両コースや相互理解

促進事業に参加した人たちの満足度が高いことなどが確認され、UJC の活動は効率的、効果的

に実施されてきているとの評価に至った。 
インパクトの一例としては、ビジネスコースの修了生が職場においてリーダー的存在になったこ

とや実際に起業したことなどが挙げられる。こうしたことは、ある一定のレベルにおいて、市場経

済化に資する人材育成にプロジェクトが貢献してきたことを示している。また、日本語コース、相

互理解促進事業においては、「ウ」国国民の日本への関心を高めただけでなく、「ウ」国と日本の

両国民がそれぞれの文化や社会を知り、理解するようになるための役割を果たしてきている。な

お、UJC への訪問者は継続的に増加しており、2005 年 6 月時点では累計で 12 万人を超えて

いる。 
自立発展性に関しては、コース運営の技術面においては一定程度のレベルに達しているとみ

られる。しかしながら、将来的に自立的な運営を確実にするためには、日本人専門家からの継続

的な指導と戦略的な人材育成計画に基づくスタッフ等の能力開発が不可欠である。一方、財政
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面においては、ビジネスコースや日本語コースからの収入はあるものの、運営・活動経費のほと

んどが日本側の支出によるものであることから、現時点では自立できるレベルには遠い。これに

ついては、どの程度までの「自立」を求めていくのか、UJC の将来ビジョンを考慮したうえで、さら

に検討を重ねる必要がある。 
以上のことから、プロジェクト目標は相当程度に達成されたと結論付けることができる。しかしな

がら、上位目標に照らすと、インパクトをさらに拡大していく必要があり、また自立発展性の観点

からも、引き続き日本の協力によりプロジェクト（第２フェーズ）を実施していくことが必要であると

判断される。 
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第 5 章 ビジネスコースにかかる評価 
 
 本プロジェクトにおいてはビジネスコースに係る投入が他の分野（日本語コース、相互理解促

進事業）に比べはるかに大きい。このため、前章でビジネスコースの全般的な評価結果を記載し

たものの、さらにその詳細内容を本章に別途、記述することとする。 
 
5-1 調査内容 
ビジネスコースの調査内容は以下のように整理できる。 

 ビジネスコースにおける評価5項目（阻害・貢献要因を含む）に関するデータ収集及び分析 
 UJCの優位性及び特色を洗い出すための、他ドナー、大学、民間ビジネススクール等が実

施しているビジネスコースへのヒアリング（競争分析） 
 UJCビジネスコースに対する現地ニーズや期待等の把握（需要分析） 
 第2フェーズにおけるＵＪＣのビジネスコースの方向性を関係者と協議・検討（戦略計画・行動

計画） 
 

本評価では、これまで実施されてきたビジネスコースの評価結果をとりまとめるとともに、その結果

に基づいた今後のビジネスコース分野での活動の方向性（案）の提言を行った(下図5-1参照)。 
 

図表5-1：終了時評価におけるビジネスコース評価と提言の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
なお、「第 2 フェーズにおける UJC のビジネスコース案」については、UJC マネジメントの詳細

な行動計画立案の参考となるような、戦略的観点からの提言を行う。すなわち、前掲図の中で、

「フェーズ 2 におけるビジネスコース計画」（コースのカリキュラム）よりも、UJC のビジネス支援サ

ービス戦略」（中期的方向性）に重点を置いて提言する。 
 
5-2  調査手法 

本調査では、まず、既存のプロジェクト関連資料、他ドナーの「ウ」国での同分野・類似プロジ

ェクトに関する文書、関連する政策に関わる研究者や他ドナーの報告書などの二次資料を基に、

現地調査の前に 5 項目評価の予備的分析を行った。タシケントとブハラにおける計 11 日間の現

評価結果 

フェー ズ２に

おけるビジネ

スコース計画

（案）

評価 5 項目の分析 

競争分析 

需要分析 

UJC のビジネ

ス支援サービス

戦略 

JC 戦略会議方針 

市場でのテストと修正 
（フィードバック） 
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地調査では、ステークホルダーに対する面談調査を行い、予備的分析を検証・修正すると共に、

阻害要因・貢献要因の検討、需要・競争分析を行った。また、コース実績やコスト・リカバリー分析

のための会計資料については、最新データの取り纏めにおいて UJC ビジネスコース専門家と調

整員の協力を得た。 
本調査が、いくつかのデータ及び方法論上の限界も包含していることは、留意する必要がある。

第一に、時間的制約のために、面談調査で得られた情報に関する二次資料による確認などには、

限界があった。特に、ブハラへは日帰りで現地商工会のアレンジによる企業訪問を行ったのみで

あり、現地コンサルタントによる事前の需要調査も実態調査としては十分ではなく、ブハラでのビ

ジネス研修展開のための情報は未だ予備的なものに過ぎないことに注意が必要である。また、夏

休み期間のため、経済・経営学系の大学関係者とは面談出来なかった。 
第二に、PDM における上位目標・プロジェクト目標の設定レベルが高すぎることである。 
第三に、PDM においてインパクト指標が明確に設定されておらず、ベースライン調査も行わ

れていない。この点は、インパクト発現のロジックモデルにおける最終インパクト（例えば受講者の

企業のパフォーマンスの向上）に関する近似値を、いくつかの事例において確認するに留まって

いる。 
第四に、ビジネス研修に関する需要・競争分析については、情報が非常に限られている。以

前に現地コンサルタントに委託して行われた全国でのビジネス研修実態調査があるが、競合機

関が存在しないような内容であり、UJC ビジネスコース展開のための競争分析としては不十分

である。加えて、他機関による需要・競争分析の存在は確認されていない。従って、本報告書に

おける需要・競争分析は、限られたリソース・パーソンとの面談を通じて得られた情報と、過去の

報告書からの断片的情報に基づいた予備的なものであり精緻なものではない。需要・競争分析

は、必ずしも多大な費用と時間をかけて精緻に行う必要はないが、図表 5-1に記したように、その

結果は、実際のビジネスコース運営において、市場との相互作用を通じて継続的に確認・修正さ

れていく必要がある。 
第五に、入り口の情報（応募者・受講者のプロフィール）と出口の情報（修了者の追跡と労働市

場一般の情報）が不足しており、受益者のターゲティング、労働市場との有効な連携という、ビジ

ネス研修プロジェクトに不可欠な考慮が欠落している。これは、第2フェーズに向けての課題であ

る。 
 
5-3  ビジネスコースの実績 
5-3-1 インプット 

下掲の図表 5-2 の通り、2005 年 3 月末までに、ビジネスコースには 2 代に渡る長期専門家（ビ

ジネスコース・マネージャー）を含む延べ 47 人の日本人講師と、延べ 43 人の現地講師が投入さ

れている。その他にも、プロジェクト開始時及び途中での教室数拡張時に、教室などの改装費と

コンピューターなどの機材が提供され、運営期間全体に渡ってセンタースタッフ 2-3 名が配置さ

れている。 
資金の投入額で見ると、2005 年 6 月現在、総額 184,038US ドルが JICA 現地業務費から支
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出されている（UJC 全体では 1,146,369US ドル支出）が、これは日本人専門家派遣費用、無償

資金協力による施設と機材の整備費、及び現地受講料などの収入からの一部支出を除いた

UJC のプロジェクト運営費に相当する。なお、C/P である対外経済関係・投資・貿易省7は、第 1
フェーズの実施協議時に UJC の賃貸・管理費である「共益費」を負担することになっていたが、

現状では日本側が支出しており、JICA 現地業務費支出の約 3 分の 1 を占める大きな負担とな

っている。 
 
図表 5-2：実施済みコース年度別・講師数 

                  （2005 年 3 月 31 日現在延べ人数） 
実施会計年度 日本人講師数計8 現地講師数計9 

2000 年度 1 0 
2001 年度 4 6 
2002 年度 19 10 
2003 年度 11 18 
2004 年度 12 9 

総計 47 43 
出所）ビジネスコース資料を基に作成 
 
5-3-2 アウトプット 
PDM において、ビジネスコースに関するアウトプットは、次のように記されている。 
 
Output 2: Business courses will be continuously offered to provide practical knowledge 

and skills pertinent to the market economy.  The implementation of the courses 
will be gradually localized.  

 
ビジネスコースが始まって 4 年間、UJC は求められるアウトプットを成功裏に産出してきた。な

お、「コース実施の現地化」については、日本センターの戦略的課題でもあることから、5 項目評

価の段で検討する。 
以下、コースのタイプ、コース数、コース内容、受講者動向の 4 つの指標から、ビジネスコース

の達成度を見る。 

                                                   
7 2005 年 7 月 21 日付大統領令により、対外経済関係庁が改組され、対外経済関係・投資・貿易省として発足した。大臣に

はアジモフ第一副首相兼経済相が任命された。7 月 25 日付大統領令により、アジモフ新大臣は第一副首相兼経済相を解か

れ、新経済相のポストは 26 日付でヴャチェスラヴ・ゴルィシェフ大統領第一政府顧問（経済問題担当）が副首相兼任で任

命された。（JETRO 通商弘報 No.33601） 
8 コース毎に講師数を数えているので、同一講師が同一年度に複数回派遣されている場合、重複して講師数にカウントされ

ている。二代に渡るビジネスコース・マネージャーの派遣は、基本的にコースを持っていないので、それぞれ年 1 回の投入

と数えた。 
9 昼間部と夜間部で同じ講師という想定だが、実際は違う場合もあり、さらに PMP 以外でも現地講師が参加している場合が

あるので、ここに表わされた現地講師数は最小の見積もりである。 
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1) コースのタイプ:同センターでは、ビジネスコース受講者のレベルや人数に応じて、４種

類のコースが設定された。 
 
図表 5-3：日本センターのビジネスコース（2005 年 5 月現在） 

コース名 内容 修了者 

A コース注１ 

（PMP） 

・ MBA タイプの 5 ヶ月間（20 週間）集中講座 
・ 大卒、ビジネス経験 3～5 年以上 
・ 企業の中間管理者、起業家育成目標 
・ 昼間コースは“A-1”、夜間コースは“A-2” 

274 名 

B コース 
・ 1～3 週間の問題解決型アドバンストコース 
・ ニーズの高い科目、A コースでカバー出来なかった科目 

143＋α 名注２ 

C コース 
・ トップマネージメント、行政官、政策立案者等対象 
・ 日本のトップ･エグゼクティブ、著名人等による最新経営課題の

講義 
827＋α 名注２ 

地方コース 

・ ”Remote”あるいは R コースという地方でのパイロットセミナー 
・ A コースから C コースまでの内容を選択 
・ 地域のニーズにあったコースに修正し、地方都市にて展開 
・ うち 1 回は、地方の銀行向け人材研修として開催された 

182＋α 名注２ 

合計  1426＋α 名 

注１）Professional Management Program と呼ばれる。 
2001 年 9 月より開始、現在第 6 期講座開催中。 

注２）一部「＋α」とあるのは、初期のデータが不明のため。 
出所）ビジネスコース・マネージャーのプレゼンテーション資料を基に作成 
 
 

2) コース数:PMP(A-1 及び A-2 とも)は 6 ラウンド実施（2005 年 8 月現在 PMP6 実施中）。

B コースは 7 回、C コースは 10 回、R コースは 3 回の実施。 
 
図表 5-4：開催実績 

A コース ・ PMP-1～PMP-5 
・ PMP-6 

5 回完了 
第 6 回実施中 

274 名 

B コース ・ マーケティング戦略 
・ プロジェクト・マネージメント 
・ 経営者研究   他 

 
7 回実施 

143 名 
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C コース ・ 日本の製造における戦略 
・ マレーシアの発展に対する貢献 
・ 経営者研究   他 

 
10 回実施 

827 名 

R コース ・ 組織と人材 
・ マレーシア発展に対する貢献   他

3 回実施 182 名 

計   1426 名 
出所）ビジネスコース・マネージャーのプレゼンテーション資料 
 
 

3) コース内容:PMP や B コースでは合計 17 科目（導入の講義を除く）に及ぶ MBA タイ

プのカリキュラムが組まれるなど（図表 5-5 を参照）、同センターのビジネスコースは、

市場経済化の過程で要求される実践的な知識や技能を提供している。PMP での人

気科目には、戦略経営、ビジネスプラン、商法、日本的経営と哲学、人材管理、会計

学と財務管理、マーケティングと市場調査、などがある。C コースは、松下式経営のケ

ーススタディ（経営者研究）やマレーシアにおける日本の生産的投資など、非常に実

践的に日本的経営を紹介している。なお、コースの科目や内容は、コース毎の評価、

受講者による講師評価、ニーズ調査実施などによって、継続的に調整されている。そ

の結果、以下のような調整が行われた。 
1. 夜間にしか来られない社会人の需要に応えるため、以前は時間数も日本人

講師の投入も少なかった夜間の A-2 を昼間の A-1 同様にアップグレード 
2. 働きながらでも受講が可能なように、全日制の A-1 を午後のみに 
3. 利潤分析のクラスを会計学と財務管理の二つのクラスに分割 
4. PMP 開講前の任意参加の準備コースとして、IT スキル（パソコン基本操作）

とプレゼンテーション・スキルを追加 
 

4) アウトリーチ:PMP コース全体で 274 人の修了者、また B、C 及び R コース出席者は

1,152 名（累計数）にものぼっており、修了証を得なかった受講者まで含めると、総計

で 1,426 人の裨益者がいる（ANNEX3.5 参照）。地理的には、当初は首都でセンタ

ーのあるタシケントを中心に実施したが、プロジェクト後半、ブハラ、ナボイ、アンディ

ジャンなどへの地方展開も試験的に行った。 
 
図表 5-5：PMP6 の構成 

Pre-Class Courses 
P-1 Basic Accounting 
P-2 IT Skills 
P-3 Presentation Skills (including business manner) 
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PMP Courses 
4 Introduction (entrance ceremony & lecture) 
5. Business Management (2 weeks) 
6 Managerial economics (1 week) 
7 Japanese management philosophy (1 week-Japanese lecturer) 
2-day introduction to 18 Business Plan 
8 Trade Business & Government Roll (3 days) 
9 Marketing & Market Research (3 weeks-Japanese lecturer) 
10 Counseling (1 week-Japanese) 
11 Entrepreneurship and SME (1 week) 
12 Accounting (2 week) 
13 Financial management (1 week-Japanese) 
14 Production management (1 week-Japanese) 
15 Organization & Human Resources Management (2 week-Japanese) 
16 Counseling (1 week-Japanese) 
17 Business & Trade Law (1 week) 
18 Business Planning (4 weeks) 

出所）ビジネスコース・マネージャー作成資料 
 
図表 5-6：コース・期間ごとの受講者数（2005 年 3 月 3 日現在） 

Course Name Total
First Period (Oct.2001-Jul.2003) Second Period (Sep.2003-present)

PMP 1st 2nd 3rd 4th 5th 6th (on-going)
Oct.2001- Mar.2002May.2002-Nov.2002 Jan.2003-Jun.2003 Sep.2003-Feb.2004 Aug.2004-Jan.2005 May 2005-Oct.2005

1* A-1 21 22 18 17 19 21 118
Nov.2001-Mar.2002Jun.2002-Nov.2002 Jan.2003-Jul.2003 Sep.2003-Feb.2004 Aug.2004-Jan.2005

A-2 23 22 26 29 26 30 156

Sub-total 44 44 44 46 45 51 274

2* B Course (5 times) 129 (once) 14 (more planned) 143

3 C Course (5 times) 377 (5 times) 450 (more planned) 827

4 R Course (none) 0 (3 times) 182 182

Sut-total (10 times) 506 (8 times) 646 1,152

Total 638 788 1,426

Number by Period

 
出所）ビジネスコース・マネージャー資料より作成 
 
5-4  評価5項目の観点からの評価 
5-4-1 妥当性 

まず、最初に、PDM に記された「ビジネスコース」に関連する目標を検討する。UJC のプロジ

ェクト目標は、「UJC が『ウ』国の市場経済化に資する人材の育成において重要な役割を果た
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す」であり、その上位目標は「『ウ』国の市場経済化が進展する」である10。後者については目標が

高く抽象的で、指標も示されておらず、外部条件としても政治的安定が上げられているのみでプ

ロジェクト目標との因果関係が明確でない。また、もともと効果を測りにくい表現のプロジェクト目

標を、PDM 通り受講申込者の数、受講者による評価、実業界での評判などの指標のみから検

証することも十分とは言えない。よって、本評価では、主に「市場経済システムに対応する優れた

経営管理知識・技能を備えた人材の育成」の観点から評価・分析を行う。 
 
設問１：「プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が受益者のニーズに合

致しているか」 
 

日本センター事業が実施されている中央アジア 3 カ国（キルギス、カザフスタン、ウズベキスタ

ン）の中で、「ウ」国は最も改革の進展が遅い（図表 5-7 参照）。また、今回の面談調査を通じて一

貫して見られた認識は、独立後 1990 年代中期までは比較的自由に民間企業が活動していたが、

1990 年代末から政府の規制が強まり、民間企業が数多く廃業するなどビジネス環境は悪化して

きているということである。これらの傾向は、1996 年の綿花の不作と国際価格の低下を契機とす

る経済悪化、国際収支の赤字、インフレ加速に対応した貿易と外貨管理に対する規制強化に始

まるとされているが11、現地進出企業の実感でも、1998 年ぐらいまではまだ「ウ」国経済の先行き

に対する楽観的な見方が存在していた。 
 
図表 5-7：中央アジア 3 カ国の経済自由度・改革進展度・移行度比較 

 経済自由度 改革進展度 移行順位 
 ヘリテージ財団 

03 04 
156 か国中 155 か国中

EBRD 
02 03 

5 点満点 

インテリジェンス・ユニット12 
移行国 27 か国中 
～00   01～05 

ウズベキスタン 149    149 2.2    2.2 26    27 
カザフスタン 119    131 3.65   3.65 13    11 

キルギス 104    － 4.03   4.03 22    22 
出所）UJC ビジネスコース関専門家提供資料 
 

しかし、上記のようなマクロレベルでの厳しい状況にもかかわらず、ミクロレベルではビジネスに

関する知識・技能ニーズが高まっている。受講者のニーズを見ると、国際水準の経営管理知識・

技能を総合的に学べる場所が「ウ」国内に無く、むしろ（少なくとも経済・経営系の）大学教育の質

の低下が言われる中、留学のチャンスがめぐってこない者にとっては、UJC ビジネスコースは類

                                                   
10 プロジェクト目標、上位目標それぞれ、相互理解にかかるもう一つの目標があるが、ここでは検討しない。 
11 以下の文献を参照。国際金融情報センター（2000）「第 3 章 体制移行国における漸進主義改革 「ウ」国の経済改革－

“漸進主義”の評価－」、『不安定な政治と混乱する経済』。海外コンサルティング企業協会（2003）「中央アジア総合開発調

査（ウズベキスタン・タジキスタン）」、平成 14 年度地域総合開発技術支援調査事業。 
12 Economist Intelligence Unit (EIU)のこと。 
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稀な機会となっている（大学による経営学教育の検討は、設問 4 及び需要・競争分析で後述）。

また、社会主義の残存する社会で、マーケティングや人材管理などの概念が欠落しており、UJC
のビジネスコースは多くの受講生にとって新しい国際水準の考え方への窓でさえある。彼らは

UJC のビジネスコース受講を通じて、文字通り、市場経済システムの考え方を身に付けているの

である（受益者セグメントによる需要の詳細な検討は、需要・競争分析で後述）。従って、プロジェ

クトの目指している効果が受益者のニーズに合致していたと言える。 
  また、設問 3 に見るように、プロジェクトの目指している効果は、「ウ」国の政策面でのニーズと

もおおよそ合致していた。 
 
設問 2：「問題や課題の解決策として適切か」 
 

UJC に限らず、日本センターの「ビジネスコース」は、市場経済化の達成手段というよりも、そ

の効果発現のために市場経済化の進展を必要としているとも言える側面がある。ソ連型の経済

システムが残存する中では、資源の調達から販売に至るまで自由度が少なく、民間企業の経営

ノウハウを生かす余地が限られているからである。 
したがって、「ビジネスコース」は「市場経済化を進めるための課題」に対する直接的解決策で

はないが、市場経済化が進む中で発生してくる、民間人材育成の課題に対する解決策として考

えることができる。すなわち、市場経済という新しい競争のルールの下で、企業経営・管理を行っ

ていくためのノウハウが不足するというのが、移行経済国におけるシナリオであるが、そもそも市

場経済化の「漸進主義」をとっている「ウ」国では、これが当てはまるとは言えない面もあろう。 
 

しかし、上記のように、社会主義的思考の色濃く残存する「ウ」国においては、市場経済システ

ムの考え方を理解する人材が増えることは、間接的ではあるが二重の意味で重要である。一つ

は、いざ市場経済化の大幅な推進という政治的決断がなされた場合、競争的環境でビジネスを

運営できる人材が一定程度存在することは移行を円滑に促進することである。二つ目に、市場主

義的思考を出来る人材の数が増えること自体が、市場経済化への移行を進めていくための勢力

となることである。 
 
設問 3：「相手国と日本側の政策13との整合性はあるか」 
 

市場経済システムに対応する人材育成という日本センターの目的に係る、「ウ」国と日本側の

政策の整合性は、二国間政策協議などを通じて概ね担保されてきた。UJC プロジェクトに先立

つ 1998 年 11 月の「無償資金協力、技術協力および開発協力に関する政策協議」、2000 年 11
月の「経済協力総合調査団派遣」及びその後の一連の二国間政策協議は、「ウ」国の優先分野

のひとつとして人材育成を通じた経済開発に注力することを合意している。少なくともその方向性

                                                   
13 政策の整合性についての議論は、平成 16 年度外務省第三者評価「ウズベキスタン・カザフスタン」の分析を下敷きに、

今回調査からの観点を付け加えた。 
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については、大統領教書や閣議決定などを通じて示される国家年次計画から見ることが出来る

が、そこでは一貫して市場経済化の促進と中小企業・民間セクター振興が謳われている。 
これに対し、日本側の政策としては、ODA 政策である「（旧）ODA 大綱（1992 年 6 月閣議決

定）」と「（旧）ODA 中期政策（1999 年 8 月閣議決定）」、そして対中欧アジア地域外交政策であ

る「シルクロード地域外交（1997 年 7 月橋本総理（当時）提唱）」がある。ODA 政策では一貫して

国内の諸制度の整備と広範な人づくり、民主化と市場指向型経済導入の支援が挙げられており、

特に「（旧）ODA 中期政策」の中央アジア・コーカサス地域該当部分では、民主化・市場経済化

のために必要とされる人材の育成と制度作りが挙げられている。「シルクロード地域外交」の中の

経済協力に関する方針は、「（旧）ODA 中期政策」に反映されている。これらは、最近の「（新）」

ODA大綱（2003年8月29日閣議決定）」、及び「（新）ODA中期政策（2005年2月閣議決定）」

でも変わっておらず、両国の政策の整合性は確保されている。 
さらに 2004 年 7 月に行われた現地 ODA タスクフォースの政策協議により、日本側は以下を

重点分野としており14、UJC は(ｲ)に該当する。 
(ｲ) 経済・産業振興のための人材育成及び制度構築への支援（金融・銀行システム改善、貿

易、中小企業振興、司法（民商法）改革） 
(ﾛ) 地方振興（農業・農村開発、教育、保健医療） 
(ﾊ) 経済インフラの更新・整備（運輸、エネルギー） 

 
設問 4：「プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か」 
 

日本センターのビジネスコースのようなプロジェクトの設計・運営に当たっては、数多くの戦略

上の判断が求められる。以下、(1)全体戦略、(2)大学教育との棲み分けと学位、(3)TOT による

教育・研修人材育成、(4)C/P の選択、(5)若手のビジネス人材や起業希望者を対象としたこと、

(6)理論ではなく実用性を重視したこと、(7)｢日本の経験｣を前面に打ち出したこと、(8)日本人と

現地人講師の割合を約半分にして常駐の日本人ビジネスコース・マネージャーを置いたこと、(9)
フィーレベルを低廉にしたこと、(10)長期の PMP コースを核に据えたこと、の順に述べる。 
 
(1) 全体戦略 

実際には「ウ」国の市場経済化は遅々として進んでいないことは前述の通りであるが、「ウ」国

側が公式の政策として市場経済化の促進という方針を据えていない訳ではない。また、市場経

済化をより強硬に主張する IMF を始めとする他ドナーのアプローチも、「ウ」国の「漸進主義」と

対立こそすれ、それを変更することに決して成功してはいない。従って、大局的に見て、UJC に

よるビジネス人材育成を通じた市場経済化支援は、現在の「ウ」国に対して取り得る数少ない有

効な戦略であると考えられる。 
これを踏まえたうえで次に問うべきは、大学などの高等教育機関や社会人（特に企業経営・管

                                                   
14 外務省 ODA ホームページ、国別データブック(ウズベキスタン)。 
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理者およびその予備軍）に対する研修やコンサルティングサービスは、「民間人材の経営ノウハ

ウ不足」という課題に対する有効な解決策となっていないのかということである。事前調査の段階

では、いくつかのドナーのプロジェクトと「ビジネススクール」と呼ばれる高等教育機関について評

価がなされており、その中でドナーの支援を受けた大学や研修プログラムが、十分な効果を上げ

ていないことが指摘された。中間評価の時点になって、これら「ビジネススクール」が伸びていな

いことが報告されている。今回の調査でも、「ウ」国内では国際水準と認められるビジネススクール

はまだ存在しないことが確認された。一方、社会人（企業経営・管理者およびその予備軍）に対

する研修やコンサルティングサービスは、民間ベースの市場としては発達しておらず、主要ドナ

ーのプロジェクトに依存している。UJC は基礎的経営学教育が行なわれていない中で、大学に

代わってこれに対応したと評価できる（詳細は、「5-5 競争分析」を参照。）。 
高等教育及び社会人に対するビジネス研修やコンサルティングサービスのこうした現状を踏ま

えると、「民間人材の経営ノウハウ不足」という課題に対するアプローチとしては、①国の教育シス

テム改革を通じた実務的問題解決能力の育成、②既存のビジネス研修・コンサルティング機関

の強化、③既存の機関を利用しない TOT（training of trainers）、④既存の機関を利用しない

民間ビジネス人材に対する直接サービス提供、の 4 つの選択肢がある（これらは相互排他的で

はなく、同時に実施しうる）。 
UJC は④既存の機関を利用しない直接サービス提供であり、課題に対する一つの適切なア

プローチであると言える15。なお、①は対応するとすれば別個の教育改革支援プログラムであり、

②・③は UJC の射程範囲にも入ってくる。現状で②の戦略を取っていないことは、「ウ」国の大学

教育の現状からして妥当な面がある。「5-5 競争分析」に記すように、ドナーや海外の大学による

ウ国の経営学教育支援は、成功しているとはいえない状況だからである。但し、これも「5-5 競争

分析」に記すように、民間コンサルティング業・講師業はドナー資金に大きく依存しながらもそれ

なりに育ってきており、これらを組織として支援したり（上記戦略②）、コンサルタント・講師個人と

して能力向上を図ったり（上記戦略③）するのは、今後考えうる選択肢である。 
  上記を踏まえ、ODA としての性格にも鑑みると（設問 5 を参照）、基本的に UJC のビジネスコ

ースの取るべき戦略オプションは、ア）ビジネス研修市場が未成熟な段階でのモデル提示・市場

円滑化、イ）TOT（training of trainers）による教育・研修人材育成、ウ）日本の強みを生かした

他と競合しない戦略（例えば日本独自の経験の伝達）の 3 つに大別される。大学、民間研修機

関・講師・コンサルタント、他ドナーの類似プロジェクトなどを含む、「ビジネス研修市場」との関係

性が、ここでの戦略オプションであり、ODA 事業であるので、相手に勝てばよいという純粋に民

間企業の戦略ではなく、「ビジネス研修市場」全体の発展を通じた効果の発現を想定している。

また、単に他の類似機関・事業と競合しなければ良いというものではない点に注意が必要であ

る。 
UJC の場合、しばしば競争相手のいない唯一の存在であるという言い方がなされる。実際に

競争相手が無いわけではないが（「5-5 競争分析」を参照）、大学も含めてビジネス研修市場が

                                                   
15 実際の運営に当たっては④以外の部分も垣間見られるが、設問への答えとしては現状では主として④と考えられる。第

二フェーズからは、明示的にそれ以外の解決策との比較検討を行うのも有益であろう。 

28



 

未成熟なのは明らかであり、国際水準の経営学教育と透明性の高い運営でモデルを提示したと

いう点で、明確に「戦略ア）ビジネス研修市場が未成熟な段階でのモデル提示・市場円滑化」の

路線である。しかし、他機関との連携が少なく、ビジネス研修市場へのインパクト（市場円滑化）は

今後の課題である。 
他方、「戦略イ）TOT（training of trainers）による教育・研修人材育成」については、以下に

見るように検討の余地がある。また、「戦略ウ）日本の強みを生かした他と競合しない戦略（例え

ば日本独自の経験の伝達）」については、日本的経営を PMP の一部及び C コースとして導入し

ているものの、ビジネス研修市場全体が未成熟な段階では、現状のように一定の要素を盛り込む

程度にとどめるのは妥当な選択であると考えられる。 
 
(2) 大学教育との棲み分けと学位 

次に、大学教育と UJC プロジェクトとの関係を考える。上述のとおり、事前調査の段階から

「ウ」国内の「ビジネススクール」の問題は認識されていたが、同国の市場経済化同様、今日まで

これほど停滞するとも考えられていなかった。今回の調査からは、「5-5 競争分析」に見るように、

国際水準のビジネススクールが未だ確立されていないことが確認されており、UJC の PMP は国

際水準の MBA 教育不在の間隙を埋めている状態である。 
なお、学位ではなく certificate を出すことの是非について、「ウ」国実業界において必ずしも

UJC の名前が認知されているわけではないが、「多数の外国人講師を抱える国際水準のビジネ

スコース」というのは企業にとって魅力的であるようで、その意味で UJC の PMP 修了の

certificate は評価されている。但し、2 週間コースの場合に certificate がどう評価されるかにつ

いては、最近 2 週間コースが行われていなかったため、不明である。 
 
(3) TOT による教育・研修人材育成 

UJC ビジネスコースでは、あえて JICA のプロジェクトの特徴である（特に政府に対する）TOT
を目指さず、民間人に対する直接の能力強化を図ってきた。また、特定の大学ともつながりを持

たない「ウ」国政府と協同の NPO を設立し、ドナーや海外大学による「ウ」国のビジネススクール

への協力が満足な成果を上げられない中にあって、UJC 自身による質の高い教育の提供に専

念してきた。現状において行われている TOT は、通訳として雇った優秀な若手を講師に昇格さ

せた若干の例において、日本人講師の授業のアシスタントをさせることで OJT を行ったことぐら

いである。 
この TOT の方法は、「ウ」国の現状を考えると納得のいくものではあった。さらに、大学などで

優秀な人材を育成しても、資金援助が続かなければドナーのプロジェクト・コンサルタントや通訳

など給与の良いところに流れてしまうという問題もあった16。しかし、「5-6 需要分析」に見るように

ウ国にもそれなりのコンサルティング・講師市場が存在するので、これらを対象にした TOT は、今

後 UJC のインパクトを拡大していくことを考えれば、重要な戦略的選択肢であると考えられる。 

                                                   
16 起業家についてもやはりドナープロジェクトに流れる傾向があるようである。 
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(4) C/P の選択 
C/P である対外経済関係・投資・貿易省17は、JICA と協同で NPO を設立し、事実上 JICA 側

に運営の主導権を与えている。これは、他国での日本センターで多く見られるような特定の大学

を C/P とする場合に比べて、不特定多数の大学を対象とする TOT 戦略を取ろうとする際には有

利な形態である。特に、対外経済関係・投資・貿易省を C/P としていることの最大のメリットは、政

治的サポートであろう。大統領自らが足を運び、中央アジア諸国の元首がタシケントに集まったと

きにも UJC を訪問するなど、UJC プロジェクトの政治的認知度は高い。対外経済関係・投資・貿

易省にとっても、アンディジャン事件以降欧米ドナーが支援を手控える中、継続的に支援を続け

る日本の旗艦プロジェクトとして評価が高い。 
結論として、C/P の選択と協同 NPO 法人化は妥当と言え、今後は特定の大学によらない

NPO 法人のメリットを生かして、大学のみならず「ウ」国におけるビジネス研修市場全体へのイン

パクト拡大を図ることができよう。 
 
(5) 若手ビジネス人材や起業希望者を対象としたこと 

「5-6 需要分析」に見るように、ビジネスコース受講者には、若手ビジネス人材とも言うべき、比

較的大きな企業の若手幹部・幹部候補生あるいはそれを目指している新卒・若手が多い。これ

は、必ずしも当初から意図したわけではなく、「結果として」そうなったものである。逆に、第 2 回目

の PMP では起業希望者・企業家を中心に据えようとしていたが、その継続的にそうした人材を

集められていない。これは、5 ヶ月集中コースを核に据えたことの自然な帰結でもあり、ビジネス

環境の悪さの反映でもあると考えられる（詳しくは「5-6 需要分析）を参照）。従って、UJC ビジネ

スコースでは、当初考えたような対象者の絞込みがうまくいかず、現場での微調整を通じて現在

の形に落ち着いていると考えられる。それ自体現場のマネージャーの努力によるもので、その点

は高く評価されるべきである。 
当初のターゲティングがうまくいかなかった原因を考えると、事前調査段階での需要・競争分

析の不十分さと、一定のイメージのビジネスコースに決め打ちする嫌いがあったことの 2 点が浮

かんでくる。MBA 系統の大学とドナーの関連プロジェクトを見て、需要がある・競合しないという

結論に至っているが、戦略的選択肢をくまなく検討しているとは言い難い。「5-6 需要分析」でも

論じるように、5 ヶ月の長期コースを作れば若手ビジネス人材のような層が集まりやすいのは当然

の結果であり、ターゲットが変われば求められるサービスも変わってくる。もう一度「市場」を深く検

討しなおし、若手ビジネス人材以外の層の取り込みが可能か、そのためにはどのようなサービス

が最も適しているかを慎重に検討することが必要である。 
 
(6) 理論ではなく実用性を重視したこと 

「理論ではなく実用性を重視」というのは、全ての日本センタープロジェクトで言われることでは

                                                   
17 2005 年 7 月 21 日付大統領令により、対外経済関係庁が改組され、対外経済関係・投資・貿易省として発足した。大臣に

はアジモフ第一副首相兼経済相が任命された。7 月 25 日付大統領令により、アジモフ新大臣は第一副首相兼経済相を解か

れ、新経済相のポストは 26 日付でヴャチェスラヴ・ゴルィシェフ大統領第一政府顧問（経済問題担当）が副首相兼任で任

命された。（JETRO 通商弘報 No.33601） 
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あるが、個々のセンターによってニーズの違いもある。ベトナムのようにフォローアップのコンサル

ティングが大きな柱として育っているところと比較すると、5 ヶ月の座学コースが軸の UJC では当

然理論の比重が大きくなる。受講者に若手ビジネス人材が多いこと、マーケティングや人的資源

管理などの概念が浸透していないことも、理論の講義が増えることにつながっている。 
もちろん、現場では理論一辺倒にならないよう工夫がなされている。前任のビジネスコース・マ

ネージャーの時代に多くの企業と提携関係を結び、企業見学がカリキュラムの一部として組み込

まれている。授業ではインタラクティブな演習を多くすることが求められ、一方通行の講義ばかり

の講師は厳しい評価を受ける。新しい講師が日本から来ると、ビジネスコース・マネージャーは、

できる限り現地の事情をインプットし、企業訪問に連れ出すこともある。PMP 最後の 4 週間は、そ

れまで学習した全てを生かし、自分のビジネスプラン作成に費やされる。 
UJC で特筆されるべきは、コンピューターの活用である。コンピューター室には、一人 2 台の

モニターが配置され、一方は講師の画面操作が移り、もう一方の画面で自分の作業ができるよう

になっている。また、入試を含め多くの試験もコンピューター室で行われるが、隣の人の回答を

参照できないよう、各コンピューターに問題がランダムに表示されるようにソフトウェアでコントロー

ルしている。「ウ」国ではパソコンの普及率が低いために、PMP の前にはプレ・クラスが設けられ、

初歩的会計学、プレゼンテーション・スキルと共に、コンピューター・スキルが教えられる。ビジネ

スコース・マネージャーは、いわゆる MBA プログラムの構成を日本の著名なビジネススクールの

例からよく研究し、こうしたプレ・コースの必要性を慎重に見極め、モニタリングしながら漸進的に

これらの導入を進めてきており、UJC ビジネスコースの実用性向上に大きな貢献をしている。 
 
(7) ｢日本の経験｣を前面に打ち出したこと 

UJC ビジネスコースにおいて日本の経験の移転は、PMP の中の「日本的経営」と、日本の経

営者研究と位置づけられた C コースにおいて体現されている。しかし、全体戦略の項で上述した

ように、ビジネス研修市場全体が未成熟な段階では、現状のように一定の要素を盛り込む程度に

とどめるのは妥当な選択であると考えられる。カザフスタンのように、ビジネス研修市場全体が経

済とともに拡大し、競争環境が強まる中で日本ブランドが効いてくる段階にはなっていないという

ことである。 
また、ビジネスにおいて日本を強調しても、ベトナムやカザフスタンと異なり、日系企業が撤退

傾向にある点が難しい。日系企業も 1990 年代末までは将来を期待して進出する機運であった

が、一向に改善しないばかりか悪化している投資環境を懸念し、同じ旧ソ連圏でも東欧諸国やカ

ザフスタンなど経済の伸びているところに市場を求めていく方向にある。こうした環境は短期的に

はドナー機関にも如何ともしがたいものであり、日系企業の数が限られ、日系企業とのビジネス・

マッチング的展開が無い中で、日本の経営手法を前面に押し立てていくのも限界があるだろう。 
他にも、透明性が高く厳格でフェアなコース運営も、日本的経営の実践として UJC のブラン

ド・イメージ確立に貢献している。この点は、コネクションが重要な意味合いを持つような環境にあ

って、非常に高く評価されている点であり、今後とも透明性と厳格性を保持することにより、国際

的教育水準と相まって、UJC ブランドは一層高められるであろう。 
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(8) 日本人と現地人講師の割合を約半分ずつにし、常駐の日本人ビジネスコース・マネージャ

ーを置いたこと 
UJC ビジネスコースでは、図表 5-2、5-6 のように、講師数及び講義数の両面で、日本人講師

と現地人講師の投入をほぼ半分ずつに保ってきた。コース分担の中には、商法や政府とビジネ

スの関係など、現地事情を熟知した現地人講師が担当するもの、日本的経営哲学など日本人で

ないと教えがたいものなど、明確に比較優位に基づく役割分担がある。 
この 50：50 の割合は、外国人講師の存在＝国際水準の教育、という現在の経営学を巡る「ウ」

国の現状では、UJC ビジネスコースの大きな優位点と見られている。但し、受講生に「日本人講

師の割合を減らして現地人講師の比率を上げるとすればどう思うか」と聞いてみたところ、日本人

の比率を維持すべきという意見だけでなく、徐々に現地人講師を増やすべきだとの意見もあった。

「ウ」国民のプライドの問題もあるとは思われるが、将来的には日本人講師が減少しても日本の看

板を掲げたビジネス研修コースを運営していくことは不可能なことではないだろう。ただ、「5-5 競

争分析」に述べるように、外国人講師のいなくなったビジネススクールの教育水準と経営を維持

することの難しさは、「ウ」国における先行事例が語っている。 
 
(9) フィーレベルを低廉にしたこと 

ビジネス関連のトレーニング・プロジェクトにおいては、参加料を徴収することは、受講者のモ

チベーションを高め、より真剣な受講者を選抜するスクリーニングの役割を果たすことが知られて

いる。また、市場においては、金額レベルは品質と相関すると捉えられるので、品質に比べて金

額が低廉すぎる場合には、品質のイメージが誤解されるか、お買い得サービスとして応募者が増

えるかの事態となることが考えられる。UJC の場合には、同じ企業から何名も幹部を送り込んでく

る事例が多いことは、講義の有用性とともにこの｢お買い得感｣も貢献しているものと推察される。

しかし、一旦有用性が認識されれば、テーマ・品質・料金・期間において直接の競合相手がない

限り、料金を引き上げても顧客はついてくるはずである。 
UJC の 5 ヶ月集中コースが 250 米ドルというのは、市場の実勢からして相当に割安感がある。

例えば、学部レベルではあるが唯一国際的水準の経営学教育を行っていると見られているウエ

ストミンスター国際大学の授業料は、年間 4,800 ドルである。さらに、現在は UJC ビジネスコース

に通うのは、留学できない優秀な若者であることを考えると、例えば米国・英国に留学する場合

に、年間 2 万ドルの授業料プラス生活費がかかることから、ウエストミンスター国際大学の授業料

は留学の代替オプションとしては妥当な水準であろう。なお、「ビジネススクール」と呼ばれる同国

の他の大学の授業料は、有名どころでは年間 3,000 ドル、その他では年間 600 ドル、50 ドルと

いう数字が挙がっている。年間 3,000 ドル取っていたビジネススクールが 3 年前に閉鎖している

ことから、「ウ」国内で国際水準の MBA を年間数千ドル払って取得しようという層はまだ非常に小

さいことが推察される。なお、学部レベルでは市場は十分広いとのことであるが、それでも「ビジネ

ススクール」として知られる高等教育機関の数は十指に満たない（詳細は「5-5 競争分析」参

照。）。さらに、民間の研修サービスを行っているコンサルティング会社によると、最も安い単発の

セミナーで一人 1 時間 15 ドル、グループ研修で一人 1 時間 27 ドル、ロシア人講師を招いて 2
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日間セミナーを行うと一人 1 時間 100 ドル（一人当たり総額 900 ドル）である。 
受講料を上げた場合の応募者への影響については、中小企業でもオーナー経営者とその家

族は十分な資金を持っており、意義を認めれば支出に問題はないだろう。他方、企業派遣では

ない若手ビジネス人材に取ってはハードルが高くなるかもしれない。経済力が無くとも優秀な若

者を掬うべきと考えれば、ウエストミンスター国際大学のように、「ウ」国の奨学金制度と連携する

なり独自の奨学金制度を設けるなりすることは、経営努力として試みるに値する。また、受講料を

上げるとしても、ターゲット層の経済状況に鑑みた設定をする必要があろうし、引き上げに移行す

る間は日本人講師の割合を減らすのは得策ではない。逆に日本人講師の割合を減らすのであ

れば、受講料の値上げは最小限に留めざるを得ないだろう。 
なお、ODA プロジェクトとしては公共サービスとの観点からあまりに高いフィーを徴収すること

は適当ではないとの考えがある。しかし、一方で、本来地場のトレーニング・サービス・プロバイダ

ーが営利ベースで提供すべきものを、トレーニング市場が未発達な国では市場が発達するまで

の期間をドナーが支援するという観点に立てば、市場レートより低い料金設定はトレーニング市

場の発展を阻害するものとの考えも成り立ちうる18。中小企業の成長による雇用の拡大が目的で

あれば、中堅企業に向けて成長していく企業の予備軍を育て雇用創出のインパクトを高めること

も念頭に置いて料金を設定すべきであろう19。 
 
(10) 5 ヶ月の長期コースを核に据えたこと 

隣国のカザフスタン日本人材開発センターでは 1～8 週間の夜間コースが主体なのに対し、

「ウ」国では 5 ヶ月に渡る PMP が主力であったことは、「ウ」国の経営学教育の需要・競争状況に

鑑みると（「5-5 競争分析」、「5-6 需要分析」参照）妥当であろう。なお、「ウ」国での長期コース

はプロジェクト設計段階からの構想であったのに対し、カザフスタンでも同様のコースを目指すこ

とが考えられたが、勃興しつつある MBA 市場との競合を避け、且つ経済の拡大に伴い即効性

のある経営学を学びたいという新興企業家層のニーズに応えた結果、2 週間コースに落ち着い

ている。 
結果として、UJC の活動期間において「ウ」国のビジネススクールが一向に発展せず消えると

ころさえあったために、5 ヶ月の長期コースは MBA 留学のお買い得な代替オプションとして成功

している。他方、「5-6 需要分析」に述べるように、コース設計自体が若手ビジネス人材にアピー

ルし忙しい起業家にはフィットしにくいために、より短期のコースを主力にした場合にどれだけ起

業家や起業希望者にアピールできたかは不明である。結論としては、長期コースの選択は「ウ」

国においては成功であったが、あまり行われていない短期ビジネスコースについてはその需要が

少ないとも限らないと言える。また、必ずしも当初に計画されていたことではないかもしれないが、

長期のコースは受講生同士の一体感を高めることに大きく貢献している。5 ヶ月間席を並べ、濃

密なディスカッションを繰り返し、オフィス勤めの若手ビジネス人材と小規模企業経営者が、やが

                                                   
18 おそらく政治的理由から、CIS 諸国へのビジネス・コンサルティング関連支援を無料で提供している USAID も、途上国全

般においては、フィーを徴収し地場のトレーニング/コンサルティング・サービスプロバイダーの自立発展性を確保するこ

とを主導している。 
19 日本政府が資金協力している EBRD の BAS プロジェクトも、同様な考えから、あまり小さな企業は対象にしていない。 
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て互いの長所を認め合い助け合うようになる。コース修了後も OB 会に限らずしばしば会って情

報交換を行い、さらには一緒に仕事をしたり、働き口を紹介したりと、ビジネスにも直結する人脈

となっている。欧米の MBA プログラムでは、競争的な大規模校は必ずしも調和的な文化を持っ

ているわけではないので、この点は受講者の性向と UJC の雰囲気にも負うところが大きいとも言

えよう。 
 
設問 5：「公的資金である ODA で実施する必要があるか」 
 
「公的資金である ODA で実施する必要があるか」の検証のために、標準的な下位設問である、

（1）放置しては市場では供給されないか、（2）民業圧迫ではなく民間補完的であるか、（3）公益

性は高いか、の 3 点を検討する。 
 
(1) 放置しては市場では供給されないか 

「ウ」国のビジネス研修・コンサルティング市場に関する定量的なデータは不明だが、「ウ」国の

ビジネス研修市場は、民間市場の萌芽が見られるとは言うものの、依然としてドナーの資金に依

存しており、市場が適切なサービスを提供できる段階には程遠いとみられる。また、ドナーのプロ

ジェクトも、一過性のものであったり、特定の分野に特化したもの20であったりして、現在の UJC
ビジネスコースのような包括的な経営学教育は行われていない。高等教育機関での経営学教育

も不十分であり、ドナーや海外大学による支援もこれまで成功したとは言いがたい。 
 
(2) 民業圧迫ではなく民間補完的であるか 

民間によるビジネス研修・コンサルティングサービスの提供は萌芽期にある内は、ドナーによる

低廉なサービスの提供は、潜在顧客にビジネス研修・コンサルティングサービスの有用性を学ば

せることを通じて市場円滑化の機能を果たすが、民間自身によるサービス提供が拡大してくると、

民業圧迫にならないかの懸念が出てくる。UJC プロジェクトでは、そうした懸念は当面考えられ

ず、市場をリードしながら、その過程で民間が成長してくるのを支援することが求められる。 
 
(3) 公益性は高いか 

ここでは、C/P も含む現地組織が公的部門か民間かによらず、また料金の徴収如何に関わら

ず、広く公共サービスを提供しているかが問われる。UJC は NPO 法人として、門戸を開放して

幅広くサービスを提供しており、その意味で公益性は確保されている。しかし、ビジネス研修であ

るので、個別企業の利潤に貢献する内容を提供しているとも言え、公益性という点では ODA の

ボーダーラインにある活動であるとも言える。 
 

 
                                                   
20 例えば財務・会計分野の研修は、CIS 諸国全体に対し、USAID の地域プロジェクトが日本センタープロジェクト設計以前

から実施されている。ドナーの支援の詳細については、「４．競争分析」を参照。 
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5-4-2 有効性 
TACIS では三つの MBA コース支援、商工会議所関係者トレーニング、Market Skill 

Development Center、Business Communication Center などを進めたが効果は今一つだ。

問題は、いくら SME や起業家を支援しても、彼等がビジネスをできる環境に同国はいないから

だ。・・・（中略）・・・いずれにしろ、最大の課題はせっかくいろいろと教わったのに「実際のビジネ

スに役立たせることができない」そのような不満を持つ人々を増やすのではないかと懸念している。

（事前調査面談記録から） 
 

事前調査にみられる TACIS の失敗、近年のビジネス環境の悪化などの情報から、UJC ビジ

ネスコースの有効性の判断は今回終了時評価で最も注目された点であった。結論から言えば、

ビジネス環境の悪さにもかかわらず、市場経済下で活躍できる優れた経営管理知識とスキルを

備えた民間人材育成というプロジェクト目標は、質・量共にまずまず満足できる達成度を示してい

る。 
定性的には、UJC ビジネスコースは、さまざまな受講者それぞれにおいて、経営知識・スキル

向上に大きく貢献してきたのみならず、国際水準の経営学に触れる機会の少ない「ウ」国の受講

者にとって、目からうろこが落ちるような衝撃を与えてきた。第 4 回・5 回の PMP 受講者は、コー

ス・講師・教材に関し、25 点満点中平均 23.75 点という高い評価をしている。これは、それぞれの

内容が良かったことに加え、マーケティングや人的資源管理など、ソ連式の伝統的考え方には

無かった全く新しい考えに触れたこと、そして実際に自分の会社や仕事でそれを適用できている

ことからくる満足感も反映されていると考えられる。 
  「ウ」国の市場経済への転換が遅々として進まない中、国内で唯一に近い国際水準の経営学

全般を網羅した講義は、日々の経営の改善と共に、将来のあるべき姿をも指し示すものと捉えら

れてもいる。受講生からは、現在のビジネスコースが地道に続けられることは、民主化への一つ

の力となるとさえ考えられるという話が面談調査で出ている。 
定量的には、主力の PMP が 6 回で 274 名、B、C、R コースがそれぞれ 7 回 143 名、10 回

827 名、3 回 182 名で、延べ 1,426 名というのは、カザフスタン日本人材開発センターよりもやや

早く始まり全体の受益者数もやや上回っているので、妥当な線であると考えられる。しかも、PMP
への応募者数は過去数回で伸びていて、特に夜間コースは倍率が 3 倍を越しており、UJC ビジ

ネスコースが口コミの評判とともに認知されてきている様子が伺われる21。UJC の現地人講師さ

え、自社の若手や自分の子息を UJC に送って、大学では学べなかった国際水準の役に立つ経

営学を学ばせている。さらに 1 社から同時に複数応募したものや、同一企業から継続して応募さ

れるケースは、応募者全体のうちそれぞれ 7.5％、受講者数に対してはそれぞれ 17.6％に上り、

ここからも企業側が UJC ビジネスコースを高く評価していることが伺われる。 
プロジェクト目的達成の促進要因としては、以下の点が挙げられる。 
 

                                                   
21 第 6 回 PMP での昼間・夜間を併せた応募者 133 名中、3 分の 1 が過去の修了者からの紹介だった。さらに血縁関係者から

の紹介も 2.3％あった。 
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 優秀な講師・コンサルタントを配置したこと（日本語・相互理解とも共通の要因） 
 民間ビジネス感覚に秀でた運営管理（日本語・相互理解とも共通の要因） 
 優秀なビジネススクール不在の環境でミニ MBA 的カリキュラムを安く提供したこと 
 厳格かつ透明性の高いコース運営22 
 受講者のニーズに合わせたコースを提供するため、受講者のフィードバックを通じた調整を

恒常的に続けていること 
 講師会23や受講者 OB 会を、彼らの自主性を尊重しつつうまく側面支援していること 
 ビジネスコース・マネージャーが、出身企業の幅広い人脈を持ち、顧客との付き合いから中

小企業の実情にも通じていたこと。 
 

上記のように一定の目的達成は行われており、プロジェクト目的達成の大きな制約要因があっ

たわけではないが、次の点は重要である。 
 限られた雇用機会と制約のあるビジネス環境により、コース修了者が学んだ成果を生かして

いく上で障害が多い。ビジネスプランの案の実現をあきらめたり、せっかく始めた事業をやめ

たり人に譲って給与の良いドナープロジェクトに移ったりするのは、こうした障害の影響と言

えよう。 
 
5-4-3 効率性 

他の日本センターや類似のプロジェクトの費用対効果のベンチマークが無い現状では、効率

性についての総合的判断は難しい。しかし、調査の結果、次の点についてコメントすることが出

来る。 
まず、日本人講師については、適切なオリエンテーションを与えられ、限られた中でも「ウ」国

のビジネスの背景を知ることで、そうでない場合よりも効率的に講義を行うことができた。但し、受

講者から日本とのビジネス環境の違いを指摘されている講師もあり、改善の余地はある。次に、

日本人講師のうち何人かは、PMP と同時に B、C、R コースにも活用され（特に第 4 期まで）、

PMP 昼間コースを半日に凝縮することで夜間との兼任を可能とする（第 5 期から）など、滞在期

間中に最大限の働きをしてもらうための工夫がなされている。特に、PMP の昼間と夜間を掛け持

ちすることで、同じ投入量で約 2 倍の受講者が日本人講師の講義を聞けるようになったことは評

価される。 
現地人講師は、講師会を通じて情報交換・相互交流が行われた結果、5 ヶ月コース全体の中

で自分の講義を適切に位置づけることができるようになり、効率性が向上したと考えられる。選抜

された講師、最優秀受講者、ビジネスコースの現地スタッフ（プログラム・オフィサー）の、それぞ

                                                   
22 起業家や経営・管理者になりたいという応募者を評価しつつも厳正に選抜し、政治的影響力を可能な限り排除した。ま

た、修了証書の授与に当たっては、厳格なパフォーマンス評価が行われ、欠席が多かったり試験の点数が低いものには修了

書を出していない。 
23 講師会は現在のビジネスコース・マネージャーが企画したもの。お互いに情報交換をすることで、UJC の講師としての意

識が高まり、かつ 5 ヶ月コース全体の中に有機的に自分のコースを位置づけて講義できるようになっているという。日本か

ら講師が来た時には、ビジネスコース・マネージャーが講師会を無料で招待し、意見交換の機会を設けている。 
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れのニーズに合わせた本邦研修は、ビジネスコース運営の効率性を上げ、それぞれのモチベー

ションを引き出している。さらに、コンピューターが選抜試験から演習・試験までフル活用されて

おり、コース運営と学習の効率性向上に大きく貢献している。 
このように効率性の向上には評価できる点が多いが、より効率性を上げるためには外部との連

携強化の可能性が残されている。カザフスタンの場合には JICA 事務所が無いので関連するド

ナープロジェクトや政府のスキームについての情報が不足していたが、「ウ」国の場合には JICA
事務所がそうした情報収集を行うものとの役割分担意識があり、やはり UJC ビジネスコースとして

は情報が不足している。本調査でも、特に USAID の EDP は UJC と補完性のある優れた活動

であり、EBRD などもカザフスタン同様補完的関係構築の可能性があり、しかも有用な情報を時

間とコストをかけずに収集できるため、これらの機関との人間関係の構築は重用である。ビジネス

コース・マネージャーは、経営学系の高等教育機関や民間企業、起業家の協会などには積極的

に足を運んでいるので、こうした機能をビジネスコース運営の TOR に盛り込むなり、これらを意識

した追加調査をかけるなりすることで、一層の効率性向上を進めることができよう。 
 
5-4-4 インパクト 

JICA 評価ガイドラインなどに定められているように、インパクトは「予期していなかった正・負の

効果・影響を含む、プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果」で

あり、この点で、UJC ビジネスコースは以下のようなさまざまなインパクトの発現が観察される。 
第 1 に、世界標準のビジネス教育がどういうもので、自分のキャリアをどう開発すべきかについ

て、若手ビジネス人材と企業家の目を開かせる効果があった。多くの受講者および講師は、UJC
のビジネスコースを、「ウ」国で国際水準のビジネス教育を受けられる数少ない機会として評価し

ている。 
第 2 に、多くのコース修了者は、職探しと専門的仕事の遂行において優位性を感じている。加

えて、受講者の何人かは、ビジネスコースを通じて学んだ知識を使って、新しいビジネスを始め

たり、投資・融資プロジェクトを作ったりしている。 
第 3 に、過去の受講者やその他の人からビジネスコースの評判を聞いて応募してくる「口コミ

紹介」、同一企業からの「リピーター」参加があることは、ビジネスコースでの学習が、実際に受講

者のビジネスとキャリアの向上に役に立っている証左であると考えられる。 
第 4 に、ビジネスコースは受講者と講師のネットワーキングに役立っている。5 ヶ月間にわたる

コースへの参加によって交友が深まり、受講者は講師と他の受講者に対する敬意を抱くようにな

り、一体感が醸成されている。それは訓練終了後においても企業経営の情報交換につながって

いる。 
 
5-4-5 自立発展性 

財務的持続性に関しては、UJC の現在の収入レベルは運営管理コストをカバーするのには

甚だ不十分である。収入源はほとんどコース料金であるが、同センターのメンバーシップ料金や

インターネット使用料も含む。 
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財務データの予備的分析からは、日本人専門家とマネージャーのコストを差し引いた後でも、

コスト回収率は 6-12％で変動していたことが分かる（平均 9%）。コスト回収率の低さは、およそ

UJC のようなプログラムにつきものの特徴である。その中でもビジネスコースの事例で見ると、主

に、a) 公共サービスを提供するというセンターの役割を考慮した低廉な料金、b) （講師に占め

る）日本人専門家率の高さ、の 2 つの要因が、コスト回収率の低さに影響を与えている。実際、

UJCの料金設定について受講者は、国際レベルの教育を提供しているにしては低廉なものであ

ると感じている。 
センターのトータル・コストの削減には、講師とマネージャーの現地化はひとつの解決策になる。

しかし、こうしたコスト削減のための現地化は、UJC の訓練の質と評判を落とさないよう、慎重に

考慮されるべきである。ビジネスコースの場合、上記の技術的持続性分析で見たように、現地人

講師と管理部門スタッフは、まだ日本側が負っている責任を引き受けられる状態ではない。受講

者は、現在の日本人と現地人講師の１：１の比率を支持しているようである。いずれにせよ、外国

に留学できないほとんどの若手ビジネス人材と企業家にとって、ビジネスコースは貴重な訓練の

機会である。したがって、コスト回収率向上については、コースの質を損なうことがないよう慎重に

取り組む必要がある。 
 
5-5 競争分析 

当該国における日本センターのポジショニングを考える上で、①大学の経営学教育（特に

BBA と MBA）、②大学付設のトレーニングセンター、③民間の営利ベースの研修サービス、④

政府・公的機関の研修サービス、⑤他ドナーのビジネス振興プロジェクト、などの動向が重要で

ある。「ウ」国に関しては、事前調査や中間評価を通じて一定の分析がなされてきたが、今回調

査ではこれまでの判断を覆す情報も出てきた。分析結果を簡潔にまとめたのが、図表 5-8 であ

る。 
 

図表 5-8：競争分析のまとめ 
カテゴリー 分析 

大学の経営学教育(特
に BBA と MBA) 

経営学教育においては、「ウ」国の高等教育機関は、国際的水準のビ

ジネススクールの確立しておらず、「ビジネススクール」と呼ばれるところ

の学校経営と教育水準自体も向上傾向にないという問題を持つ。当分

の間は UJC ビジネスコースが MBA 留学の代替になり得る。 
大学付設のトレーニン

グセンター（TC） 
今回の調査で、世界経済外交大学など存在は確認されているが、市場

として伸びている様子は見られない。 
民間の営利ベースの

研修サービス 
民間コンサルティング市場の萌芽は見えているが、依然としてドナー資

金に依存している。 
政府・公的機関の研

修サービス 
今回の調査では挙げられなかったが、類似の活動を行なうところは多

少存在する。しかし、重要なプレーヤーとしては認識されていない。 
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他ドナーのビジネス振

興プロジェクト 
会計分野と業界団体育成が地方で行なわれている以外はタシケントに

集中している。主要ドナーは USAID、EU、GTZ、EBRD、など。UJC
ビジネスコースと補完関係構築の可能性あり。 

 
大学の経営学教育が確立されているかどうかは、日本センターのビジネスコース設計に大きな

影響をもたらす。「ウ」国のように大学の経営学教育が確立されていない場合には、MBA 的講義

への需要が高いが、カザフスタンの様に MBA 市場が発展しつつあるところでは、日本センター

のターゲットも、より実務者色が強くなる。そうした場合、大学付設のトレーニングセンターや民間

の研修サービスは、日本センターにとって直接の競合相手となり得る。ODA 事業による日本セン

ターは、市場のフィーレベルを意識しながら、単なる棲み分けではなく、こうした地場の研修サー

ビス提供者の能力強化まで視野に入れることが求められよう。政府機関の研修サービスは、しば

しは補助金の非効率な投入と市場への出口と結びつかない技術的研修が行われていることがあ

るが、そうした場合にはそれらに対して政策的方向修正を支援することが考えられる。他ドナーの

類似の支援については、規模やインパクトの大きさを把握し、日本センター事業がクラウディン

グ・アウトされないような配慮をしつつ、しばしば質の高い支援が行われたり密度の高い情報源で

あったりするので、機動的に協調していくことがプロジェクトの効果を上げることにつながる。以下、

「ウ」国に於ける各グループの現状を見ていく。 
 
①大学の経営学教育 

JBIC の教育セクター調査（2005 年 1 月）によると、1991 年の独立時に 46 あった高等教育機

関24は、2004 年には 64 に増加している。内、経済学を提供しているのは 4 機関のみである。中

間評価報告書や今回の面談調査によると、経営学は経済学や他の学部の中の科目として提供

されているようである（経営学を教授している高等教育機関として具体的に名前が挙がっていると

ころは図表 5-9 の通り）。 
「ウ」国の高等教育機関における経営学教育の問題は、国際水準のビジネススクールが未だ

確立されていないこと、学校経営と教育水準の向上の傾向が見られないこと、の 2 点である。図

表 5-9 には MBA あるいはそれに類する修士号を提供する高等教育機関 5 つ、これに学部レベ

ルで経営学教育を行っているところを併せて 8 つの高等教育機関が挙げられているが、現在、

国際水準の MBA プログラムは「ウ」国内には存在しない。2002 年に始まったウエストミンスター

国際大学の BBA プログラムが、学部レベルながら唯一国際水準にかなう教育をしているのでは

ないかと見られている。ロンドンの Westminster University は、カザフスタンでも英国・カザフ

工科大学に国際 MBA プログラムを提供しており、タシケントでも将来は MBA プログラムが設立

される可能性もある。その他の高等教育機関は、旧来のソ連式のままで、近代経営学を総合的

に学べる環境には無いという。 
                                                   
24 「ウ」国の高等教育機関（higher educational institutions: HEIs）は総合大学（university）、及び限られた学問分

野のみ提供する institute を含む。2004 年現在、university の数は 18 と、2000 年の UJC プロジェクト事前調査段階から

変わっていない。なお、もともとタシケントにあったのは 6 大学のみで、残り 12 大学は高等教育の脱集権化の過程で、地

方の institute が格上げされたもの。 
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より大きな問題は、ビジネススクールが市場として発展するかである。2002 年には上記ウエスト

ミンスター国際大学に加え、図表 5-9 にもある Uzbek-American Business Academy も開設さ

れ期待が持たれた。しかし、今回調査では Uzbek-American Business Academy の現状は不

明で、ウエストミンスター国際大学にしても、まだ一期生が在学中で、BBA プログラムも政府に認

定されてはいない段階である。 
高等教育機関を巡っては、むしろ状況の悪さを示唆する情報が多い。「ウ」国は元来、独立時

に多くの優秀な講師を失っているが、政府が大学の講師に支払う月 50 ドルの給与では生活が

成り立たず、民間さらには国外に流出する傾向は近年むしろ強まっている。 
ドナーによる高等教育機関支援も、こうした傾向を止められていない。1995 年に TACIS の支援

で始まった世界経済外交大学の MBA プログラムは、6 年後に支援が終了すると経済的に立ち

行 かな く な り、 2002 年 に 閉 鎖 さ れて し ま った （Box-1 参 照 ） 。 マ レー シ アが 支 援 した

Uzbek-Malaysia Business School も、支援修了で外国人講師がいなくなってから、質の低下

は否めないという。経営学の分野で、他に本格的ビジネススクール支援は見当たらない。 
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Box-1：世界経済外交大学 MBA プログラムの閉鎖 
世界経済外交大学は、トップ外交官育成のために cabinet of ministers が 1992 年に設

立した、「『ウ』国のアイビー・リーグ校」である。1995 年に TACIS の支援で MBA プログラムを

発足させ、外国人講師や「ウ」国を訪問する各国の政治家による講義により、評判を取った。 
  6 年間の TACIS の支援が修了すると、MBA プログラムは「ウ」国政府に移管されたが、教

育の質は低下した。MBA プログラムは資金難に苦しみ、TOT を通じて育成された講師も多く

が民間セクターに移るか、講義を縮小してその分民間で仕事をしようとした。 
  正確な時期は不明であるが、大学教育は無償であったが「ウ」国において、世界経済外交

大は公式に授業料の支払いを義務付けた最初の大学となった。 
  少なくとも TACIS の支援終了後の世界経済大学の学位は、市場からも学生からも評価さ

れていない。閉鎖前の MBA プログラム受講生の中には「2 年間勉強する意味が無い」と途中

でやめるものもいた。同大学の MBA 修了者の中には、さらに UJC の PMP を受講し、5 ヶ月

の間に 2 年間の MBA 教育で学んだ以上のことを身につけたと証言している。 
  ついに 2002年9 月に MBA プログラムは閉鎖され、在学生は Tashkent State Economic 
University の International Business School（IBS）に受け入れられた。閉鎖の原因につ

いては、MBA プログラムを実施するのに必要な数の講師を確保できなかったからとも言われ

ている。外務大臣だった前学長は更迭され、大学の管轄も cabinet of ministers から外務省

に移っている。 
  現在も世界経済大は「ウ」国内では重要な大学であり、OB もビジネス界で活躍している。タ

シケントでトップクラスのコンサルティング会社のうち数社は同大 OB グループによるものであ

り、UJC の PMP 修了者も、しばしば同大 OB と組んで仕事をしている。 
  なお、あまり市場から認知されていないようであるが、ウェブサイトによれば、MBA プログラ

ムを提供していた同大学の Institute of Management は、1－3 週間の短期プログラムも提

供している。 
 
出所）調査面談記録及び世界経済外交大学ウェブサイトを基に作成 
 

 
ビジネススクール市場が拡大しているカザフスタンに比べ、「ウ」国でビジネススクールが定

着しないのは、改革の進まない高等教育と大学給与の低さにも起因する教員等の資質の不十

分さという供給側の問題、そして年間数千ドルを払って教育を受けられる層が企業派遣も含め

て限られているという、需要側の制約があるものと推察される。 
なお、国内の高等教育全体が国際水準の教育を提供できていない「ウ」国において、UJC

が留学できない層にとっての MBA の代替機会になっているので、「ウ」国の留学事情につい

て押えておく必要がある。 
「ウ」国にとって重要な役割を果たしてきたのは、同国政府の留学基金である Umid 
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Presidential Foundation である。2003 年に教師の訓練のための Ustoz Foundation と合

併して Istedod presidential foundation となるまでは、毎年 300 人程度を留学させていたと

いう。英・米・独・仏・日など外国政府奨学生が毎年合計で 50 名程度であるというから、相当な

規模である。2003 年の統廃合までに、Umid Presidential Foundation だけで 1,000-1,500
人が留学したという。独立以来、全ての奨学金・私費留学生を合わせると、3,000 人程度に上

るといわれ、「ウ」国の政府・民間双方において今後ますます重要な役割を果たしていくものと

思われる。 
Umid Presidential Foundation の支援には、英国の場合月 700 ポンド、米国で月 800 ド

ルの生活費が含まれる。学部の2・3年目に留学し、「ウ」国の高等教育機関と両方の学位を取

得する（dual degree）パターンが多いとのこと。帰国後は多くの学生は多国籍企業で働きたい

ようであるが、政府資金で留学したものには 5 年間政府で働くことが義務付けられている。国

立大学の講師などを務めながら自ら会社を興すのが多く、こうした企業の管理職が UJC にも

派遣されてくるという。しかし、月収 100 ドル程度の大学講師になるのも、制約の多い環境でビ

ジネスを行うのも、海外留学したものにとっては幻滅する体験である。近年は留学先から帰国

しないものが増え、それも Umid Presidential Foundation の統廃合の一因とも推察される。 
 
②大学付設のトレーニングセンター 

今回調査の限りでは、トレーニングセンターが市場として伸びているようではなかったが、少

なくとも存在は確認された。Box-1 の通り、世界経済外交大学の Institute of Management
が 1-3 週間の短期プログラムを提供している。図表 5-9 の通り、National University of 
Uzbekistan 付属の「Business School」は 10 ヶ月コースを提供しているが、MBA を授与し

ないプログラムならば実際上はトレーニングセンターであると考えられる。 
 
③民間の営利ベースの研修サービス 

「ウ」国では民間の営利ベースの研修サービスはほとんど存在せず、コンサルティングサー

ビスを含めてまだドナー資金に依存しているようである。民間コンサルティング会社で研修サ

ービスを提供しているのが確認されているのは、GTZ の支援で作られた Center for Small 
Business Promotion が 2002 年に独立したコンサルティング会社ぐらいであり、そこも UJC
を始めとするドナーの研修・コンサルティング・プロジェクトを請け負うことで生計を立てており、

純粋な民間からの需要は最大でも 1 割程度だという。また、タシケントにはコンサルティング企

業が 25-30 社あるとのことで、ドナー資金による国外や地方も含めたコンサルティングサービス

の提供や、大企業のビジネス評価、銀行コンサルティング、マーケティング、ブランド開発、会

計監査、物件評価、IT コンサルティングが収益の中心であるようだ。 
今回の面談調査の範囲では、コンサルティング会社の発足の契機は、TACIS などドナーの

支援、異業種からの転身、大学の同窓生、海外帰りの若手ビジネス人材や大手会計監査会

社出身によるものなどとさまざまである。10 名を超える常勤社員を抱えるのは税制上不利なよ
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うで、ほとんどが登録しているコンサルタントをプロジェクト単位で雇用する方式を取っている。 
 
④政府・公的機関の研修サービス 

今回調査では、UJC の競合機関として政府・公的機関は挙げられなかったが、類似の活動

を行うところは多少存在する。しかし、ビジネス研修サービスに関してステークホルダーから全

く機関名を挙げられなかったということは、少なくとも重要なプレーヤーとしては認識されてい

ないということを示唆している。 
事前調査の段階から、対外経済関係・投資・貿易省の UZINCOMCENTER（Uzbek 

Foreign Economic Information and Commercial Center）の存在が確認されているが、

今回は調査対象に含められず、ビジネス研修関係の活動状況は不明である。UJC の入居す

るビルの横にある機関で、不定期ながら財務、マーケティング、情報技術産業などの研修を行

っていると事前調査報告書にはある。Uzbekistan Development Gateway25によると、

UZINCOMCENTER は、電子商取引のプラットフォーム提供を含む海外との貿易活動に関

す るさ ま ざ まな サ ー ビス を提 供 して い る。 ま た、 TACIS の 支 援し た Market Skills 
Development Center もマネジメントコースを行っていたと事前調査報告書にある。支援終了

後は「ウ」国政府に移管されているはずであるが、今回調査では情報を得られなかった。 
 
⑤他ドナーのビジネス振興プロジェクト 

他ドナーによるビジネス振興プロジェクトはタシケントに集中しているが、会計分野と業界団

体育成は地方でも行われている。 
中でも評判が良いのが USAID の企業開発プロジェクト（Enterprise Development 

Project：EDP)である。もともとは 1998 年に CIS 諸国の会計制度改革として始められ、2000
年に中央アジア中小企業開発プロジェクトとなり、2003 年に中小企業を強化するため EDP が

始められた。2005 年 8 月で終了の予定であったが、大統領賞を受けるなど政府からもクライア

ントからも支持されて、延長が決まっている。評判の理由は、現地ビジネス・コミュニティーへの

事前のコンサルテーションを通じたオーナーシップの育成と、運営の徹底した現地移管にある

（Box-2 参照）。EDP は USAID から委託されてこれを実施している Pragma Corporation
の名で知られており、評判の高さは Pragma の実施能力にもよるだろう。 

EDP は企業改善サービス、域内貿易、会計改革、ビジネス団体育成、品質管理の 5 つのコ

ンポーネントからなり、全て CIS 諸国共通である。各地に設けられた 12 の企業開発センター

（Enterprise Development Center：EDC）を通じて実施されている。今後 3 年間で EDC の

ある 12 市とカザフスタンのアスタナ、キルギスのカラコフで支援を行うために、2 千 7 百万ドル

の予算がつけられた。現在 200 人のスタッフを抱える、巨大プロジェクトである。Pragma の雇

用するプロフェッショナル・スタッフは、ほとんどが米国または西側諸国で大学教育を受けた者

で固められている。 
                                                   
25 http://www.darvoza.uz/index.php?topic=1&subtopic=7&lng=1 

44



 

 

Pragma を通じて実施された、もう一つの成功例は、金融展示会プロジェクトである。銀行協

会を通じて銀行・保険会社を含む全ての金融機関を集め、起業家を呼ぶもので、サマルカン

ドでは 3 千人、フェルガナでは 2 千人の起業家が参加した。大成功だったので、来年も計画さ

れている。Pragma はタシケントでの展示会場費を提供しただけで、商工会議所が全てのロジ

を担当し、サマルカンドとフェルガナの展示会場も商工会が準備した。 
USAID は、他にも以下のような関連プロジェクトを行っているが、EDP や金融展示会ほど

の評価は聞かれなかった。 
 民間企業を支援する「ウ」国 NGO に対するユーラシア基金グラント・プログラム 
 Academy for Educational Development（AED）による中小企業トレーニング・プログラ

ム 
 貿易円滑化・投資プロジェクト（Trade Facilitation & Investment Project：TFI） 
 マイクロファイナンス機関（microfinance institution：MFI）キャパシティー・ビルディング 
 
EU もビジネス研修・コンサルティングにおける重要なプレーヤーであったが、過去の話にな

りつつある。この分野における EU の代表的なプログラムは TACIS である。東欧と中央アジア

12 カ国26及びモンゴル27を対象に、市場経済への移行プロセスを支援する技術援助として

1991 年に始められ、数多くのプロジェクトを実施してきた。「ウ」国に対しては、1991 年から

2004 年までに 1 億 5 千 50 万ユーロが供与されている28。TACIS による個別のプロジェクトの

効果が疑問視される中、1999 年にはウ国政府と EU は 10 年間の 2 国間協定（Partnership 
and Co-operation Agreements：PCAs)を結び、以来 TACIS のプロジェクトも戦略的に統合

されているという。 
但し、過去の調査においても持続性の問題が挙げられており、今回調査でも批判が聞かれ

た。例えば、ビジネス・コミュニケーション・センターを 12 箇所に作ったが、支援が終了すると何

も残らなかったという。上記のように、大学への支援にしても、効果の持続性が問題視されてい

るのは同様である。「ウ」国商工会議所への支援も行われた。他方、TACIS の支援を受けたあ

とで独立したというコンサルティング会社はよく耳にする。なお、高等教育機関への支援は、し

ばしば Tempus プログラム29と共同で実施されている。TACIS の他にも、Europatenariat と

いう EU の国際ビジネスマッチングサービスも提供されていたが、現在「ウ」国で稼動している

かは不明である。 
 
 
 

                                                   
26 12 カ国とは、アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、グルジア、カザフスタン、キルギス、モルドバ、ロシア、

タジキスタン、トルクメニスタン、ウクライナ、ウズベキスタン。 
27 モンゴルは 2003 年まで TACIS でカバーされていたが、その後 ALA プログラムに移された。 
28 域内共通プログラムなどを除く額。 
29 Trans-European Mobility Program for University Studies。高等教育近代化プロジェクトで、EU 加盟国の大学と西

バルカン・東欧・中央アジア・地中海のパートナー国との協力を促進する。 
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Box-2：Enterprise Development Project (EDP)の 5 つのコンポーネントと成功要因 
企業改善サービスコンポーネントは、中小企業向けビジネス・コンサルティングを行ってい

る。政府の所有が 20％以下、外国人所有が 33％以下で、従業員数 5 千人までの企業が対象

で、製造業、輸出可能性のあるところを優先的に選んでいる。最初は外国人専門家が運営し

ていたが、現在は全て現地スタッフにより運営されている。戦略行動計画ソフトウェア、マーケ

ティングのテンプレートなどを用い、中小企業が出したがらない財務データを用いたコンサル

ティングに成功。もともとコンサルティングを受ける企業風土が無いところを、無料でサービスを

提供し、クライアントにその必要性を認識させた。 
域内貿易コンポーネントは、米国の Alibaba.com を手本に、中小企業の商品をプロモート

する SME Trade Center Net （www.smetradecenter.net/）というウェブサイトを立ち上げ

た。現在までに、3,949 社が市場取引に、2,808 社がビジネス・ダイレクトリーに登録している。

商工会議所がパートナーである。 
会計改革コンポーネントは、CIS 諸国内で米国公認会計士（CPA）に相当する certified 

accounting practitioner （ CAP ） 、 よ り CPA に 近 く 国 際 基 準 に 準 じ た Certified 
International Professional Accountant（CIPA）を広めるため、訓練と検定を行っている。8
段階のクラスがあり、第 4 段階を終えて試験に通ると CAP に、第 8 段階を終えて試験に通ると

CIPA が授与される。2000 年にスタートし、爾来延べ 13,313 人が受講、493 人が CAP に、

17 人が CIPA に通った。UJC の修了生も、UJC で会計の基礎を学び、これをより伸ばしたい

と思うものが複数名この会計コースに通っている。このコンポーネントも、1998 年には米国会

計士が指導していたが、現在は現地パートナー機関が西側世界で教育を受けた現地の講師

を雇い、受講料を徴収して講義している。 
ビジネス団体育成コンポーネントは、中小企業または会計関連のメンバーシップ組織で、ビ

ジネス振興をミッションとし実績のある団体を対象に、プロジェクト・グラントとコンサルティング

サービスを提供している。 
品質管理コンポーネントも、品質管理センターの設立を通じて行われ、ISO9001の2001年

バージョンをコンサルタントを通じて実施している。これも無料で提供されていたが、フィーを取

ってセンターを民営化する方針である。 
EDP の成功の要因は、第 1 に現地ビジネス・コミュニティーへのコンサルテーションを通じ

て、慎重にプロジェクトをデザインしたことである。最初に対象となったのは、運輸業団体、商

工会議所、石油生産者団体である。日常のプロジェクト・デザイン業務を行ったのも現地コン

サルタントであり、ウ国側のオーナーシップが醸成されたことは疑いが無い。第 2 の成功要因

は、現地パートナーの力を生かしていることである。まず、機材やソフトウェアを提供し、その使

い方を研修する。現地パートナーが自分でできる研修には手を出さない。外国人講師を派遣

する際も、現地パートナー機関にロジ作業を任せている。現地の機関が特定の手法を持って

いれば、外国人専門家を呼ばずにそこを紹介する。現地機関同士の協力のインセンティブと

しては、パソコンやコピー機を若干提供するのみである。現地パートナー機関の能力と意思
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は、プロジェクト準備期間に見抜き、交渉する。強制ではなく自発的に行動するようにとソフト

に誘導しているので、現地パートナーからの評価も高い。 
 

出所）EDP パンフレット及び面談記録 
 
その他に、「計画に時間をかけすぎる」、「予算に対して研修を受ける人数が少ない30」、「短

期間で対象がころころ変わるので戦略的でない」、「プロジェクト終了後政府に機材を供与して

も有効に活用されない」などの批判もある。Bistro という TACIS のプログラムは、小規模な TA
プロジェクト支援のための迅速・柔軟なメカニズムのはずであるが、準備に 2 年もかけたため、

状況が変わってしまったという。現在、TACIS は Europe House31というプロジェクトを行って

いるが、「ウ」国の対象分野からビジネスは除かれているという。1990 年代半ばには中小企業

振興・民営化などが TACISの優先分野とされていたが、最近は特にビジネス関連の支援が目

立って少なくなっている。例えば、1997 年にはビジネス関連のプログラム、Enterprise 
Accountancy Development、Rural Enterprise Development、Enhancement of the 
Market Skills Development Centre & Regional Training Program など、いくつか同時

に行なわれているのに対し、2000 年以降はビジネス関連については Assistance in 
Restructuring or Liquidating of Insolvent Enterprises の１つで、民営化や行政、大学

内でのプロジェクトに対する支援が出てきている。 
GTZ を始めとするドイツの支援は、日本と共にビジネス研修分野で期待されているようであ

る。以前 GTZ が支援していた Center for SME Development は、民間研修・コンサルティン

グ会社として独立し、UJCにも講師を派遣している。すでにドイツのババリアとはインターンとし

ての研修制度があり、今後ドイツ全体で四、五百名の管理職を受け入れるインターンシップ・

プログラムについて、「ウ」国商工会議所との間で交渉中であるという。これだけ大規模なもの

だと、カザフスタンでも活動しているインヴェント(InWEnt gGmbH：国際職業向上訓練・発展

公益有限会社)かもしれない32。その他にベルギーも本国での研修を無料で提供しているとい

う。 
EBRD は Turn Around Management (TAM)、Business Advisory Services (BAS)とい

う二つの TA プロジェクト（共に CIS 域内共通）と、Japan-Uzbekistan Small Business 
Program という中小企業金融プロジェクトを有している。 

                                                   
30 TACIS で 100 人のトレーナーを欧州で 1 ヶ月未満の研修を受けさせるのに、一人当たり 1 万 7 千ドルかかった計算に

なるという。 
31 EU と加盟国のよりよい理解を醸成するための非営利会社で、ビジネス・ベンチャー、貿易ミッション、教育・ビジネ

ス・技術における交流、インターネット・ソフトウェア、メディア、会議、セミナー、スポーツ、文化・交流活動など

を行っている。UJC のある IBC ビルの 11 階にあるそうだが、今回調査では訪問していない。 
32 インヴェントはドイツ産業界が出資し、国際的な視点も含めた高い知識や技能を有する人材の育成等を目指す「カー

ル・デュイスベルク協会」と、ドイツの 16 連邦州が出資し国際的な交流や社会的事業での連携・協力活動の発展等を目

指す「ドイツ国際開発財団」との機関の統合により、2002 年に新たに創設された公益法人で、職業に関する専門教育を

コーディネートとする組織としては欧州最大規模を誇る。職業訓練分野を中心とした国際協力や人材交流、人材育成及

び調査研究棟の事業を幅広く展開しており、そのプロジェクトには 2003 年の 1 年間で、ドイツ内外から約 5 万 5 千人が

参加した。 
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TAM は、マネジメント能力、ビジネス・プランニング、商品改善、コスト削減、現地及び輸出

市場の開拓などについてのアドバイスをするプログラムである。2003 年の評価報告書によると、

クライアント企業のうち従業員 250 人未満の会社では、企業取引高が 1 年以内におよそ 34%、

雇用レベルはおよそ 12%増加した。 
BAS は宣伝能力や品質基準についてのアドバイスをする現地のコンサルタントの専門性を

開発するプログラムで、中小企業のコンサルティング・プロジェクトの最大50%、9,000ユーロま

で負担し、これまで 1,400 以上のプロジェクトが行なわれた。 
Japan-Uzbekistan Small Business Program は、専門の技術支援を通した小企業の貸

付の中で、「ウ」国のパートナー銀行 4 行に信用限度額を広げさせ、より広い地域・対象グルー

プに融資を提供するのが目的である。予算は 2 億米ドルで、IFC も出資している。 
上記の中でも特に BAS は、地場コンサルティング企業の支援をしており、日本政府資金で

運営されていた経緯もあり、補完関係にあるプロジェクトとしてカザフスタンでは KJC と一定の

協力関係にある。地場コンサルティング企業に関しては、最近 ADBが「ウ」国コンサルティング

企業のコンソーシアムを立ち上げたという。 
UNDP が「ウ」国で行なった Sustainable Income Generation は中央・地方政府と非政府

組織のキャパシティ強化、また地方の雇用機会の改善のためのプロジェクトである。このプロジ

ェクトは 13 のビジネス・インキュベーターを設立したが、その中では SME 開発、ビジネス・コン

サルティング、マーケティング、技術サービスなどが提供されている。 
インドは毎年、企業家、学生、大学講師など 100 人を本国研修で受け入れている。CIS 諸

国向けの特別の財団を持っており、長期、短・中期どちらの研修も行っている。さらに「ウ」国の

大学に IT センターを設けている。若者に人気が高く、これまでに 600 人の卒業生がおり、

時々インド大使館で集まっている。 
中国も独自の研修プログラムを持っているが、中心はソフト・ローンとクレジット・ラインの提供

である。韓国の IT センターは、韓国で働く人33のための導入研修が中心である。フランス文化

センター、ブリティッシュ・カウンシル、ゲーテ・インスティテュートは、語学と文化のみであり、ビ

ジネス研修を行っていない。 
 
5-6 需要分析 

需要分析は、顕示された需要、すなわち実際にビジネスコースに応募してきた人々（顧客）

の分析と、潜在需要者の推定によって行う。なお、今回調査ではデータの制約により、応募者

データに代わり受講者データを用いる。 
 
5-6-1 顧客分析 

現状では、主力の 5 ヶ月コースである PMP の受講者の多くは、若手ビジネス人材とも言う

べき層である。図表 5-10 に見るように、最新 5・6 回の PMP において、昼間部の A１、夜間部

                                                   
33 1000 人規模の「ウ」国人が韓国で働いているという。 

48



 

 

の A2 共に、30 歳までの受講者が 78％となっている。また、図表 5-11 は第 4 回までの受講者

の職業別内訳であるが、夜間で 40％を占める合弁・外資などは典型的に若手ビジネス人材と

思われるが、それ以外のカテゴリーでもオーナー企業家より若い幹部・幹部候補生が多数で

ある。2 回目の PMP では若い企業家と起業希望者を重点的に受け入れていたが、現役の企

業家・起業希望者共に若手ビジネス人材ほど応募数が伸びないことが主な理由であるという。

これは、5 ヶ月の長期に渡って通い続けることのできる層を考えれば自然の成り行きとも言え

る。 
なお、第1期から4期までの受講者の年齢構成を見てみると、明らかに昼間コースでの若年

層の割合が高い。これは、企業家と起業志望者を対象に始めてみたものの、全日制の 5 ヶ月

コースに通うのは、失業中か就職していなくても大丈夫な経済力と時間的余裕のある若者でな

いと難しかったからだと考えられる。実際、１～4 期の修了者のバックグラウンドを見ると、昼間

コースの実に 4 割が無職である。また、働きながら5 ヶ月夜間コースに通い続けること事態が非

常に困難であり、ある企業家の受講者によると、この困難を乗り切れた今、事業だけの忙しさな

どなんでもないほどであるという。 
 
図表 5-10：PMP（第 5・6 期）年齢別受講者数割合 
            A-1（昼間）                       A-2（夜間）                

出所）UJC パンフレットを基に作成 
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図表 5-11：PMP（第 1～4 期）年齢別受講者数割合 

            A-1（昼間）                       A-2（夜間）                
出所）UJC パンフレットを基に作成 
 
図表 5-12：PMP（第 1～4 期）修了者専門バックグラウンド別割合 A-1（昼間） 

出所）UJC パンフレットを基に作成 
 
図表 5-13：PMP（第 1～4 期）修了者専門バックグラウンド別割合 A-2（夜間） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所）UJC パンフレットを基に作成 
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現在の 24～30 歳を中心としつつ 30 代も 2 割程度という受講生の構成は、第 5 期から昼間

コースを午後のみに凝縮して授業数の少なかった夜間コースを昼間コースと全く同じ構成に

強化した結果として、働きながら通う社会人の数が増えたことが反映されている。 
このように潜在的ターゲットのニーズに合わせたコース設計をすることで、受講者やその母

体となる応募者の構成が変わってくる点は重要である。すなわち、応募者を何らかの基準で選

考する以前に、応募者自身がコースのタイプにより自動的にプレ・スクリーニングがかけられて

いるのである。さらに言えば、現在の 5 ヶ月間に渡る「ミニ MBA」とでも言うべき集中プログラム

自体も、若手ビジネス人材にアピールするサービスである。同様に、中年の中小企業の起業

家に対しては結果の出るコンサルティングサービス、中・大企業の中堅以上の管理職には短

期の経営理論のアップデートなど、一般的にターゲットにより求められるサービスは変わってく

る。 
従って、「ビジネス環境の悪化により、企業家や起業希望者が減少している」という仮説につ

いては、それなりの実感はあるにせよ、PMP 自体が起業希望者向けではない点も考慮する必

要がある。真に起業希望者向けのみであれば、ビジネスプランの書き方を一から教えるのでは

なく、ビジネスプランコンテストなどで優秀な「目利き」による幾重ものスクリーニングをかけ、そ

の過程でビジネスプランをブラッシュアップするコーチングを行い、プレゼンテーションを行っ

て投資家を集め、その後の成長をメンターを通じて支援するなどといったアプローチが必要に

なる。同じ理屈で、「起業希望者が少ないから、商工会議所などを通じ企業家や起業希望者

に対する PMP のマーケティングを強化し、選考基準でもペーパーテストの点数より『起業の意

思』への配点をより高くする」とするのでは、本当に起業希望者を対象とすることにはならないこ

とにも注意が必要である。 
 
5-6-2 潜在需要者 

UJC ビジネスコースの潜在需要者には、中小企業経営者及び幹部、中・大企業の幹部と

幹部候補生だけでなく、起業希望者、新卒・退職などにより求職中の若者なども含まれる。さら

に、企業の中でも「政府系」企業には違った需要がある。コンサルティング企業や講師業など

学習結果を市場で売っていこうというところもある。さらにブハラを始めとする、地方での需要が

ある。以下、それぞれにつき詳しく検討していく。 
 
中小企業経営者及び幹部： 

中小企業の経営者、幹部は、売り上げを伸ばし企業を成長させるために、ビジネスコースの

ターゲットグループとして真っ先に挙げられることが多い。現状では UJC ビジネスコース受講

者の中では少数派であるが、夜間や週末の短期コースなどで救い上げるに足る市場規模であ

ると考えられる。 
「ウ」国に約 25 万社ある登記企業のうち零細企業が約 20 万、中小企業が約 3 万 3 千社あ

るとされている。MBA プログラムであれ日本型品質管理論であれ、ある程度の分業の進んだ
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組織を前提にしており、零細企業は経営管理研修の対象としては一般的に考えにくいが、現

在の「ウ」国の定義では従業員数最大 20 人まで零細企業に分類されるため、零細の中でも大

に属し成長志向のところは十分ビジネスコースの潜在需要者である。こうした層は、零細企業

20 万社のうち少なくとも中小企業と同程度存在すると考えられる。すると、ビジネスコースの潜

在需要者としては、6 万 6 千社（中小企業の約 3 万 3 千社及び、同程度の零細企業数の約 3
万3千社を想定）の何割が関心を持つかにかかってくる。一般的には、経営者の年齢が上がり、

企業として伸びが長年止まっているところでは、ビジネスコースを受講しようという意欲が低い

ので、経営者や企業のプロフィールの情報が入手できれば、6 万 6 千社の何割を潜在受講者

と考えることができるかの手がかりが得られると考えられる。 
なお、「ウ」国には設立後数日間しか存在しない企業、倒産しても手続きに手間隙がかかる

ために登録抹消しない企業、逆に公式に登録せずに活動している多数のインフォーマルセク

ター企業が存在するため、登記企業からの推計はあくまでも目安程度に考える必要がある。 
 
Box-3：「ウ」国の中小企業の定義 
「ウ」国政府の定義では、2003 年 8 月 30 日より前は、従業員数で製造業 10 人以下、非製造

業で 5 人以下を零細企業、製造業 40 人以下、非製造業 20 人以下を小企業、製造業 100
人以下、非製造業 50 人以下を中企業としていたが、大統領令により 2003 年 8 月 30 日以降

は、零細企業を製造業 20 人以下、非製造業 10 人以下とし、中企業のカテゴリーを廃止の

上、小企業を業種により 25 人以下（科学、科学サービス、運輸、通信、サービス、商店・飲食

店、その他非製造業）、50 人以下（冶金、機械、燃料、エネルギー、化学、農産物・加工品、

建設及び関連業種）、100 人以下（電灯、食糧、金属、木材、家具、建設資材）とした。 
 
出所）UJC ビジネスコース関専門家提供資料 
 
大企業の幹部と幹部候補生： 

いわゆる若手ビジネス人材はこのグループに属する。なお、大企業の子会社として、中小企

業カテゴリーに属している場合もある。 
大企業の経営者はビジネスコースに関心を持つとすれば、非常に厳選されたグループに対

する短期で最高品質のものであろうが、これは UJC が提供できる範囲を超えている。また、海

外留学帰りの幹部・幹部候補生も、UJC で提供できる範囲の知識は一通り身につけている。

従って、ここでの対象は、海外留学を経験していない幹部・幹部候補生である。「ウ」国には大

企業は 2 万社程度登録されている。大企業の場合、企業派遣の財務的余力が高い上、気に

入れば幹部・幹部候補生を何人も続けて送り込んでくるので、UJC の収益面の観点からは、

ターゲットの一部にする意味は大きい。しかしながら、大企業を主要ターゲットにしてしまうと、

貧富の格差拡大につながらないかという懸案が生じる。また、コースの一部のターゲットに据え

る場合でも、そのことが「ウ」国の経済の底上げに結果的につながるようなインパクト効果が想
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定されることを前提となっていることが必要であり、その取り組みは慎重に行うべきであろう。 
 
起業希望者、新卒・退職などにより求職中の若者： 

起業希望者の数を推計するのは困難であるが、現状では一般的に起業意欲が削がれる環

境にあると見られる。最近は汚職被害に対する法的救済措置や小規模・零細企業への課税を

軽減するなどの改善も見られるが、これらの実効性及び企業家精神への影響はまだ不透明で

ある。 
大学新卒については、経営学を比較的きちんと教授していると思われる高等教育機関が、

大学院・学部合わせて 8 校、経済学系でも 4 校に過ぎず、毎年の卒業・修了者数は数百人か

ら数千人規模とみられる。内、ウエストミンスター国際大学を除いては、UJC に匹敵する国際

レベルの授業が十分行われていないため、卒業・修了生が UJC ビジネスコースで学び直す

可能性は高く、実際にそうした学生がある程度存在する。 
 
「政府系」企業： 

ここでいう「政府系」企業とは、政府が株式を部分保有しているという形態ではなく、完全な

民間会社の形式でありながら主たる出資者・経営者が現役の政府役人である企業を指す。公

的には政府役人が二足のわらじを履くことは禁止されているというが、余剰資金を投資するシ

ニアレベルの官僚、留学帰りで自らも経営に参画する若手官僚など、ビジネスを行う官僚は多

く、タシケントの企業の何割かはこうした「政府系」企業ではないかという説もある。 
実際に UJC へもこうした企業から受講者が来ているという。特に、留学帰りの若手官僚の企

業では、出資者・社長本人の能力が高く、幹部もきちんと研修させようという意欲が見られると

いう。 
これら「政府系」企業は、官によるプレッシャーに対する抵抗力が当然高いので、ビジネス環

境悪化の中でも生き残って「ウ」国経済界を支える重要な役割を果たすと考えられる。 
 
コンサルティング企業・講師業： 

図表 5-12、5-13 にあるように、受講者の中にはコンサルティング業出身者がおり、また

PMP 修了後にコンサルティングを行うものも多い。社内で戦略コンサルティング的動きをする

ものを含めると相当数に上ると見られるが、これは本格的な MBA 教育を受けた人材が不足し

ているため、PMP 修了者の知識が社内でも市場でも認められやすいことを反映していると考

えられる。また、若手アソシエートに PMP を受講させ、修了後コンサルタントとして昇進させた

例もある。 
現在、コンサルティング企業数はタシケントで認知されているところが 25－30 社程度のよう

であるが、ブハラでも地元に 10 社程度存在することが確認されている。また、大学講師の多く

は個人的に外部で講師業を行っている。よって、地方まで含めれば、この業界の人材プール

も数百人から数千人に上ると見られる。 
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研修サービスを提供しているコンサルティング会社によると、厳しいビジネス環境にもかかわ

らず、生き残っている企業は確実にコンサルティングの課題を進化させている。例えば、初期

には起業関連の相談や資金アクセスの相談が多かったものが、人材管理の相談に来るといっ

た具合である。また、地方でも大企業の労働者が資金をためて自分のビジネスを立ち上げたり、

交易の歴史によるものかビジネス感覚に優れた若者が存在するので、ビジネス研修・コンサル

ティング市場は今後拡大しうると見ている。但し、コンサルティング・講師業界の拡大のために

は、やはりビジネス環境の抜本的改善を通じた経済の拡大が必要である。 
 
地方での需要と活動展開： 

現地コンサルタントの事前調査では、ブハラ州には 2 万社を超える企業があり、うち零細企

業が 1 万 7 千 8 百社強、小規模企業が 2 千 5 百社弱あり、小規模企業のうち半分以上は農

業経営者で製造業・サービス業は 1 千社に満たないとされている。この調査に基づき、小規模

企業の経営者と管理職、商工会などこれらを支援する業界団体のスタッフが、第 2 フェーズに

おける地方展開での UJC ビジネスコースの対象者として掲げられている。今回調査の情報を

元に、これを検討する。 
 まず、登録企業数は実態として稼動している企業数とはかけ離れていることも勘案する必要

がある。これは一度登録された企業は、実態がなくなっても抹消されずに残っていることが多く、

独立後経済環境が変化する中で、一度は登録されてもその後活動をやめている企業が多い

からである。例えば州全体を統括するブハラ商工会議所は、昨年 10 月 1 日の時点で 7600
社がメンバーだったが、今年に入って実態調査をした結果、800 社しか実態のある企業として

確認できなかったという。もちろん業界ごとに団体化されていて商工会のメンバーで無い企業

も多数存在しているが、登録企業数 2 万社という数字は大きく割り引いて考えたほうがよさそう

である。 
より重要なのは、少なくとも何千社かはあるであろうブハラ州の企業に、ビジネス研修の需要

があるかである。まず、これまでに月 22 ドルから 25 ドルで会計やコンピューターのコースが実

施されていること（補助金あり）、商工会議所などが政策の変更があった時にもセミナーを実施

34していることから、少なくともブハラ市内や近郊の企業にとっては、ビジネス研修の存在は知

られていると考えられる。また、ユーラシア基金（USAID 系）などドナーの支援を受けたりして、

ビジネスプランの相談に乗るコンサルティング企業が 10 社程度存在している（平均すると 1 社

3 人で、社員の年齢は 30－40 歳程度）。 
他方、総合的ビジネス研修はこれまで行われておらず、導入に当たっては慎重さが求めら

れる。現地コンサルタントは 5 社を回ったが、ビジネスコースの必要性を理解してもらえなかっ

たため、導入セミナーを提案している。しかし、こうした導入セミナーで研修の重要性を訴えて

も、効果は薄い可能性もある。実際、今回調査で面談した企業も、ニーズは座学の研修よりも、

日系企業とのビジネス・マッチングや特定の課題に対するコンサルティングであった。過去に

                                                   
34 最近では、WTO 加盟に関するセミナー（イタリア大使館が協力）、中小企業に関する法律研究セミナーが行われた。 
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おいて地方で UJC が行ったセミナーも、マレーシアにおける日系企業の進出形態など、単発

のセミナーであったり、特定の企業に対するテーラーメードのコースに限られていた。 
 従って、ブハラで活動を展開していくに当たっては、現地コンサルタントの提案しているような、

中小企業の経営者・管理職を対象に、3～6 日間ずつ経営管理、マーケティング、戦略計画、

財務管理などのテーマでコースを提供することは、現状ではリスクが大きいと思われる。それら

のテーマについての明確なニーズが確認されるまでは、以下の取組みも想定される。 
 

 これまでの商工会のセミナーのように、企業全てに影響を与える政策・法規制の変更につ

いての単発のセミナーがある場合、それに相乗りして個別またはグループでの企業相談

を実施し、さらなるニーズを発掘する。 
 ブハラにも存在する、BukharaTex, Bukhara Oil Refinery, Bukhara Milk Plant など

の大企業に対し、テーラーメードのコースを提案する。（但し、大企業は主要ターゲットと

はせず、収益性確保の手段としての位置づけであることに留意する必要がある。） 
 

他方、商工会など地元企業を支援する業界団体のスタッフを対象とした研修は、フィーを取

らない TOT として実施するのであれば、有効であろう。ブハラ商工会は、州の中に 13 ある区

のそれぞれにある、インフォーメション・コンサルテーション・センターに、50 人のスタッフを抱え、

彼らに対する研修を要請している。これは、現在タシケントで全国商工会議所や女性企業家

協会が、地方展開のために TOT を要請しているのと同様である。地方展開ではフィーを取っ

てのビジネスコース展開は難しい面もあり、こうした現地機関のネットワークを生かすための

TOT 戦略が適していると考えられる。 
なお、昨年までの企業家会議所が商工会議所に改組され、シャイコフ元駐日大使が会頭に

なり、商工会議所の機能が拡充されつつあるのは、「ウ」国のビジネス環境改善において数少

ない機会である（終了時評価調査実施時点）。新しい機能としては、例えば法的保護サービス

がある。税務機関、消防署など、政府機関は立ち入り検査の回数が義務付けられているが、

検査がしばしば恣意的に行われているとの話もある。商工会は、メンバー企業に外部機関から

チェックが入った時、企業の利益を守るための支援をする。また、メンバー企業に債権があり、

他の企業が返済しない時、裁判になると手数料がかかるが、裁判手数料を免除されている商

工会が代理人となって債権回収裁判を行うことができる。さらに、商工会の代表部を欧州など

に設け、「ウ」国の企業・商品を紹介していく計画である。商工会議所はこれらの活動を行う十

分な予算を与えられていないともいい、地方の中小企業支援において、日本やドイツに期待

するところが大きい。 
 さらにTOTを考える上では、すでに現地で活動しているコンサルティング企業やその予備軍

に対する研修も重要であろう。これは、彼らは商工会などに比べて市場の洗礼を受ける立場に

あり、他方、タシケントのコンサルタント企業であっても、過去にドナーの手厚い支援を受けたと

ころ以外は、能力が不足しているところが多いように見受けられるからである。 
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5-7 提言 
 

 基本方針：名声の確立→効果の拡大。現地 MBA 市場が確立されない限り、PMP を堅

持。短期的には、名声を確立することが、「ウ」国内での影響力を拡大し、間接的に市場

経済化・民主化にもつながる。 
 

 UJC ビジネスコースの現在のコア・コンピタンスは、よい講師が経営学全般について講義

すること。逆に、全ての分野で深みを求めたり、コンサルティングに進むのは、現在のリソ

ースでは限界がある（あるいは、日本から送る専門家の構成を大幅に変えざるをえない）。

→補完的な外部活動と連携する。Pragma/EDC（会計訓練、金融フェア）、BAS（地場コ

ンサルティング企業の振興）、商工会（企業の法的支援、企業相談）など。 
 

 商工会議所（など）を、中小企業経営者の受講者の取り込みと地方展開のチャンネルとし

て活用する。 
 現在の新聞広告が、多くの中小企業経営者の目に触れていない可能性、あるいは

目に触れても評価する材料が無いために応募しない可能性が高く、商工会議所など

を通じたプロモーション活動は効果が期待できる。 
 ただし、UJCの質とターゲットを考えると、地方での量的拡大には相当の投入が必要

になることから、商工会議所などの企業相談職員の TOT を中心とすることが考えら

れる。UJC が提供している内容は、タシケントの企業にとってもしばしば全くの新しい

知識であることもあり、これまで同様の内容であれば、地方の零細・小企業向きでは

ないと言える。ただし、TOT を無料で実施する場合は、PMP の短期専門家の空き時

間に行うなど、コスト増・減収にならない工夫が必要。 
 

 フィーを上げることで、切実に自分のビジネスや管理職のキャリアに生かしたい人をスクリ

ーニングする効果があると考えられる。しかしながら、フィーを上げた場合は、その一方で、

ニーズの高く支払能力の限られた人を救う工夫として、分割払いやスカラーシップ制を導

入することも検討も必要となろう。スカラーシップ制は、直接の金銭授受ではなく、受講料

の減額で対処する方法が考えられる。 
 

 ひとつの選択肢として、現地化は可能だが、現行人材の能力向上か外部人材の導入か

の検討が必要。海外帰りなど優秀な若手人材が存在し、それが他ドナープロジェクトの

100％現地化の鍵になっている。ただし、現地化を進めるのであれば、現地化のための複

数年計画を作り、年次行動計画に落とし込んだうえで、現地講師も含め、TOT に相当の

投入をすることも必要になってくるであろう。 
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 「日本センター」としての特性と、「ウ」国の現在の状況における外国人存在の大きさを考

えると、日本人講師割合の一定規模の確保の意義は大きい。日本人講師の有効活用と

一部現地化を両立させるためには、TOTを意識して、現地講師とペアで授業をするという

方法が考えられる。費用削減を考えれば、中期的に、コンサル一括受注の対象を CIS 諸

国全体に広げ、その中で地域を統括する現地張り付きの人材を確保することも一案。 
 

 入り口と出口の把握：入り口については、応募者のプロフィールのデータベースを、経営

判断の材料として活用すべく整える。PMP のみならず、より短期のコースについてもプロ

フィール・データを取ることで、受益者のターゲティングが行いやすくなる。出口について

は、修了者のトラッキングに加え、労働市場自体の情報を収集し、起業のみならず雇用可

能性を高める講義に対する市場のフィードバックを得ていく。 
 
 
BOX-4：現在の「ウ」国における UJC の政治外交的重要性 
 

2004年8月には、川口外相（当時）の中央アジア4カ国歴訪に際に「中央アジア＋日本」構

想が打ち出され、「中央アジア＋日本」対話・外相会合が行われており、今後も種々のレベル

でこの対話が継続されることになっている。UJCプロジェクトにとっては、近隣諸国の日本セン

ター共々、域内連携という新たなミッションを負うことになった。こうした動きは日本単独のもの

ではなく、過去数年間の「ウ」国の関係する地域協力枠組みと国政政治の動きはめまぐるしく、

UJCプロジェクトもこれを注視していくことが必要である。 
「ウ」国は、反露親欧米の地域協力体GUUAM（グルジア・ウクライナ・ウズベキスタン・アゼ

ルバイジャン・モルドバ）から2005年5月に脱退、同月のアンディジャン事件を契機として欧米

との関係がさらに冷え込み、7月には米軍のアフガニスタン介入の基地となったカナバッド空

軍基地から6ヶ月以内の撤退勧告までなされた。欧州もビザなどで実質的な制限を受けている

ようであるが、欧州安保協力機構（OSCE）35は別のようである。2005年7月にはOSCE事務総

長とカリモフ大統領・ガニエフ外相とが会談し、今年後半にOSCEが予定している中央アジア

経済統合会議を、ウ国側がホストする用意があることを確認しているが、民主化を推進するた

めに、法の整備、政治の透明性の確保、メディアの改革などを通じて、市民社会を成熟させ欧

州周辺地域の安定化を目指そうとする、OSCEの政策提言を受け入れる姿勢はこれまでウ国

に無かっただけに、注目される動きである。 
他方2004年6月17日にタシケントで上海協力機構（SCO）首脳会談を開催するなど中国・ロ

シアとの関係が緊密化する中、2005年7月には呉儀副首相の「ウ」国訪問中に、中国が「ウ」

国の原油・天然ガス分野へ6億ドルの投資を行う協定に調印した。ロシアも、これまでのエネル

                                                   
35 欧州安保協力機構。ヨーロッパと大西洋の 55 の国（米・露を含む）や団体が集まり、1960 年代中頃から活動が始ま

り、1975 年のヘルシンキ宣言で知られる全欧安保協力会議(CSCE)を母体として、1995 年 1 月に名称を OSCE に変更し、

常設機構として発足した。コソボ紛争や米国で起こった同時多発テロ以降、活動がさらに活発になっている。 
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ギー分野での投資に加え、携帯電話市場から撤退する東南アジア企業の株式を取得するな

ど、投資を拡大している。 
米国、欧州、ロシア、中国という大国の力関係の中で、内政への干渉を避けつつ実利を引

き出そうとする「ウ」国に対し、最大のODA供与国である日本も独自の地域協力枠組みで存在

感を示そうとしてきたわけであるが、アンディジャン事件以降ウ国の立つ欧米親露親中国の立

場が明確になる中で、日本の存在が一層重要になっているように見える。ロシア・中国はドナ

ーでないため、欧米の援助が停止に向かう中、日本は「ウ」国の歓迎する西側唯一のドナーと

なっている。UJCは経済分野での技術協力唯一のプロジェクトであり、「ウ」国の政府・民間双

方から高く評価されていることは、日本にとっては数少ない「ウ」国へのパイプであり、間接的に

市場経済化を支援するプロジェクトであることから、UJCが存続し情報力を高めていくことは、

現在の状況において中央アジアの安定のために重要と言える。 
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第 6 章 提言と教訓 
 
6-1 総論 
 本プロジェクトは継続的に第 2 フェーズに入ることを想定していることから、第 1 フェーズにお

ける成果と教訓を十分に踏まえ、第 2 フェーズの実施の枠組み及び活動計画の策定に反映さ

えることが重要である。そのことにより、効率的・効果的に事業を実施し、より大きなインパクトを

生んでいくことを目指すものとする。 
 
（１）三本柱の活動の相互連携 

「ビジネスコース」、「日本語コース」、「相互理解促進事業」の 3 つの活動については、相

乗効果を高めるために、それぞれの活動間の連携を強めていく。 
（２）計画及びモニタリング 

成果を重視したプロジェクト運営を図るために、詳細な年間活動計画を策定し、かつ進捗

状況を定期的にモニタリングしながら、継続的改善を行う。 
 
6-2 センター運営 
（１） 人材育成計画の策定・実施 

UJC の運営・活動に関するスタッフの能力は、OJＴや日本での研修等を通じて向上し

てきているものの、それらを効果的・効率的に実施するためには、さらなるレベルアップ

が必要である。このため、さまざまな研修を組み合わせながらスタッフの育成を強化して

いくこととし、そのために戦略的な人材育成計画を策定する。 
（２） UJC の支出について 

１）税の優遇措置 
UJC を効率的に運営するためには、第 1 フェーズと同様に、「ウ」国政府関連当局は、

税の優遇措置を UJC に対して与えることとする。 
２）見返り資金 
第１フェーズの実施協議時において「UJC の共益費は『ウ』国側の支出とする」ことで、

「ウ」国側、日本側の両者で合意しているが、現状では日本側が支出をしている。第２フ

ェーズにおいては「ウ」国側が、ノンプロジェクト無償の見返り資金の活用の検討等により

支出を行うこととする。また、見返り資金については、共益費以外の活動への支出も含

めたかたちで活用することを、「ウ」国政府、日本両政府による積極的な検討を求めるこ

ととする。 
 
6-3 ビジネスコース 
（１） コースの継続的改善 

ビジネスコースのうち、特に若手ビジネス人材の育成や起業家の養成を対象としたミニ

MBA タイプの A コースは、「ウ」国内において高い評価を得てきている。しかしながら、
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同国の中小企業が直面している多様な課題・問題に対応するためには、コース設計及

び運営にさらなる改善が必要となっている。このため、様々な手段によりコースの成果を

モニタリングすること、その結果をコース設計・運営に確実にフィードバックすることにより、

継続的改善を図ることとする。なお、「障害者のためのビジネスコース」、「女性企業家支

援」、「観光促進」といったテーマ・分野についても第 2 フェーズでの取り組みが求められ

る。 
 

（２） 面的拡大 
インパクトを高めるための面的な拡大の方法として、「ウ」国商工会議所や関連の社会・

経済団体との連携により、それらを通じて日本の経験や日本の経営システムを広く紹介

していく。合わせて、それらの協力団体が行う「ウ」国の中小企業の経営改善のためのプ

ログラムに対して、技術的支援や助言を行うといったアプローチも行うこととする。また、

ブハラ等への地方展開を出前講座等にて行う。 
 

6-4 日本語コース 
（１）コース数の増加 

これまで日本語コースでは、初級レベルから上級レベルまでニーズに応じた様々なコー

スを実施してきている。しかしながら応募者数に対してコース数が不足しているため、コ

ースの数を増やすこととする。 
（２）日本語教育拠点としての機能強化 

UJC は、「ウ」国内における日本語教育の拠点としての役割を担ってきているが、さらに

その機能を強化することが期待される。このため、第２フェーズにおいては、１）日本語教

材のウズベク語化、２）日本語教師の育成の促進、３）日本語教師に対する技術的支援、

４）日本語教師間のネットワークの強化、に取り組むこととする。 
（３）学習動機維持の工夫 

「ウ」国一般市民にとっては日本人に接する機会や日本語を使う機会が非常に少ないこ

とから、日本語学習の動機を持ち続けられるような工夫が必要である。このため、日本語

クラスに参加すること自体が目的となるクラス、例えば「アニメ・ドラマを通して学ぶ日本

語」、「日本文学を読む」などといったクラスを設けることとする。 
（４）翻訳者・通訳者育成コースの実施 

日本語能力を生かして収入を得るまでになっている「ウ」国民は非常に少ない。ついて

は、それらのニーズに応え、かつ日本語教育全体のレベルの向上のためにも、本格的

な翻訳者・通訳者育成のコースを実施する。 
 
6-5 相互理解促進事業 
（１）双方向の情報発信 

第一フェーズにおける活動では、「ウ」国に対する日本についての情報提供が中心とな

っていた。しかしながら「ウ」国、日本の両国民の相互理解を促進するためには、それぞ
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れの情報を双方向に発信していくことが不可欠である。また、これに加え、日本国内で

「ウ」国に関連する活動を行っている団体やグループとも連携を強めていくこととする。 
（２）地方展開及び情報発信機能の強化 

地方においては日本の情報等に対するアクセスする機会が少ないことから、相互理解

促進の活動の地方展開を進める。また、UJC が提供する情報の内容の充実、多様化を

図りながら、UJC の情報発信機能を強化する。 
（３）留学情報の一元的提供 

日本への留学情報を UJC で一元的に提供する。さらに、日本に出発する留学生に対し

て、必要に応じて、事前オリエンテーションや日本語研修を UJC で行うこととする。 
 

以上 
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1. 調査日程





面会者リスト

　　　ミッションのサブグループ

日 時間 場所 面会者所属先 役職 氏名（敬称略） 備考
出席サブ
グループ

10:00-11:00 JICAウズベキスタン事
務所(JICA)

JICA
副所長 浅見 栄次 ③④

所長 稲葉　泰
調整員 上田博之
ビジネスコース専門家 関　忠夫
日本語コース専門家 福島　青史
JOCV 福田　笙子

15:00-16:00 UJC 所長 稲葉　泰
16:30～ JETRO JETRO 所長 下社　学 ④
17:00～ UJC 調整員 上田博之 ③
11:00-12:10 UJC シニアボランティア日本

語講師
佐々木節子 ③

11:00-12:00 UJC ビジネスコース専門家 関　忠夫 ④
12:10～ UJC 調整員 上田　博之 ③④
14:30-15:00 UJC 図書館司書 Ms. FAYZIEVA Nodira

フ ァ イ ジ エ ワ ・ ノ デ ィ ー ラ
③

14:30-15:30 UJC 講師(Lawyer) Ms. RAKHMATULIAVNA Tamila
ラ フ マ ト ゥ リ ャ ブ ナ ・ タ ミ ー ラ

④

15:00-15:30 UJC C/P、会計担当 Ms. YUSUPOVA Gulmira
ユ ス ー ポ ワ ・ グ ル ミ ー ラ

③

15:30-16:00 UJC 通訳、現地講師 Mr. RAKHMANOV Kakhramon
ラ フ マ ノ フ ・ カ フ ラ モ ン

③

総務・相互理解担当 Ms. SHAMAKHMUDOVA Rano
シ ャ マ フ ム ー ド ワ ・ ラ ー ノ

③

IT担当 Mr. KUSHNIR Mikhail
ク シ ニ ー ル ・ ミ ハ イ ル

③

16:00-17:00 UJC ビジネスコース専門家 関　忠夫 ④

MBMコース講師 Ms. Narinyan Sofia
ナ リ ニ ャン ・ ソ フィ ア

MBMコース講師 Mr. FARSHI-DJALALI Bakhram
フ ァ ル シ - ジ ャ ラ リ ・ バ フ ラ ム

10:00-11:15 UJC 所長 稲葉 ①
10:00-11:00 JOCV 隊員 福田 ③
11:15-13:00 UJC 日本語コース専門家 福島 ①③
14:30-16:00 UJC 調整員 上田 ①③
16:00-18:30 UJC ビジネスコース専門家 関 ①③④

職員（PO) Ms. キム・ユリア 事務担当

職員（PO) Mr. フサノフ・ラフシャンベク 教材のウズベク語化担当

10:00-10:30 東洋学大学 日本語講師 菅野怜子 在ウズベク14年

10:30-11:00 東洋学大学 日本語講師 Ms. イブラギモワ・マリカ 講座長

3年生 Mr. ムタロフ・アブドハミド UJC以外の日本語学習者

3年生 Mr. ムサエフ・ダブロン UJC以外の日本語学習者

UJC 非常勤講師
Ms. ゲラシｪンコ・ヴィオレッタ

UJC受講生（上級1）
東洋学大学卒業後編入

ジェトロ
職員 Mr. バラトフ・ウミド

UJC受講生（上級1）
UJC日本語コース一期生

Mr. ピロゴフスキー・コンスタンチン
UJC受講生(初級1)
剣道・合気道（相互理解の書道
コースにも参加）

Mr. ドン・アレクサンドル
UJC受講生(初級2)
漢字辞典

Ms. ミルハミドワ・ナブルーザ
UJC受講生(中級1)
年少1の一期生（年少コース終了後
中級1に進級）

Ms. マリコワ・ナシーバ
UJC受講生(中級2)
独学を経て中級Ⅰに編入

ラズィクバエフ・イスラムの母および
兄

帰国子女コース保護者
(元大使館勤務）

ハイダロワ・ディナラ／セバラの母
帰国子女コース保護者
（元JDS留学生）

16:30-17:00 UJC 非常勤講師 Ms. ツァイ・マリーナ 通訳コース受講生

専任講師 Ms. ウマロワ・ムノジャット 日･ウ辞典、ウズベク語翻訳も担当

専任講師 Ms. イワノワ・マリーナ

7:00～ *終日同行 ウズベキスタン商工会議
所　ブハラ州地域局

副局長 Mr. SAIDAKHMEDOV Kakhramon
サ イ ダ フ メ ド フ ・ カ フ ラ モ ン

8:00-9:00 ホテル「OLMOS」 OLMOS Director Ms. FAYZIYEVA Dilorom
フ ァ イ ジ エ ワ ・ デ ィ ロ ロ ム

9:00-9:30 Stiks Feniks ltd.社
(タオル製造）

Stiks Feniks ltd.社
Commercial Director Mr. SANOEV Toshpulat

サ ノ エ フ ・ ト シ ュ プ ラ ー ト

9:30-13:00 Image Textile社 Image Textile社 Director Mr. NOROV Bozor
ノ ロフ・ ボゾール

終日 サマルカンド市内 Tourist Information
Center（設立中のNGO) 設立者 山本雅宣

元サマルカンド外国語大学講師
（その他日本語ガイド見習いの若
者多数同行）

②

所長 柳沢　香枝
副所長 浅見　栄次
所長 稲葉　泰
調整員 上田　博之

14:30～ UJC (UJC図書館利用者） ③

Manager Mr. MAMATBAEV Yakhiojon
マ マ ト バ エ フ ・ ヤ ヒ オ ジ ョ ン

Assistant Mr. RUSTAMBEKOV Ulugbek
ル ス タ ム ベ コ フ ・ ウ ル グ ベ ッ ク

一等書記官 Mr. SASATANI Yoshifumi
三等書記官 北村弘子

Ms. KHALMATOVA Tamara
ハ ル マ ト ワ ・ タ マ ー ラ UJCビジネスコース昼間部受講生

(PMP4)

Ms. KIM Elena
キム ・エレーナ UJCビジネスコース昼間部受講生

(PMP4)

Ms. SABITOVA Khusnora
サ ビ ー ト ワ ・ フ ス ノ ー ラ UJCビジネスコース昼間部受講生

(PMP4)

Ms. GAZIEVA Saida
ガ ジ エ ワ ・ サ イ ー ダ UJCビジネスコース昼間部受講生

(PMP5)

Mr. YUSUPOV Tulkin
ユ ス ー ポ フ ・ ト ゥ ル キ ン UJCビジネスコース昼間部受講生

(PMP5)

UJC

7/25(月）

④

UJC18:30-20:30

①③④

USAID
Enterprise Development
Project (EDP)

14:30～

15:30-17:00 UJC

③④

④

②

②

17:00-17:30

東洋学大学11:00-11:30

UJC11:30-13:00 ウズベキスタン日本人材
開発センター(UJC)

①JICA（立原、鈴木）、通訳（小島）
②日本語団員（小林、濱部）
③評価分析（松本）
④ビジネスコース計画（籠橋）
*敬称略
**鍵となる組織と思われる機関・人物の連絡
先を記載

UJC

UJC

UJC

7/22(金)

7/22(金)

17:00～

15:00-15:30

UJC

EDC

JICA JICA

UJC

日本大使館

①②③④

10:00-12:00

①②

7/24(日）

①④

日本大使館

7/23(土)

7/23(土)

UJC

UJC

12:00-13:00

14:30-15:30

15:30-16:00

9:30-10:00

7/21(木)

2. 面会者リスト



面会者リスト

Director Mr. UHRES Johann

Vice-Director Ms. ジャクリーン
11:00～ UJC UJC 相互理解事業担当 Ms. PIRMATOVA Aziza

ピ ル マ ト ワ ・ ア ジ ザ
③

14:30-15:00 韓国コンピューターセン
ター
Uzbek-Korean IT
Training Center

韓国コンピューターセン
ター

所長 Mr. INOGAMOV Rashod
イ ノ ガ モ フ ・ ラ シ ョ ッ ド

③

14:30～ UJC UJC ビジネスコース講師 Mr. JURABOEV Kahramon
ジ ュ ラ ボ エ フ ・ カ フ ラ モ ン

④

15:30-16:30 TACIS TACIS Director Mr. AHUNJANOV Shuhrat
ア フ ン ジ ャ ノ フ ・ シ ュ フ ラ ッ ト

④

15:30-18:30 UJC （日本語調査取りまと
め）

①②③

Ms. KIM Yuriy
キム・ ユリー UJCビジネスコース夜間部受講生

(PMP4)

Mr. KHUDAYBERGENOV Khikmatulla
フ ダ イ ベ ル ゲ ノ フ ・ ヒ ク マ ト ゥ ー ラ UJCビジネスコース夜間部受講生

(PMP4)

Mr. RASHIDOV Otabek
ラ シ ー ド フ ・ オ タ ベ ッ ク UJCビジネスコース夜間部受講生

(PMP4)

Ms. MATVIENKO Irina
マ トヴィエンコ・ イリーナ UJCビジネスコース夜間部受講生

(PMP5)

Ms. KIM Victoriya
キ ム ・ ビ ク ト リ ア UJCビジネスコース夜間部受講生

(PMP5)

Mr. RUZIEV Ulugbek
ルジエフ・ ウルグベック UJCビジネスコース夜間部受講生

(PMP5)

11:00～ Mitsui & Co., Ltd. In
Tashkent

Mitsui & Co., Ltd. In
Tashkent

Representative Mr. HOSOGOE Takeshi ④

対外経済関係分析・予
測総局長 Mr. KHABIBULLAEV Salonbek

ハ ビ ブ ラ エ フ ・ サ ロ ン ベ ッ ク

アジア太平洋局長 Mr. HADJIMETOV Mahmudjon
ハ ジ メ ト フ ・ マ フ ム ド ジ ョ ン

13:00～ NEC Tashkent
Representative Office

NEC Tashkent
Representative Office

Chief Residential
Representative

Mr. KAWABATA Atsushi ④

洋裁店 洋裁店
Ms. IRGASHEVA Lali

イ ル ガ シ ェ ワ ・ ラ リ
①③④

窓枠メーカー 窓枠メーカー
Ms. SADIKOVA Guzal

サ デ ィ コ ワ ・ グ ザ ル
③④

大工店 大工店
Mr. TULYAGANOV Mukhammad

ト ゥ ル ヤ ガ ノ フ ・ ム ハ ン マ ド
③④

17:30-18:30 JETRO JETRO 所長 下社 ①
10:00-12:00 ウズベキスタン商工会議

所
Chamber of Commerce
and Industry of
Uzbekistan

ウズベキスタン商工会議
所

会頭(Director) Mr. SHAYKHOV Alisher
シ ャ イ ホ フ ・ ア リ シ ェ ー ル

①③④

所長 柳沢　香枝
所員 浅見　栄次
所長 稲葉　泰
調整員 上田　博之
ビジネスコース専門家 関　忠夫
日本語コース専門家 福島　青史

7/29(金） 11:20～ UJC UJC ビジネスコース専門家 関　忠夫 ④
対外経済関係分析・予
測総局長 Mr. KHABIBULLAEV Salonbek

ハ ビ ブ ラ エ フ ・ サ ロ ン ベ ッ ク

アジア太平洋局長 Mr. HADJIMETOV Mahmudjon
ハ ジ メ ト フ ・ マ フ ム ド ジ ョ ン

7/31(日) （なし）

対外経済関係分析・予
測総局長 Mr. KHABIBULLAEV Salonbek

ハ ビ ブ ラ エ フ ・ サ ロ ン ベ ッ ク

アジア太平洋局長 Mr. HADJIMETOV Mahmudjon
ハ ジ メ ト フ ・ マ フ ム ド ジ ョ ン

17:30～ UJC UJC Program Officer Ms. TADJIBAEVA　Gulnara
タ ジ バ エ ワ ・ グ ル ナ ー ラ

④

特命全権大使 楠本祐一
一等書記官 .Mr. SASATANI Yoshifumi

11:30～ UJC UJC Program Officer Ms. BAYDADAEVA Nargiza
バ イ ダ ダ エ ワ ・ ナ ル ギ ー ザ

④

14:00～ UJC UJC Program Officer Mr. YULDASHEV Abdurasul
ユ ル ダ シ ェフ ・ ア ブド ゥ ラス ー ル

④

Director Mr. INAMOV Shanobiddin
イ ナ モ フ ・ シ ャ ノ ビ ッ デ ィ ン

Consultant Mr. TSOY Vladislav
ツ ォイ ・ ヴ ラジ ス ラフ

大臣 Mr. AZIMOV
    　　　アジーモフ・ルスタム

 Rustam

第一副大臣 Mr. NAJIMOV Nasriddin
ナ ジ ー モ フ ・ ナ ス レ ッ デ ィ ン

対外経済関係分析・予
測総局長 Mr. KHABIBULLAEV Salonbek

ハ ビ ブ ラ エ フ ・ サ ロ ン ベ ッ ク

アジア太平洋局長 Mr. HADJIMETOV Mahmudjon
ハ ジ メ ト フ ・ マ フ ム ド ジ ョ ン

対外経済関係分析・予
測総局長 Mr. KHABIBULLAEV Salonbek

ハ ビ ブ ラ エ フ ・ サ ロ ン ベ ッ ク

アジア太平洋局長 Mr. HADJIMETOV Mahmudjon
ハ ジ メ ト フ ・ マ フ ム ド ジ ョ ン

8/1
(月）

18:30～

7/26(火）

JICA

UJC

JICA15:30-19:00

④

15:00～

対外経済関係投資貿易
省

7/28(木）

UJC

女性企業家協会(BWA)

7/27(水）

④

①③

女性企業家協会(BWA)9:30-11:30

対外経済関係投資貿易
省

12:00-13:30

7/27(水）

①③④

7/30(土）

①

対外経済関係投資貿易
省

対外経済関係投資貿易
省

15:00-16:00

9:30-10:30

11:00-12:00

①②

対外経済関係投資貿易
省

対外経済関係投資貿易
省 ①

フランス文化センターフランス文化センター

8/2
(火）

①③④

①

日本大使館10:00-11:00 日本大使館

対外経済関係投資貿易
省

レストラン「Sayor」19:30～

①

対外経済関係投資貿易
省

16:30-17:00 対外経済関係投資貿易
省

Rhythm PlusRhythm Plus
（コンサルタント会社）

15:00～
ブハラ調査担当会社 ④
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「ウズベキスタン日本人材センター」評価グリッド

評価項目 調査大項目 調査小項目 判断基準・方法 必要な情報・データ 情報源 データ収集・調査方法

長期、短期専門家 各分野、人数､派遣期間、時期の投入内容 長・短期専門家派遣実績、専門家報告書

調査団派遣実績 各分野、人数､派遣期間、時期の投入内容 調査団派遣記録、関連調査団報告書

機材供与 投入機材の種類や数量、さらに目的 資機材供与実績、専門家報告書

研修員受入 研修受入人数と期間、研修内容 日本研修記録、研修員受入実績、専門家の観察

現地活動費 活動予算額と支出内容 現地業務費投入実績、専門家の観察

プロジェクトの管理、支援体制 支援体制 JCC開催実績記録、専門家の観察

ウズベキスタン側投入 C/P配置、ローカルコスト負担 PO、C/P及び支援スタッフの配置状況、専門家の観察 配置実績、JCC議事録、実施運営総括表、投入実績表

投入は計画通りだったか 投入計画、投入実績 PO、専門家の観察 実施運営総括表、投入実績表

活動進捗状況 活動は計画通りに進捗したか プロジェクトの活動状況は計画通りであったか？ R/D（PO＆APO）と進捗実績との比較、専門家の観察
R/D、プロ形・実施協議・中間評価調査報告書、四半期報告書
等の各種報告書、専門家、C/P

C/Pの責務と役割 先方実施機関に自助努力が見られたか（全体計画・実施・モニタリング機能）
プロジェクトのなかでのC/Pの役割、また「主体性、積極性」という面での変化は？
C/Pへの技術移転（本邦研修、OJT、個別研修の実施）
第1フェーズの実施体制（C/Pの位置づけ、配置、JCCメンバー）・運営体制（責任者、ステータス）

モニタリングの実績報告、専門家の観察 専門家報告書、専門家、C/P 資料調査、インタビュー

予算の手当て、相手側の関与は十分か？ ウズベキスタン側はどの程度負担しているか 相手方の投入実績 四半期報告書、投入実績表 資料調査

C/Pの配置は適正か？ C/Pの配置はプロジェクト実施に関して十分であったか 事業進捗報告書、専門家報告書 C/P配置一覧、専門家 資料調査、インタビュー

その他 プロジェクト期間中の試行錯誤 当事業の当該国での位置づけ、プロジェクトの広報啓蒙の有無、その他留意事項 事業進捗報告書、専門家の観察 四半期報告書、専門家報告書、専門家、C/P インタビュー

相手国ニーズとの整合性（国家目標・開発政策と
の整合性）

上位目標は当該国の開発政策や開発ニーズに合致していたか？
上位目標は、当該国が目指す方向と共通であったか？（また、一環性があったか）
プロジェクトが目指す目標について、関係者の理解が得られていたか？

ウズベキスタン開発政策、人材養成の国家プログラム計画
国家開発計画・人材養成の国家計画資料、ウズベキスタン政
府機関（対外経済関係省・大学長他）、専門家、C/P

資料調査、インタビュー

プロジェクトはターゲットのニーズに合致しているか？（支援事業の選定、特に支援方法・アプロー
チは適切であったか）

現場ニーズにあったものか？事業の選定、その支援アプローチは妥当であったか？ターゲットは明確であったか？

相手国の状況の変化にどう対応したか？（センターを取り巻く環境への柔軟性、相手側の期待と
対応）

市場経済化の状況はどう変化したか？またプロジェクトの対応、戦略は適切であったか？

日本の援助政策・国別事業実施計画の一環であ
るか

協力内容は我が国及びJICAの重点方針に合致（整合）しているか？ プロジェクト開始時及び最近の援助方針 我が国の対ウズベキスタン援助政策
外務省国別援助計画、平成16年度JICA国別事業実施計画
（重点分野）、日本センター戦略会議、専門家

資料調査

妥当性に関する、その他情報、考察等
JICAが進めようとしている日本センターのコンセプト（ビジョン）からみた妥当性、事業実施上の適
切性

事実確認と適正度判断 JCCでの議題・内容、関係者の意見 日本センター戦略会議、専門家、C/P 資料調査、インタビュー

例：

プロジェクト成果はプロジェクト目標を達成するの
に十分であったか？成果発現から上位目標に至
るまでの論理構成の適切性

プロジェクトの実施によって、受益者／ターゲットグループは適切なサービスを受けることができた
か？

成果の確認と論理性（なお、プロジェクト全体及び下記３つの事業毎にも検証）
＜事業全体＞実施体制、運営体制の有効性
＜ビジネス＞教材の適切性、実践度も評価。　ウズベキスタンビジネス社会での評価。
＜日本語＞教材の充実度、適切性、実践度も評価。弁論大会・日本語能力試験などのイベント実施状況、日本語教育
の質の向上。生徒の語学力向上
＜相互理解促進事業＞イベントや事業の有効性を評価（有識者によるフォーラム等を含む）。　一般市民による認知度・
評判（図書、ビデオ、インターネット等での情報提供）

各コースの受講生の推移（人数、受講者の傾向）、受講生・利用者（図書室等）
の満足度、施設利用度（利用者者数。稼働率の推移）、教材開発・活用、他類
似機関との比較、事業進捗報告書、関係者の意見
マスコミでの取り上げ、広報資料、日本への留学生の日本センター立ち寄り度

R/D、四半期報告書等の各種報告書、ビジネスコース設計報
告書、中間評価調査報告書、受益者、専門家、C/P、市商工会
議所、類似機関からの聴取

資料調査、インタビュー

目標達成にかかる促進・貢献要因にどんなものがあるか
ニーズに応じた事業実施と柔軟性（例：帰国子女コースの開催。ＪＩＣＡの開発福祉支援とタイアップした聴覚障害者IT
コース、地方出張講座）
関連機関の支援や協力体制の構築（例：在留邦人の協力。日本の市民団体による交流事業など）

目標達成にかかる阻害要因は何か ？コース受講生の進路、講師の給料、ウズベキスタンの漸進的改革路線

外部条件の変化や影響
外部条件が発生したか、またプロジェクトにどんな影響があったか？
変化があったとすれば、それに対する対応は適切であったか？

政府の支援、市場経済化の動向その他
PDM、APO、短期調査・実施協議・運営指導・中間評価調査報告書、関係者の
意見

実施運営総括表、仮評価表、専門家、C/P 資料調査、インタビュー

施設・資機材・資料の投入及び活用度

●質
●投入タイミング
●量　　（総投入コストの妥当性、各コースのユニットコスト）
＊さらにセンターの活用度（セミナールーム、図書館、ビデオ・インターネットコーナー他）

＊以下、各事業別に整理

＜ビジネスコース＞

●投入の質（専門分野、コミュニケーション能力、指導力、企画能力、現場要求との合致度合い）＊日本側・相手国側双
方（なお、短専等研修講師、ウズベキスタン人講師のリクルートや定着のための方法は適切か、C/Pの配置も考察）
●派遣時期＋投入タイミング
●量（人数、期間）
●研修受入の成果や効率性（専門分野、選考方法、派遣時期、人数、期間）

＜日本語＞＊協力隊、SVとの連携の視点も考察。

●投入の質（専門分野、コミュニケーション能力、コース企画立案・実施能力、ニーズとの合致度合い）＊日本側・相手
国側双方（なお、短専等研修講師、ウズベキスタン人講師のリクルートや定着のための方法は適切か、C/Pの配置も考
察）
●派遣時期
●量（人数、期間）

<コンピューターコース＞
●投入の質（人材配置、ニーズとの合致度合い）
●投入タイミング（開催時期）
●量（人数、期間、また視聴覚機材の活用）

＜相互理解促進事業＞*センターには「青少年活動」JOCV隊員も配属（折り紙、書道、茶道）。ま
た日本文化月間（大使館主催）での連携なども考察。

●質（人材配置）
●交流事業の活動範囲
●情報発信の内容（日本からウズベキスタンあるいは、ウズベキスタンから日本）
●投入タイミング（開催時期）
●量（開催回数と参加人数、また視聴覚機材の活用）

運営管理の効率性 プロジェクト目標達成に向けて、インプットが適切に運営管理されたか？ プロジェクト計画・実施内容、センター内ミーティングの開催度、JCC会議の開催と決定事項、チーム運営と管理方法 事業進捗報告書、JCC開催記録、関係者の意見 JCC議事録、専門家・C/P 資料調査、インタビュー

＊以下、各事業別に整理

＜ビジネスコース＞　経済面への波及効果、受講者のマネジメント知識・能力の向上が企業・産
業界の業績向上に貢献しているか。（実務人材の育成にいかに貢献したか？）

受益者／ターゲットは、コース受講後、業務上、就職活動の上で変化を得たか？（就職、起業状況その他）
その他機関（ビジネス関係）への影響あるいは注目度？
コース受講生やコース倍率、リピーターの数

＜日本語＞社会面への波及効果　日本への理解・関心が高まったか。

受益者は、コース受講後、どのように業務（特に通訳コース）、あるいは就職に活かしたか？あるいは留学状況は？
日本語学習熱（教師、学習者の人数や傾向）　＊5年前に比べ2.5倍
センターの位置づけ（ウズベキスタンでの日本語教育の拠点としての地位、あるいはその他影響や期待度？現地・日本
人講師への影響、語学教授法他）

<コンピューターコース＞ デモンストレーションシステムによる効果、受講生の能力向上他

＜相互理解促進事業＞　社会面への波及効果　日本への理解・関心が高まったか。
日本ファンの数（興味・関心や日本理解：子供の関心も）、センターからの情報発信（ウズベキスタンにおける「日本」の
プレゼンス向上）、イベント数・新規入会者数

予期されなかった正負の影響や波及効果はあったか。 予期していなかった好影響あるいは悪影響があったか？（例：地方展開）

事業の持続性
事業実施の現地化（実施体制）
事業継続性の確保（自立発展のための条件は何か、その条件整備）

組織体制（経営基盤や人材・経営手腕、コース運営、ステアリング・コミィッティメンバーの機能・位置づけ、独立採算制、
日本センター内の人事：採用・教育計画）
今後の事業展開（地方への事業展開、ビジネスコースの競争相手、相手国の市場経済化政策他）
日本センターの理解度
相手国側の当事者意識（プロジェクトへの参画の度合い）

R/D、プロ形・実施協議調査報告書、専門家の観察、関係者の意見 政府機関、C/P、専門家、本部 資料調査、インタビュー

日本側の今後の戦略や協力スタンス 日本センターの今後の動向
フェーズIIに向けて（ビジョン、事業・活動計画、管理・運営計画、日ウ支出負担事項の見直し、活動モニタリング・評価機
能、評価持に用いる指標設定）

JCC開催記録、日本センター戦略会議報告書、対処方針会議資料、専門家の
観察

日本センター戦略会議、政府機関、専門家、C/P 資料調査、インタビュー

研修成果を確実なものにするためのフォローアップ
や強化策

C/P、現地講師陣の技術・ノウハウの定着度
研修コースの多様化やコース内容の向上
留学アドバイスや成績優秀者の表彰、留学無償
教材類作成実績

C/P、現地講師陣の技術向上、定着度
研修コース後のフォロー（受講生の学習モチベーションの継続のため）

四半期報告書等の各種報告書、関係者の意見、専門家の観察、UJC教材 専門家、C/P 資料調査、インタビュー

センターの財政状況 センターの財政運営状況
センターの財政状況(運営の透明性、事業の収益性も検証）
大学側の意思や予算確保の可能性

専門家の観察、関係者の意見 仮評価表、C/P、専門家、財務諸表 資料調査、インタビュー

プロジェクト実施による効果は何か、その他の波
及効果はあるか？（コース受講後の様子？）

（１）制度・政策・組織の側面

（２）ノウハウ・技術的側面

（３）財政的側面

四半期報告書、専門家報告書等の各種報告書、中間評価調
査報告書、受講者評価表、日本語コース受講者アンケート、日
本語クラス数の変遷表、相互理解事業実績、入館者数表、
JCC議事録、政府機関、受益者、施設利用者、専門家、C/P、
類似機関からの聴取

資料調査、インタビュー

R/D、四半期報告書等の各種報告書、関係者の意見 資料調査、インタビューウズベキスタン政府機関、専門家、C/P

実績

四半期報告書等の各種報告書、JOCV隊員報告書、アンケート結果、関係者
の意見、専門家の観察

インパクト

自立発展性
（見込み)

相手国実施機関のオーナーシップ

モニタリングの実施状況

専門家とC/Pとの関係

関連するJICA事業あるいは我が国の他の支援との協力、連携はあったか？
事実確認による有無と必要性（文化無償、Japan Foundation、大使館、在留邦人、JBIC、JETRO、JOCV、国際交流団体
NGO等）

目標達成の促進・阻害要因

効
率
性

【事実確認による有無と適正度判断、実績と計画との比較】
投入・派遣あるいは受入実績、専門家の観察、JOCV隊員報告書、関係者の意
見

各投入（ビジネス、日本語、交流事業）は適切で
あったか？投入に見合った成果が達成されている
か？

R/D、四半期報告書、長・短専門家報告書、中間評価調査報
告書、C/P研修レポート、現地業務費支出実績表、研修実施
機関、専門家・C/P・元研修員、類似機関（ビジネスコースの場
合、TACIS,UNDP等）からの聴取

ターゲットグループの選定は適当か
グループのニーズに合致していたか

有
効
性

実
施
プ
ロ
セ
ス

他のODA事業との連携

妥
当
性

投入実績（ここはあくまで実績のみ記載） 資料調査

モニタリングの仕組みは適切であったか

コミュニケーションの状況は良好か？共同して問題に対処したか？
定期的な意見交換、会議の開催？
意見交換や情報共有が関係者に十分になされたか？信頼関係の確立度？

資料調査、インタビュー
JCC議事録、専門家・C/P、本部プロジェクト活動実績報告、事業進捗報告書、JCC開催実績記録

専門家、C/P

プロジェクト内部の取組み意欲・努力は？　　プロジェクト進捗の報告はどうであったか？ （頻度、方法）
モニタリングの内容は適当だったか､役立ったか？

事業進捗報告書、専門家の観察 四半期報告書、専門家報告書、専門家、C/P 資料調査、インタビュー

R/D、四半期報告書等の各種報告書、専門家報告書、JCC議
事録、実施運営総括表、UJCの活動経緯表・投入実績表、UJC
のHP、その他

資料調査、インタビュー
コミュニケーション機会の設定・開催実績
日常業務におけるコミュニケーション方法と実績

ニーズ調査結果、ニーズ対応（受講生からの要望、事業展開）、プロ形・実施協
議・中間評価調査報告書、関係者の意見

R/D、四半期報告書、専門家報告書等の各種報告書、中間評
価調査報告書（草案）、相互理解促進実績、受益者、専門家、
C/P

資料調査、インタビュー

■ウズべキスタンには「人材育成」と「二国間交流事業」を同時に実施してきた類似機関が存在しないことから、差別化という観点から競争力が潜在すると考えられる。
■C/P機関が大学であり、また立地も大学敷地内にある事から、本件は（高等）教育分野に含まれるプロジェクトという位置付けも可能。本件を「人造り・制度造り」という課題のみに属させるのか、高等教育分野の一プロジェクトという位置づけともするのか、関係者間（含む本部、事務所）での検討
要。　なお14年度版JICA事業実施計画では、「経済発展のための中心的役割を担う人材育成」が教育の開発課題の一つとして挙げられている。

4. 評価グリッド
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